
    

アジアの目

　21世紀の農業をめぐる最大の焦点は遺伝子組み換え作物と持続型農業の確立へと移りつつ

あるように思われる。もちろん食料の需給，安全保障といった重要な問題は存在しているわ

けであるが，需給と安全保障は言ってみれば量確保に還元される問題である。ところが食料

大国アメリカでの遺伝子組み換え作物による生産が全体の半ば近くを占めるに至っており，

同時に土壌流亡・環境汚染等による負荷で自然循環機能の低下が懸念されていることからも

うかがわれるように，量の確保は質の問題と渾然一体となっている。このように需給・安全

保障の問題は遺伝子組み換え作物や地力低下・汚染等の問題と切り離しては考えられなく

なっており，世界の農業生産・貿易構造はより複雑な要因を増し加えてきている。

　ご承知のとおり目下の欧米の新たな貿易紛争の種となっているのが遺伝子組み換え作物で

ある。EUは遺伝子組み換え作物に関するEU指令を修正し，2002年までこの種の作物の販売

認可を事実上凍結することを宣言したのに対して，アメリカはこれを「科学に名を借りた保

護貿易主義である」として激しく非難している。一方で，ベルギー産の鶏肉，卵からダイオ

キシンが検出されたとしてアメリカはEU加盟国からの鶏・豚肉の輸入停止を決めている。こ

うした問題が次期WTO交渉での争点になることは確実である。

　また，欧米は激しい火花を散らしながらもそれぞれに農業生産能力をキープしていくため

に熱心に持続型農業の確立に取り組んでおり，不安要因は抱えながらも農業の重要な輸出産

業としての位置づけには変わりがない。

　こうした動向のあおりをまともに受けるのが，結局は我が国なり同様な生産等条件・需給

構造を持つアジアを中心とした国々である。所得の向上にともない肉食が増加し食生活の洋

風化が進行しているが，飼料・油脂等生産基盤の形成がこれに追いつかず，飼料穀物，油脂，

小麦粉の大半は輸入に依存することを余儀なくされ，遺伝子組み換え作物等を受け入れざる

を得ない構造が形成されている。

　ところで我が国では今般成立した食料・農業・農村基本法と合わせて注目されるのがいわ

ゆる環境三法といわれる「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」「家畜排せ

つ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」「肥料取締法の一部を改正する法律」であ

る。付言すればさらに「持続的養殖生産確保法」も成立している。合わせて2001年４月から

遺伝子組み換え食品について表示する方針も打ち出された。欧米に比較すれば大幅に遅れ，

しかも一部を除いてひっそりと産み落とされた感なきにしもあらずではあるが，きわめて重

要な措置が矢継ぎ早に打ち出された。これにともなって我が国農業の喫緊の課題は食料の質

と量を掛け合わせた長期戦略の策定と具体的実践にあるが，これはまたアジア共通の課題で

もあり，近隣諸国は我が国の動向をひとかたならぬ関心をもって注視しているのである。

　

（（株)農林中金総合研究所取締役基礎研究部長　蔦谷栄一・つたやえいいち）
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１ 次期ラウンド交渉では一段と関税率が低下し，これまで以上に安い農産物の輸入は増大し，食
料自給率のさらなる低下が懸念されるが，そうした中での我が国農業の存在意義は多面的機能・
公益的機能の発揮，環境にやさしく安全で安心できる農産物を安定的に供給していくところに求
められる。すなわち持続型農業を我が国農業の柱とすることなくしては日本農業は存続が難しい
状況に追い込まれつつある。

２．今般，新農業基本法とあわせて改正JAS法，持続型農業促進法も成立したが，これら各法を連
動させての議論はほとんどなく，有機農業等を日本農業全体の中でどう位置付けていくのかは見
えなくなっている。

３．しかしながら今後，本腰を入れて大々的に持続型農業に取り組んでいくにあたって，JAS法の
改正と併行して持続型農業促進法が成立したことは大いに評価されてしかるべきである。

４．我が国では1960年代からの有機農業，90年代に入っての環境保全型農業への取り組みが行われ
てはきたが，直近の調査での環境保全型農業への取組状況は水稲・果樹で５％，野菜で１％と低
位にとどまっている。

５．こうした原因として，行政なり，農協の取り組みが不十分であったと同時に，“農薬危害”を減
少させるために推進されてきた総合防除が十分には浸透できなかったことなどが挙げられる。

６．先進国の持続型農業をみると,アメリカではIPMへの取り組みを国家目標として掲げており,目
標には及ばないものの相当な普及をみている。これには州立大学が大きな役割を果たしており，
基本的には民間主導型での取り組みが行われている。アメリカ農業は環境負荷の軽減と経済性の
確保の両立を指向しているが，IPM普及の最大のカギを握っているのが経済性の確保である。経営
が厳しさを増している情勢下，この両立をはかるために急速に普及しているのが遺伝子組み換え
作物であり，すでにこれによる生産が構造化している。

７．スイス農業の73％はIPによって生産されているが，98年の農業法の改正によりこれまでエコロ
ジカルな農業に対しての直接支払いは任意参加であったものが，直接支払いを受けるための必須
条件とされ，数年のうちには慣行栽培はほとんど存在しなくなるものとみられている。こうした
中でIP生産物の認証が開始されるとともに，さまざまなブランド化によるIP生産物内での差別
化，競争が激しくなっている。

８．今後我が国の持続型農業を強力に推進していくにあたって,その軸になるのがIPMで,総合的に
技法を組み合わせ，地域の実態に合った取り組みを行っていくことが肝要である。

９．このほかにも，助成措置の強化，地域一体となっての普及・推進，付加価値実現の仕組みづく
り等が必要であり，農協系統への期待は大きいが，決定的なインパクトを与えていくには国の強
力な支援が不可欠である。

10．これまでの３次にわたる有機ブームを持続型農業発展の第一段階とすれば，今般の法的手当て
はその第二段階を切り開くものであり，その第二段階が形成できるかどうかが我が国農業の存続
を決定的に左右することになろう。

．

我が国における持続型農業展開の課題
――　アメリカ，スイスの事例から。カギを握る　IPM　を軸とした具体的実践　――

〔要　　　旨〕
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　先般，食料・農業・農村基本法（以下「新

農業基本法」）とあわせて，農林物資の規格

化及び品質表示の適正化に関する法律の改

正（以下「改正　JAS　法」），持続性の高い農業

生産方式の導入の促進に関する法律（以下

「持続型農業促進法」）も成立した。新農業基

本法で我が国農業は市場原理の徹底をめざ

そうとする一方で，「自然循環機能の維持増

進」の必要性，農業のもつ多面的機能等非

経済的価値の重視をも打ち出した。国際競

争力に乏しい我が国農業の存在意義を食料

の安全保障にとどまらず，食の安全性の確

保，多面的機能の強化等，非経済的価値の

重視にも求めたわけである。そして自然循

環機能の維持増進とこれをつうじての安全

性の確保をはかるために持続型農業促進法

が成立し，またすべての飲食料品に品質表

示を義務づけるとともに「ニセ有機食品」を

規制するために　JAS　法の改正が行われた。

　改正　JAS　法，持続型農業促進法は消費者

の食の安全性に対する不安や，農業におけ

る自然循環機能低下の存在等への対応，さ

らには次期　WTO　交渉での戦略上，必要かつ

きわめて重要な意味を担っていることはあ

らためて言うまでもない。

　しかし，残念ながら法案をめぐる論議の

中で　JAS　法の改正と農業基本法の改正とを

連動させての議論，すなわち有機農業，さ

らには環境保全型農業を日本農業全体の中

でどう位置付けていくのかについての議論

はみられなかった。また，持続型農業促進

法についてはいかにも唐突に出てきたとい

う印象を拭い難い。日本農業の自然循環機
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１．はじめに
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能の維持増進による持続性の確保と国産の

農産物に対する消費者の理解と信頼を獲得

していくことが，今後の新たな農政展開の

カギを握っているといっても過言ではな

く，もっと突っ込んだ，かつ国民によくわ

かる議論を展開してほしかったという感慨

を持つのは決して筆者一人だけではなかろ

う。さはさりながらいずれも重要な意味合

いを担った法律であり，これら法律が成立

したことについては積極的に評価されてし

かるべきである。

　ここであらためて持続型農業の必要性に

ついて述べておくと，次期ラウンド交渉で

の難航は必至であって，現在の生産・需給

等構造を前提とする限りは，一段の関税率

引き下げ圧力によって，内外価格差の大き

い農産物の輸入が増加し，むしろ自給率は

低下することが懸念される。こうした中で

の我が国農業の存在意義は，多面的機能・

公益的機能の発揮，環境にやさしく安全で

安心できる農産物を安定的に供給していく

ところに求められる。すなわちこうした農

業を可能にする持続型農業を我が国農業の

柱とすることなくしては日本農業はもはや

存続していくことが難しい状況にまで追い

込まれつつあると考える。

　今回の法律の成立・改正にともなって，

いよいよ持続型農業等の具体的実践・普及

の枠組みが整ったわけであり，待った無し

で一定以上の成果を出していくことが日本

農業を維持していくための必要条件として

求められる客観情勢にあるのである。

　そこで本稿では持続型農業のこれまでの

展開，海外での取組実態等を踏まえて，技

術的にはその取り組みの中心に位置付けら

れるものが　IPM（Integrated　Pest　Management

「総合防除」と訳されている）であり，これを

普及・推進させていくにあたっての課題，

取組方向等について展開していくこととす

る。

　

　

　

　まずはじめに，これから議論を展開して

いく前提として，持続型農業，環境保全型

農業，有機農業等これに関連する概念の我

が国における定義についてみておく。

　まず持続型農業であるが，持続型農業促

進法の第２条で次のように定義されてい

る。

　「この法律において『持続性の高い農業生

産方式』とは，土壌の性質に由来する農地

の生産力の維持増進その他良好な営農環境

の確保に資すると認められる合理的な農業

の生産方式であって，次に掲げる技術のす

べてを用いて行われるものをいう。

　一  たい肥その他の有機質資材の施用に

関する技術であって，土壌の性質を改

善する効果が高いものとして農林水産

省令で定めるもの

　二  肥料の施用に関する技術であって，

化学的に合成された肥料の施用を減少

させる効果が高いものとして農林水産

省令で定めるもの
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れるものが　IPM（Integrated　Pest　Management

「総合防除」と訳されている）であり，これを

普及・推進させていくにあたっての課題，

取組方向等について展開していくこととす

る。

　

　

　

　まずはじめに，これから議論を展開して

いく前提として，持続型農業，環境保全型

農業，有機農業等これに関連する概念の我

が国における定義についてみておく。

　まず持続型農業であるが，持続型農業促

進法の第２条で次のように定義されてい

る。

　「この法律において『持続性の高い農業生

産方式』とは，土壌の性質に由来する農地

の生産力の維持増進その他良好な営農環境

の確保に資すると認められる合理的な農業

の生産方式であって，次に掲げる技術のす

べてを用いて行われるものをいう。

　一  たい肥その他の有機質資材の施用に

関する技術であって，土壌の性質を改

善する効果が高いものとして農林水産

省令で定めるもの

　二  肥料の施用に関する技術であって，

化学的に合成された肥料の施用を減少

させる効果が高いものとして農林水産

省令で定めるもの

　三  有害動植物の防除に関する技術で

あって，化学的に合成された農薬の使
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用を減少させる効果が高いものとして

農林水産省令で定めるもの 」

　次に環境保全型農業については，1992年

に打ち出された「新しい食糧・農業・農村

政策の方向」（いわゆる「新政策」）の中で「農

業の持つ物質循環機能を活かし，生産性と

の調和などに配慮しつつ，土づくり等を通

じて化学肥料，農薬の使用等による環境負

荷の軽減に配慮した持続可能な農業」であ

るとされている。その具体的内容について

は，94年に農林水産省より出された「環境

保全型農業推進の基本的考え方」の中で第

１図のようにイメージが掲げられている。

　なお，新農業基本法，持続型農業促進法

ではかなり一般化しつつあった「環境保全

型農業」という用語は一切登場していな

い。

　また，有機農産物等については，93年に

「有機農産物及び特別栽培農産物に係る表

示ガイドライン」で第１表のように定義づ

けられている（96年，97年改正）。

　これが今般の　JAS　法改正によって有機食

品の検査認証制度が創設され，コーデック

ス基準に準拠して特別栽培農産物は除外さ

れることとなり，有機農産物と転換期間中

有機農産物のみが認定対象とされた。

用を減少させる効果が高いものとして

農林水産省令で定めるもの 」
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じて化学肥料，農薬の使用等による環境負

荷の軽減に配慮した持続可能な農業」であ

るとされている。その具体的内容について

は，94年に農林水産省より出された「環境

保全型農業推進の基本的考え方」の中で第

１図のようにイメージが掲げられている。

　なお，新農業基本法，持続型農業促進法

ではかなり一般化しつつあった「環境保全

型農業」という用語は一切登場していな

い。

　また，有機農産物等については，93年に

「有機農産物及び特別栽培農産物に係る表

示ガイドライン」で第１表のように定義づ

けられている（96年，97年改正）。

　これが今般の　JAS　法改正によって有機食

品の検査認証制度が創設され，コーデック

ス基準に準拠して特別栽培農産物は除外さ

れることとなり，有機農産物と転換期間中

有機農産物のみが認定対象とされた。
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各タイプの農業の実践の条件

区
分

内
　
　
容

具
体
的
な
技
術

経
営
・
生
産
等

↓

タイプⅠ

土づくり等既存の技術を
活用して可能な範囲で化
学肥料，農薬を節減（例え
ば慣行の2割程度節減）する
こと等により環境負荷を
軽減

・土づくり
・田畑輪換，合理的作付体系
・緩効性肥料
・側条二段施肥（水稲）
・フェロモン
・天敵昆虫・微生物，
　拮抗生物
・施肥基準，防除要否の
　判断基準の見直し

単収，外観の低下，コスト
の上昇等を伴わない
ように推進

全国的に推進
　　　　　　条件の整った経営体で推進
　　　　　　　　　　　　消費者の評価が得られることが必要

・作　物
・気　象
・地形etc

↓
タイプⅡ
　…タイプＮ

リサイクルの推進，施肥・
防除基準の見直し，新技
術・資材の活用の推進等
により，一層環境負荷を軽
減
　

↓

環境負荷の軽減と同時
に，消費者ニーズに対応
して，化学肥料，農薬を慣
行のおおむね5割以下～全
く使用しない栽培方法に
より農産物供給

↓

環境負荷の軽減と同時
に，消費者ニーズに対応
して，化学肥料，農薬に基
本的に依存しない栽培方
法による農産物供給
　

第１図　環境保全型農業のタイプのイメージ

資料　農林水産省

　　　　　　できる限り単収，
　　　　外観の低下，
　　コストの上昇等を
伴わないように推進

　　　　単収，外観，
コスト等には

必ずしもこだわらない

・未利用有機物の高速肥
　料化技術
・高精度発生予察と迅速
　情報伝達
・耐病・耐虫性を備えた
　高度抵抗性品種
・地形連鎖を利用した養
　分の合理的利用技術
・廃プラ等農業廃棄物の適正処理

・在来種苗の再導入
・あいがも導入

減～無化学肥料
減～無農薬栽培 有 機 農 業

・技　術
・経　営
・　　　etc

・出荷，販売etc
　
・ 立 地 e t c



      

　以上の類似概念の関係については後に掲

げる第２図を参照願いたい。

　

　

　

　

　環境保全型農業については持続型農業と

いう新たな用語に衣替えはしたが，新農業

基本法で多面的機能の強化等について議論

される中で持続性の高い農業の必要性は強

調されてきた
（注1）
。

　一方，持続型農業と一体的関係にある有

機農産物については，その認証基準の設定

に限定して論議が展開されてきた。すなわ

ち農林水産省は（社）日本農林規格協会に委

託して，97年７月「有機食品の検査・認証

制度検討委員会」を設け，この場をつうじ

て論議を積み重ねてきた。

　有機食品認証基準の法制化にあたっての

最大の論点となったのが，ガイドラインで

特別栽培農産物として位置付けられていた

減農薬・減化学肥料によって栽培された農

産物の取扱いについてであった。結局は

コーデックス委員会
（注2）
による国際基準（案）に

沿って特別栽培農産物を除外した限定的な

基準とするという結論が出され，消費者サ

イドからの不当表示排除についての

要請に応えるものとなった。しかしな

がら一方では現状では高温多湿で無

農薬・無化学肥料による有機栽培の

一般化が困難な我が国にとって，特別

栽培農産物，すなわち減農薬・減化学

肥料栽培による農産物が除外され，こ

れまで「特別栽培農産物」を表示すること

をつうじて消費者の信頼を獲得し差別化し

てきたことが不可能になるとともに，有機

表示農産物の相当部分が輸入ものに代替さ

れかねないことを意味するものであった。

　こうした整理が行われるようになった原

因はひとえに我が国の有機認証基準をコー

デックスの国際基準に準拠しようとした政

府の姿勢によるところが大きい。農業とい

う全面的に自然風土に左右される産業であ

るにもかかわらず，これをグローバル・ス

タンダードで統一しようという自然の理に

反した，農産物を単なる商品としてしかみ

ない行為であると言えよう。

　しかしながら一方で持続型農業促進法が

手当てされたことによって，別途，消費者

の信頼獲得とブランド化によって付加価値

を実現していく枠組みは整ったわけで，逆

に考えれば四囲の情勢と我が国の立場から

してグローバル・スタンダードとせざるを

得なかった有機基準は認証・表示だけの問

題として棚上げしておき，むしろ現実的に

有機農業よりも優先度がはるかに高い減農

薬・減化学肥料による栽培なり，その流通

を持続型農業促進法によって本格的に取り

組んでいくことを意図したものであるとす

　以上の類似概念の関係については後に掲

げる第２図を参照願いたい。
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れまで「特別栽培農産物」を表示すること

をつうじて消費者の信頼を獲得し差別化し

てきたことが不可能になるとともに，有機

表示農産物の相当部分が輸入ものに代替さ

れかねないことを意味するものであった。

　こうした整理が行われるようになった原

因はひとえに我が国の有機認証基準をコー

デックスの国際基準に準拠しようとした政

府の姿勢によるところが大きい。農業とい

う全面的に自然風土に左右される産業であ

るにもかかわらず，これをグローバル・ス

タンダードで統一しようという自然の理に

反した，農産物を単なる商品としてしかみ

ない行為であると言えよう。

　しかしながら一方で持続型農業促進法が

手当てされたことによって，別途，消費者

の信頼獲得とブランド化によって付加価値

を実現していく枠組みは整ったわけで，逆

に考えれば四囲の情勢と我が国の立場から
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得なかった有機基準は認証・表示だけの問
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名 称 農 薬 化学肥料

農
産
物

有
　
機

農
　産
　物

特
別
栽
培

有機農産物
転換期間中

無農薬栽培（農産物）
無化学肥料栽培
減農薬栽培
減化学肥料栽培

使用しない
半年以上３年未満

使用しない
特に定めない
慣行の1/2以下
特に定めない

使用しない
半年以上３年未満

特に定めない
使用しない
特に定めない
慣行の1/2以下

第1表　有機農産物及び特別栽培農産物
　　　　に係る表示ガイドライン

資料　農林水産省

３．JAS法改正，持続型農業
　　促進法成立までの議論と
　　経過　　　　　　　　　



      

るならば，今回の一連の

法的手当てはきわめて高

等な戦術によるもので

あったと言えよう。現時

点ではむしろあえてその

ように考え，発想を転換

していくことが大事なの

かもしれない。

　こうした観点からすれ

ば，本腰を入れて大々的

に持続型農業に取り組ん

でいくにあたって，JAS　

法の改正と併行して持続型農業促進法が成

立したことは結果的に大いに評価されてし

かるべきものである。

　それにつけても有機農業と持続型農業と

が別個の法律で規定されることになり，こ

れによって有機農業の意味付けが表示の問

題だけに還元されてしまったことは残念で

あると言わざるを得ない。有機農業は究極

の持続型，循環型農業なのであって，持続

型農業は有機農業および慣行農業と有機農

業との中間段階・発展段階を含む概念とし

て位置付けられるべきものであって，本来

は一本の法律で規定することによって相互

の関係・意味付けを明確にし，かつ総合的

に推進されるべきものなのである。

　ここで様々の概念，定義が入り組んでい

ることから今回の法成立・改正の前と後と

でどのように変わったかそのイメージを図

示すれば第２図のとおりである。

　なお，筆者は従来の特別栽培農産物に該

当する農産物，すなわち環境にやさしく，

生態系を大事にした農産物を「エコ農産

物」，そのための農法を「エコ栽培」と呼ん

で，これを新農業基本法で農業再編をは

かっていく際の基軸とすべきことを提唱し

ているが
（注3）
，本稿では概念についての混乱を

回避するため，特別に必要な場合以外はあ

えて「エコ農産物」「エコ栽培」の用語は使

わないこととする。

　（注1）　食料・農業・農村基本法（農業の持続的な
発展）第４条「農業については，その有する食料
その他の農産物の供給の機能及び多面的機能の
重要性から，農地，農業用水その他の農業資源及
び農業の担い手が確保され，地域の特性に応じて
望ましい農業構造が確立されるように効率的に
組み合わされるとともに，農業の自然循環機能
（農業生産活動が自然界における生物を介在す
る物質の循環に依存し，これを促進する機能をい
う。以下同じ）が維持増進されることにより，持
続的な発展が図られなければならない。」

　（注2）　FAO，WHOにより設置された国際機関で
ある食品規格委員会がコーデックス委員会と呼
ばれている。本委員会は1962年，消費者の健康の
保護及び食品の公正な貿易を確保すること，国際
政府機関，国際NGOにより取り組まれているす
べての食品規格業務の調整の促進等を目的とし
て設置されており，我が国は66年に参加，97年現
在では156カ国が参加している。コーデックス規
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る物質の循環に依存し，これを促進する機能をい
う。以下同じ）が維持増進されることにより，持
続的な発展が図られなければならない。」

　（注2）　FAO，WHOにより設置された国際機関で
ある食品規格委員会がコーデックス委員会と呼
ばれている。本委員会は1962年，消費者の健康の
保護及び食品の公正な貿易を確保すること，国際
政府機関，国際NGOにより取り組まれているす
べての食品規格業務の調整の促進等を目的とし
て設置されており，我が国は66年に参加，97年現
在では156カ国が参加している。コーデックス規
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第2図   環境保全型農業，持続型農業等関係図�
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格は参加国に対して強制力は有しないとされている
が，WTO協定下のTBT協定において，地理的な条
件等合理的な理由がない限りは，国内規格は国際
規格を基礎とすることとされている。

　（注3）　拙稿「日本農業再編からみた有機農産物認
証問題――有機農産物認証制度を考えるにあ
たっての今一つの視点――」本誌1998年10月号

　

　

　

　

　（1）　有機農業，環境保全型農業の全般

　　　　的経過と取組状況

　次に我が国における持続型農業の歴史を

概観しておくことが必要であるが，とりあ

えずその中心となる有機農業と環境保全型

農業の経過を振り返っておこう。

　戦後，農地改革をはじめとする食料確保

政策，自作農農政が推進されてきたが，1961

年に農業基本法が制定され，①農業と非農

業の生産性・所得格差の是正，②農業総生

産の増大，③農業従事者の福祉の向上，等

を柱とする近代化農政へとカジを切り替え

た。これにともない農業機械なり化学肥

料，農薬が導入されるようになり，近代的農

業の展開によって生産性は大幅に向上した。

　しかしながら，この“光”の裏側には1975

年に出版された有吉佐和子の「複合汚染」

に象徴されるような，生産者や消費者の健

康障害や地力の低下が発生するなど“影”

の部分が顕在化してきた。

　このような状況に対応して75年には，「環

境破壊を伴なわず地力を維持培養しつつ，

健康的で味の良い食物を生産する農法を探

求し，その確立に資すること」を目的にし

た日本有機農業研究会が発足した。「有機農

業」という言葉も確立し，食物の安全性を

求める消費者と生産者との直接の結びつき

をベースにした産直への取り組みも開始さ

れた。これが第一次ブームと呼ばれるもの

である。

　80年代半ばのチェルノブイリ原発事故等

にともなって環境問題が強く意識されるよ

うになり，第二次ブームとして安全・健康

指向が強まり有機農産物の需要は増大し

た。87年度の農業白書でも「高付加価値農

業」としての取り上げ方ではあるが，「有機

農業」がはじめて取り上げられることと

なった。

　そして現在は第三次ブームといわれてい

るが，有機食品，有機農産物を差別化商品

として量販店，外食産業が活発に導入する

ようになるとともに，宅配便をはじめとす

る宅配方式が有機農産物の家庭での消費拡

大に大きな役割を果たしてきた。

　しかしながら有機農業の普及・拡大は未

だしの感があり，有機農産物・食品はかな

り普及してきたとはいうものの特殊な商品

としての域は超えていないと言わざるを得

ない。

　一方，環境保全型農業は先に述べたよう

に92年に打ち出された概念であり，市町

村，農協ともその推進につとめてきたが，

残念ながらその普及状況は低位にとどまっ

ている。98年度の農業白書で環境保全型農

業への取組状況（97年，環境保全型農業調査

〈耕種部門〉）が取り上げられている。ここで

は環境保全型農業を別途「地域の通常の使

格は参加国に対して強制力は有しないとされている
が，WTO協定下のTBT協定において，地理的な条
件等合理的な理由がない限りは，国内規格は国際
規格を基礎とすることとされている。

　（注3）　拙稿「日本農業再編からみた有機農産物認
証問題――有機農産物認証制度を考えるにあ
たっての今一つの視点――」本誌1998年10月号

　

　

　

　

　（1）　有機農業，環境保全型農業の全般

　　　　的経過と取組状況

　次に我が国における持続型農業の歴史を

概観しておくことが必要であるが，とりあ

えずその中心となる有機農業と環境保全型

農業の経過を振り返っておこう。

　戦後，農地改革をはじめとする食料確保

政策，自作農農政が推進されてきたが，1961

年に農業基本法が制定され，①農業と非農

業の生産性・所得格差の是正，②農業総生

産の増大，③農業従事者の福祉の向上，等

を柱とする近代化農政へとカジを切り替え

た。これにともない農業機械なり化学肥

料，農薬が導入されるようになり，近代的農

業の展開によって生産性は大幅に向上した。

　しかしながら，この“光”の裏側には1975

年に出版された有吉佐和子の「複合汚染」

に象徴されるような，生産者や消費者の健

康障害や地力の低下が発生するなど“影”

の部分が顕在化してきた。

　このような状況に対応して75年には，「環

境破壊を伴なわず地力を維持培養しつつ，

健康的で味の良い食物を生産する農法を探

求し，その確立に資すること」を目的にし

た日本有機農業研究会が発足した。「有機農

業」という言葉も確立し，食物の安全性を

求める消費者と生産者との直接の結びつき

をベースにした産直への取り組みも開始さ

れた。これが第一次ブームと呼ばれるもの

である。

　80年代半ばのチェルノブイリ原発事故等

にともなって環境問題が強く意識されるよ

うになり，第二次ブームとして安全・健康

指向が強まり有機農産物の需要は増大し

た。87年度の農業白書でも「高付加価値農

業」としての取り上げ方ではあるが，「有機

農業」がはじめて取り上げられることと

なった。

　そして現在は第三次ブームといわれてい

るが，有機食品，有機農産物を差別化商品

として量販店，外食産業が活発に導入する

ようになるとともに，宅配便をはじめとす

る宅配方式が有機農産物の家庭での消費拡

大に大きな役割を果たしてきた。

　しかしながら有機農業の普及・拡大は未

だしの感があり，有機農産物・食品はかな

り普及してきたとはいうものの特殊な商品

としての域は超えていないと言わざるを得

ない。

　一方，環境保全型農業は先に述べたよう

に92年に打ち出された概念であり，市町

村，農協ともその推進につとめてきたが，

残念ながらその普及状況は低位にとどまっ

ている。98年度の農業白書で環境保全型農

業への取組状況（97年，環境保全型農業調査

〈耕種部門〉）が取り上げられている。ここで

は環境保全型農業を別途「地域の通常の使
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用量に比べ化学肥料または農薬を節減した

もしくは使用しない農業」と定義づけ，全

国の水稲，野菜，果樹の生産指導・集出荷

に取り組んでいる約2,400の農協を対象に

行った調査の結果であるが，これによれば

取り組んでいる農家の比率は水稲，果樹で

５％，野菜は果菜類，根菜類等いずれも１％

にすぎない（第２表）。

　

　（2）　行政，農協系統の対応

　環境保全型農業に対する市町村なり農協

の支援状況は第３表のとおりで，半分弱

の市町村で支援をしているが，その中で

も農協よりは市町村で支援体制を講じて

いるところが多いのが現状である。

　また，有機農業・環境保全型農業に関

して栽培基準を設定している農協数をみ

たものが第４表であるが，米については

８割近い農協で設定しているものの，畜

産については約半数の農協で設定してい

るにとどまっている。

　JA　グループでは1997年に第21回全国

農協大会を開催し，今後の中期展望，取組

指針である「21世紀の展望をひらく――農

業の持続的発展と　JA　改革の実現」を決議し

ている。この中の「農業の再構築への取組

みと政策確立の推進」で「環境保全型農業

の推進と品質競争力の確保」「環境保全型農

業の確立に資するふん尿処理・活用対策の

確立」等が打ち出されており，全体におけ

る位置付けは小さいものの，全国の農協あ

げてこれに取り組んでいくこととされてい

る。しかしながら概して農協における体制

用量に比べ化学肥料または農薬を節減した

もしくは使用しない農業」と定義づけ，全

国の水稲，野菜，果樹の生産指導・集出荷

に取り組んでいる約2,400の農協を対象に

行った調査の結果であるが，これによれば

取り組んでいる農家の比率は水稲，果樹で

５％，野菜は果菜類，根菜類等いずれも１％

にすぎない（第２表）。

　

　（2）　行政，農協系統の対応

　環境保全型農業に対する市町村なり農協

の支援状況は第３表のとおりで，半分弱

の市町村で支援をしているが，その中で

も農協よりは市町村で支援体制を講じて

いるところが多いのが現状である。

　また，有機農業・環境保全型農業に関

して栽培基準を設定している農協数をみ

たものが第４表であるが，米については

８割近い農協で設定しているものの，畜

産については約半数の農協で設定してい

るにとどまっている。

　JA　グループでは1997年に第21回全国

農協大会を開催し，今後の中期展望，取組

指針である「21世紀の展望をひらく――農

業の持続的発展と　JA　改革の実現」を決議し

ている。この中の「農業の再構築への取組

みと政策確立の推進」で「環境保全型農業

の推進と品質競争力の確保」「環境保全型農

業の確立に資するふん尿処理・活用対策の

確立」等が打ち出されており，全体におけ

る位置付けは小さいものの，全国の農協あ

げてこれに取り組んでいくこととされてい

る。しかしながら概して農協における体制
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第3表　環境保全型農業の実施・支援等状況市町村割合
（単位　％）

市
町
村
数

現在行われている 現在行われていない

わ
か
ら
な
い

計

都 市 的 地 域
平 地 農 業 地 域
中 間 農 業 地 域
山 間 農 業 地 域

100.0（3,258）

100.0（　　671）
100.0（　　796）
100.0（1,053）
100.0（　　738）

44.3

42.6
48.1
45.4
40.4

制
を
採
っ
て
い
る

市
町
村
が
支
援
体

24.7

23.7
23.9
27.0
23.3

を
採
っ
て
い
る

農
協
が
支
援
体
制

5.7

5.5
8.2
5.3
3.9

採
っ
て
い
な
い

特
に
支
援
体
制
を

13.9

13.4
16.1
13.1
13.1

44.7

44.3
40.0
44.9
49.9

行
っ
て
い
る

及
・
働
き
か
け
を

市
町
村
と
し
て
普

3.7

2.7
3.5
3.9
4.7

行
う
予
定
あ
り

及
・
働
き
か
け
を

市
町
村
と
し
て
普

17.9

13.4
15.8
20.1
20.9

行
う
予
定
な
し

及
・
働
き
か
け
を

市
町
村
と
し
て
普

23.1

28.2
20.6
20.9
24.3

11.0

13.1
11.9
9.7
9.8

資料　農林水産省「農業農村環境整備状況調査」（平成６年９月調査）
（注）　（　）内は市町村数。

第2表　農業者の環境保全型農業への取組状況
（単位　戸，％）

水稲

野菜

果樹

実数

割合

107,300

5

果菜類

露地

14,900

1

施設

17,700

1

根菜類

16,200

1

葉茎菜類

25,300

1

23,200

5

資料　農林水産省「環境保全型農業調査（耕種部門）」（９年）
（注）　1.ここでの「環境保全型農業」とは，地域の通常の使用量に比

べ化学肥料または農薬を節減した，もしくは使用しない農業
である。

　　　2.調査対象は，全国の農協で水稲，野菜及び果樹の生産指導・
集出荷に取り組んでいる約2,400の農協である。

　　　3.割合は，95年農業センサスにおける各作物別農家戸数（水稲
2,301千戸，野菜1,968千戸，果樹494千戸）に対する割合であ
る。

　　　4.各区分ごとの農家戸数には相互に重複があり得る。



      

整備は遅れているのが現状である。

　

　（3）　技術的対応

　農業の歴史が始まって以来，病害虫対策

として様々な工夫がこらされてきており，

戦前には注油駆除法（「水面に油を滴下して

おいてから，稲に寄食するウンカ類をほうき

のようなもので払い落とし，これを殺滅する

のがねらいだが，当初この油には鯨油が用い

られた」
（注4）

）誘ガ灯，耕種的防除法（「耕種的方

法を通じて害虫による作物の被害を回避しよ

うとするもので，その内容も多岐にわた

る。」
（注5）

）をはじめとする様々な対応が行われ

ており，これらは薬剤にはほとんど頼るこ

とがない，自然的・有機的な防除方法で

あった。

　しかしながら農業の近代化にともなって

農薬，化学肥料が大量に使用されるように

なり，1960年代には“農薬

危害”等の発生がみられる

ようになった。こうした中

で有機農業への取り組み

とは一線を画して，“農薬

危害”を軽減させるために

「総合防除」が提言・推進

されてきた。総合防除は

Integrated Pest Management

（＝IPM）の訳語で，総合的

病害虫管理等とも言われ

ている。IPMは「（1）複数の

防除法の合理的統合，（2）

経済的被害許容水準，およ

び（3）害虫個体群のシステ

ム管理」であって，「防除手段の統合には，

土着天敵の働きなど自然制御要因を基本に

し（基幹的防除法），その働きが不十分な時

に化学的防除などを付加する形で行われる

（副次的防除法）。合理的統合にあたって

は，後者が前者に与える影響を最小限に留

めなければならない。…IPMは無農薬の思想

ではなく，IPMのスキームに合う化学的防除

法などの積極的開発と利用を目指し」
（注6）

）たも

のであって，FAO　の呼び掛けにより各国で

取り組みが行われるようになり，我が国で

は深谷昌次氏，桐谷圭治氏らが中心となっ

て提唱・推進してきたものである。

　しかしながら「総合防除」の用語自体は

かなり流布されるようになったが，現状で

もさほどの広がりはみていない。その原因

として，

　 ①発生量や被害の予測モデルの研究が

整備は遅れているのが現状である。

　

　（3）　技術的対応

　農業の歴史が始まって以来，病害虫対策

として様々な工夫がこらされてきており，

戦前には注油駆除法（「水面に油を滴下して

おいてから，稲に寄食するウンカ類をほうき

のようなもので払い落とし，これを殺滅する

のがねらいだが，当初この油には鯨油が用い

られた」
（注4）

）誘ガ灯，耕種的防除法（「耕種的方

法を通じて害虫による作物の被害を回避しよ

うとするもので，その内容も多岐にわた

る。」
（注5）

）をはじめとする様々な対応が行われ

ており，これらは薬剤にはほとんど頼るこ

とがない，自然的・有機的な防除方法で

あった。

　しかしながら農業の近代化にともなって

農薬，化学肥料が大量に使用されるように

なり，1960年代には“農薬

危害”等の発生がみられる

ようになった。こうした中

で有機農業への取り組み

とは一線を画して，“農薬

危害”を軽減させるために

「総合防除」が提言・推進

されてきた。総合防除は

Integrated Pest Management

（＝IPM）の訳語で，総合的

病害虫管理等とも言われ

ている。IPMは「（1）複数の

防除法の合理的統合，（2）

経済的被害許容水準，およ

び（3）害虫個体群のシステ

ム管理」であって，「防除手段の統合には，

土着天敵の働きなど自然制御要因を基本に

し（基幹的防除法），その働きが不十分な時

に化学的防除などを付加する形で行われる

（副次的防除法）。合理的統合にあたって
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（注6）

）たも

のであって，FAO　の呼び掛けにより各国で

取り組みが行われるようになり，我が国で

は深谷昌次氏，桐谷圭治氏らが中心となっ

て提唱・推進してきたものである。

　しかしながら「総合防除」の用語自体は

かなり流布されるようになったが，現状で

もさほどの広がりはみていない。その原因

として，

　 ①発生量や被害の予測モデルの研究が「
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第4表　有機農業・環境保全型農業に関し
　　　　栽培基準を設定している農協数

（単位　農協数，％）

資料　農協全中「農協の活動に関する全国一斉調査結果報告」
（注）　1996年の数字は暫定値。

米 野　　菜 畜　産

設 定 な し

農協数
（構成比）

農協数
（構成比）

735
（100.0）

162
（22.0）

827
（100.0）

242
（29.3）

663
（100.0）

238
（35.9）

827
（100.0）

389
（47.0）

427
（100.0）

198
（46.4）

1996年 96 96

合 　 　 計

93 93

農協数
（構成比）

農協数
（構成比）

41
（5.6）

89
（12.1）

48
（5.8）

146
（17.7）

64
（9.7）

40
（6.0）

47
（5.7）

30
（3.6）

43
（10.1）

33
（7.7）

設

定

し

て

い

る

農協数
（構成比）

農協数
（構成比）

300
（40.8）

103
（14.0）

229
（27.7）

70
（8.5）

192
（29.0）

77
（11.6）

185
（22.4）

81
（9.8）

87
（20.4）

24
（5.6）

不 明 ・
無 回 答

農協数
（構成比）

農協数
（構成比）

40
（5.4）

－
（－）

46
（5.6）

46
（5.6）

50
（7.5）

2
（0.3）

59
（7.1）

36
（4.4）

41
（9.6）

1
（0.2）

行　政　庁

県　　連

農協独自

生協等と協議

そ　の　他



      

十分でない。

　②化学農薬以外の防除手段の開発

が遅れている。

　③地域の害虫密度を低下させるに

は，地域全体で防除を実施する必

要がある。

　④化学農薬によるスケジュール防

除が慣行化している。

　⑤作物の外観，品質が極めて重視さ

れ，EIL
（注7）

以下なら害虫の存在をも

許容するという気風に欠ける。

　⑥総合的害虫管理は化学農薬によ

る防除より高度な技術を必要と

する。」
（注8）

が指摘されている。

　また，IPM　推進当初の複数の防除法の組

み合わせにより農薬・化学肥料の使用量を

減少させていくという考え方が，逆に推進

する過程では農薬・化学肥料の使用がここ

までは可能であり，むしろ積極的に使用す

べしという考え方へと転換し，これが農

薬・化学肥料の販売促進と結びつくことに

よって，総合防除，IPM　が「農薬売らんか

な」の誤ったイメージで受け止められるよ

うになったことを指摘するむきもある。 

　このように総合防除はまさに持続型農業

を先取りする考え方・技法であったが，現

在では過去の遺物と化した感もなきにしも

あらずであった。しかしながら昨今の自然

循環機能の重視等の中でにわかに脚光を浴

びつつある。

　ところで環境保全型農業ではどのような

技術的な取り組みが行われているのかをみ

たものが第５表である。堆きゅう肥の投入

が大宗を占め，化学農薬の投入量の節減，

土壌診断による施肥量の適正化，発生予察

による適期防除の徹底等がこれに次いでお

り，天敵の利用，対抗植物の栽培，性フェ

ロモン剤の利用等海外先進国で広く導入さ

れている　IPM　技法はほとんど普及しておら

ず，土づくり，農薬の節減の単発での取り

組みに限定されている。

　（注4）　深谷昌次・桐谷圭治『総合防除』10頁
　（注5）　（注4）に同じ。13頁
　（注6）　中筋房夫『IPMの概念と現状』
　（注7）　「経済的被害許容水準（economic injury 

level,EIL）」中筋房夫『総合的害虫管理学』48頁
　（注8）　中筋房夫・大林延夫・藤家 梓『害虫防除』141

頁

　

　

　

　我が国の持続型農業への取組経過・現状

は以上のとおりであるが，こうした経過・

現状を踏まえて今後，持続型農業を本格的
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り，天敵の利用，対抗植物の栽培，性フェ

ロモン剤の利用等海外先進国で広く導入さ

れている　IPM　技法はほとんど普及しておら

ず，土づくり，農薬の節減の単発での取り

組みに限定されている。

　（注4）　深谷昌次・桐谷圭治『総合防除』10頁
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頁

　

　

　

　我が国の持続型農業への取組経過・現状

は以上のとおりであるが，こうした経過・

現状を踏まえて今後，持続型農業を本格的
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５．海外先進国の取組状況

実践状況 うち重視事項

土
づ
く
り

施
肥
・

土壌診断による施肥量の適正化
側条施肥等の効率的な施肥形態の導入
緩行性肥料の導入
堆きゅう肥の投入（家畜ふん尿等）
地力増進作物（れんげ等）の栽培

41.3
21.0
20.9
81.2
30.2

15.8
4.3
3.4
49.8
5.3

第5表　環境保全型農業の主な実践状況（全国，複数回答）
（単位　％）

資料　第５表に同じ
（注）　1.　本調査は，全市町村（3,258市町村）を対象に行ったものである。
　　　2.　実践状況とは，市町村が，該当する項目すべてに回答した割合

であり，重視事項とは，施肥・土づくり，防除，輪作体系等の区
分ごとに一つ回答した割合である。

防
　
　
除

化学農薬の投入量の節減
発生予察による適期防除の徹底
病害虫抵抗性品種・台木の導入
べたがけ資材の利用
性フェロモン剤の利用
天敵の利用
対抗植物（マリーゴールド等）の栽培

59.0
40.3
17.1
11.7
8.4
7.0
6.0

35.3
20.3
3.7
2.1
2.8
2.3
1.1

体
系
等

輪
作 畑作物・野菜等の輪作体系の確立

田畑輪換
37.8
15.3

29.1
8.8



      

に展開していかなければならない。農業は

きわめて地域性が強く，かつ自然に大きく

左右されるものであることから，海外の取

り組みを単純に我が国に移入することはき

わめて問題が多いと判断されるが，その先

進国で取り組みが進展してきた理由を確認

しておくことは，我が国での展開に一定の

示唆を与えるものであると思われる
（注9）

。

　以下，持続型農業の先進国であり，好対

照の関係にあるアメリカとスイスにおける

展開でポイントとなる点を中心に紹介す

る。

　なお，これと合わせて気候風土等自然条

件をほぼ共通にする韓国等近隣諸国につい

てもみておくことが必要であるが，スペー

スの関係から本誌今月号別稿「韓国・中国

の持続型農業政策の現状──東アジア型持

続型農業確立への挑戦──」として別建てに

しているので，これを参照願いたい。

　（注9）　世界各国の有機農業への取組状況について
は，拙稿「オーストリア，スイスの有機農業の動
向と農業政策──有機農業最先進国が教えてい
るもの──」本誌1998年10月号を参照

　

　（1）　アメリカ

　アメリカでは1985年から　LISA（Low Input

Sustainable Agriculture，低投入持続型農業）

によって環境負荷の軽い農業を推進してき

た。その軸になっているのが　IPM　であり，

93年，全米の耕地面積の75％が2000年には

　IPM　によって生産されることを国家目標と

することが打ち出されている。この　LISA　と

IPM　を中心にアメリカにおける持続型農業

への取組実態，その必然性，さらには課題

等をみてみる
（注10）

。 

　（注10）　詳しくは，拙稿「アメリカにおける持続型
農業への取組実態──IPMを中心とした取り組み
のカギを握る遺伝子組み換え作物──」（『総研レ
ポート』1999年９月発行予定）を参照のこと。

　

　ａ．農政の展開と助成措置

　アメリカでは1996年農業法により生産調

整と不足払いとを廃止し，７年間を限度と

する固定支払いを導入するとともに，野

菜・果樹を別として作付けを完全自由化す

るなど抜本的改革を実施したが，環境保全

政策という面でエポックを画したのは85年

農業法であった。

　80年代に入ってアメリカ農業は深刻な不

況に陥ったが，「この不況の主な要因は，マ

クロ経済の面からは80年代中頃までの高金

利・ドル高政策であり，農業サイドからは

70年代の好況時における農業への過剰投資

であった。つまり，70年代のアメリカ農業

が過度に輸出依存型になってしまった反動

が，国際農産物市場の価格低迷とともに現

れたことが，この80年代の農業・農村不況

の主因であった。
（注11）

」

　こうした不況を打開するために「農業保

護的色彩の強い81年農業法に抜本的な改革

を加え，政府の介入を極力避けることによ

り，財政負担の軽減をはかることを主なね

らい
（注12）

」として，「①目標価格の毎年５％引き

下げと５年後の不足払い制度の廃止，②不

足払い限度額の段階的引き下げ，そして③

減反の廃止であった。一言でいえば，市場

原理にもとづく市場志向型の農業政策が目

標とされたのである。
（注13）

」
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　こうした一方で環境保全政策として　LISA

が導入されたわけで，競争原理・市場志向

型の政策と併行して環境保全政策が位置付

けられることになった。環境保全政策の中

心を担ってきたのが　LISA　であるが，これに

先立って82年には長期休耕とともに休耕地

への植物による被覆や植林を義務づけた

「土壌保全留保計画」（CRP）が導入されてい

る。そして85年農業法でこれに加えて　LISA

　のほか，土壌罰則（Sadbuster），湿地罰則

（Swampbuster），保全遵守（Conservation Com‐

pliance）が導入された。90年，96年農業法

で価格支持や農業補助金などの農業計画関

連条項が見直されるとともに，食品の安全

性，環境保護，消費者対策などについても

維持・強化されてきた。すなわち85年農業

法で導入された土壌罰則等は若干の修正，

調整がはかられながらも基本的には継続さ

れ，さらには90年農業法で次の６項目があ

らたに導入された。

　①農薬使用の記帳義務

　②水質保全助成

　③湿地保全計画

　④有機農産物の基準設定と表示

　⑤「持続的農業に関する研究」への支出

　⑥農務省内に「環境評価室」を設置

　96年農業法では85年，90年導入・継続さ

れた諸政策が維持・強化されるとともに，

「環境の質改善計画」（EQIP）が導入され，

「土壌流出の防止，湿地帯や森林の保全ある

いは復元，水質汚染の防止」のほか，「特に

畜産地帯における糞尿処理方法の改善を

通じて，河川や湖沼への環境負荷防止措置
（注14）

」

も講じられるようになるとともに，「野生生

物生息地促進計画」（WHIP）が導入され，「休

耕地，非休耕地，湿地別に，野生生物，と

りわけ絶滅危惧種のリストに掲載されてい

る動植物の生息地を積極的に守るために環

境改善を奨励するものであり，今後７年間

は毎年5000万ドルの政府資金が投入」され

ることになった。

　（注11）　嘉田良平『世界各国の環境保全型農業』36
頁

　（注12）　（注4）に同じ。36頁
　（注13）　（注4）に同じ。36頁
　（注14）　（注4）に同じ。59頁
　

　ｂ．LISAとSARE

　（ａ）　LISAの定義

　まず持続型農業（Sustainable Agriculture）

の定義をみておくと，「①人類の食糧ニーズ

を満たし，②農業が関係する環境の質と天

然資源の生産力をともに増進させ，③再生

不可能な資源とその他の農業資源を最も効

率的に利用し，自然生態系の力を可能な限

り活用すること，④農業経営を経済的にも

自立可能とすること，⑤農業者および社会

全体の生活の質を高めること，という五つ

の条件を長期にわたって満たすところの，

地域固有の植物および動物生産にかか

わる包括的な農業システム」とされている
（注15）

。

　こうした農業を推進していくものとして

85年農業法で　LISA　が打ち出されたわけで

あるが，これはさらに「資源の再生産と再

利用を可能にし，農薬・化学肥料の投入量

を必要最小限に抑えることによって，地域

資源と環境を保全しつつ一定の収益性を確

保し，しかも，より安全な食糧生産に寄与

　こうした一方で環境保全政策として　LISA

が導入されたわけで，競争原理・市場志向

型の政策と併行して環境保全政策が位置付

けられることになった。環境保全政策の中

心を担ってきたのが　LISA　であるが，これに

先立って82年には長期休耕とともに休耕地

への植物による被覆や植林を義務づけた

「土壌保全留保計画」（CRP）が導入されてい

る。そして85年農業法でこれに加えて　LISA

　のほか，土壌罰則（Sadbuster），湿地罰則

（Swampbuster），保全遵守（Conservation Com‐

pliance）が導入された。90年，96年農業法

で価格支持や農業補助金などの農業計画関

連条項が見直されるとともに，食品の安全

性，環境保護，消費者対策などについても

維持・強化されてきた。すなわち85年農業

法で導入された土壌罰則等は若干の修正，

調整がはかられながらも基本的には継続さ

れ，さらには90年農業法で次の６項目があ

らたに導入された。

　①農薬使用の記帳義務

　②水質保全助成

　③湿地保全計画

　④有機農産物の基準設定と表示

　⑤「持続的農業に関する研究」への支出

　⑥農務省内に「環境評価室」を設置

　96年農業法では85年，90年導入・継続さ

れた諸政策が維持・強化されるとともに，

「環境の質改善計画」（EQIP）が導入され，

「土壌流出の防止，湿地帯や森林の保全ある

いは復元，水質汚染の防止」のほか，「特に

畜産地帯における糞尿処理方法の改善を

通じて，河川や湖沼への環境負荷防止措置
（注14）

」

も講じられるようになるとともに，「野生生

物生息地促進計画」（WHIP）が導入され，「休

耕地，非休耕地，湿地別に，野生生物，と

りわけ絶滅危惧種のリストに掲載されてい

る動植物の生息地を積極的に守るために環

境改善を奨励するものであり，今後７年間

は毎年5000万ドルの政府資金が投入」され

ることになった。

　（注11）　嘉田良平『世界各国の環境保全型農業』36
頁

　（注12）　（注4）に同じ。36頁
　（注13）　（注4）に同じ。36頁
　（注14）　（注4）に同じ。59頁
　

　ｂ．LISAとSARE

　（ａ）　LISAの定義

　まず持続型農業（Sustainable Agriculture）

の定義をみておくと，「①人類の食糧ニーズ

を満たし，②農業が関係する環境の質と天

然資源の生産力をともに増進させ，③再生

不可能な資源とその他の農業資源を最も効

率的に利用し，自然生態系の力を可能な限

り活用すること，④農業経営を経済的にも

自立可能とすること，⑤農業者および社会

全体の生活の質を高めること，という五つ

の条件を長期にわたって満たすところの，

地域固有の植物および動物生産にかか

わる包括的な農業システム」とされている
（注15）

。

　こうした農業を推進していくものとして

85年農業法で　LISA　が打ち出されたわけで

あるが，これはさらに「資源の再生産と再

利用を可能にし，農薬・化学肥料の投入量

を必要最小限に抑えることによって，地域

資源と環境を保全しつつ一定の収益性を確

保し，しかも，より安全な食糧生産に寄与
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しようとする農法の体系」と定義されると

している
（注16）

。

　

　（ｂ）　LISAの取組内容

　そして　LISA　では，

　①生産性・収益性の維持

　②資源・環境の保全

　③農業者の健康と農産物の安全性確保

という三つの目標が掲げられており，その

具体的手段として，

　①作付体系の見直し，特に輪作（ローテー

ション）の導入

　②IPM　の推進

　③土壌と水の保全のための耕作方法の見

直し

　④ふん尿その他の有機物および緑肥のさ

らなる利用

　⑤耕種と畜産との複合化

があげられている
（注17）

。

　ところで持続型農業を推進していくため

のメインプログラムが　LISA　ということに

なるが，USDA（U.S. Department of Agriculture

米農務省）が所管する他のプロジェクトと

して　IPM，CRP　等があるほか，EPA（Environ‐

mental Protection Agency　米環境保護局）が

所管する　ACE（Agriculture in Concert with 

the Environment）があり，これらが地域，

ケースによって使い分けられ，総合的に持

続型農業が推し進められている。

　LISA　は研究開発と普及・教育に大別さ

れて推進体制が構築されており，研究開発

は農業研究局（Agricultural Research Sear‐

vice）と各州にある農業試験場にそれぞれ

予算が交付され，取り組みが行われている。

また，普及・教育についてはSARE（Sustain‐

able Agriculture Research and Education，持

続的農業研究・教育プログラム）によって進

められている
（注18）

。

　

　（ｃ）　LISAからSAREへ

　LISA　は当初，USDA　から交付される助成金

により，州立大学での研究・教育から取り

組みが開始された。

　しかしながら　LISA　は　Low Input　が“低投

入・低収量”という誤解なり否定的イメー

ジを与えたこと，主に穀物生産に重点が置

かれたこと，さらには政治的なものとして

受け止められたこと等から農家の抵抗が大

きく，現在では　LISA　とは呼ばれずに，その

中の一つのプログラムである　SARE　で代表

して呼ばれるようになっている。これにと

もない　SARE　の概念は単なる研究・教育の

プログラムにとどまらず，土壌管理，害虫

管理はもちろんのこと，環境問題，生活の

質等社会的側面をも含むようになってきて

おり，利益・マーケティングをも重視し，

付加価値を実現していくこともねらいとす

るようになってきている。

　（注15）　（注4）に同じ。1990年における定義であ
る。45頁

　（注16）　（注4）に同じ。37頁
　（注17）　（注4）に同じ。37～38頁
　（注18）　（注4）に同じ。47頁
　

　ｃ．IPM

　（ａ）　IPMの定義

　このLISA（SARE）の取組内容の柱となって

いるのが　IPM　である。IPM　は，アメリカでは

しようとする農法の体系」と定義されると

している
（注16）

。

　

　（ｂ）　LISAの取組内容

　そして　LISA　では，

　①生産性・収益性の維持

　②資源・環境の保全

　③農業者の健康と農産物の安全性確保

という三つの目標が掲げられており，その

具体的手段として，

　①作付体系の見直し，特に輪作（ローテー

ション）の導入

　②IPM　の推進

　③土壌と水の保全のための耕作方法の見

直し

　④ふん尿その他の有機物および緑肥のさ

らなる利用

　⑤耕種と畜産との複合化

があげられている
（注17）

。

　ところで持続型農業を推進していくため

のメインプログラムが　LISA　ということに

なるが，USDA（U.S. Department of Agriculture

米農務省）が所管する他のプロジェクトと

して　IPM，CRP　等があるほか，EPA（Environ‐

mental Protection Agency　米環境保護局）が

所管する　ACE（Agriculture in Concert with 

the Environment）があり，これらが地域，

ケースによって使い分けられ，総合的に持

続型農業が推し進められている。

　LISA　は研究開発と普及・教育に大別さ

れて推進体制が構築されており，研究開発

は農業研究局（Agricultural Research Sear‐

vice）と各州にある農業試験場にそれぞれ

予算が交付され，取り組みが行われている。

また，普及・教育についてはSARE（Sustain‐

able Agriculture Research and Education，持

続的農業研究・教育プログラム）によって進

められている
（注18）

。

　

　（ｃ）　LISAからSAREへ

　LISA　は当初，USDA　から交付される助成金

により，州立大学での研究・教育から取り

組みが開始された。

　しかしながら　LISA　は　Low Input　が“低投

入・低収量”という誤解なり否定的イメー

ジを与えたこと，主に穀物生産に重点が置

かれたこと，さらには政治的なものとして

受け止められたこと等から農家の抵抗が大

きく，現在では　LISA　とは呼ばれずに，その

中の一つのプログラムである　SARE　で代表

して呼ばれるようになっている。これにと

もない　SARE　の概念は単なる研究・教育の

プログラムにとどまらず，土壌管理，害虫

管理はもちろんのこと，環境問題，生活の

質等社会的側面をも含むようになってきて

おり，利益・マーケティングをも重視し，

付加価値を実現していくこともねらいとす

るようになってきている。

　（注15）　（注4）に同じ。1990年における定義であ
る。45頁

　（注16）　（注4）に同じ。37頁
　（注17）　（注4）に同じ。37～38頁
　（注18）　（注4）に同じ。47頁
　

　ｃ．IPM

　（ａ）　IPMの定義

　このLISA（SARE）の取組内容の柱となって

いるのが　IPM　である。IPM　は，アメリカでは
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「経済・健康および環境に対するリスクを

最小にすべく，生物的，耕種的，物理的お

よび化学的手段を組み合わせることにより

病害虫などを制御する持続的アプローチ」

と定義されている
（注19）

。

　IPM　は「生物的，耕種的，物理的および化

学的手段」を組み合わせて，農薬・化学肥

料の使用を最小限に抑えるものであり，と

もすれば　IPM　イコール減農薬・減化学肥料

のように，表層的にとらえられがちである

が，あくまでその本質は環境への負荷を軽

減し，持続的であるところにある。

　

　（ｂ）　IPMへの取り組み

　アメリカでも早くから　IPM　への取り組み

は行われてきたが，農業生産による環境問

題が深刻化し，LISA　等により持続型農業の

必要性が強調されるようになったのにとも

なって，そのための具体的手段として　IPM　

が広く注目されるようになった。

　こうした流れを受けて，93年９月の　USDA,

EPA，FDA（Food　and　Drug　Administration　食

品医薬品局）合同の公聴会で，2000年に全米

の耕地面積の75％が　IPM　によって生産され

ることを国家目標とすることが打ち出さ

れ，翌94年に戦略プランとして正式に決定

された。　既に　USDA　は　IPMプロジェクトを

設けてはいたが，これにより　LISA，SARE　の

基本柱として　IPM　が位置付けられるように

なったものである。

　ただし，国家目標が設定されたとはい

え，EU　等と比較してボランタリーでの取り

組みが多く，民間のコンサルタントも多数

存在しており，大学はこうしたコンサルタ

ントの教育についても重要な役割を担って

いるなど，基本的には民間主導型での取り

組みが続けられている。

　

　（ｃ）　IPMの普及状況

　IPM　の現時点における全般的な普及状況

については，全国集計数値はなく，けっこ

う普及してはいるものの，目標とは大きな

乖離がある，と言わざるを得ない。

　IPM　への取り組みが特に熱心なのがカリ

フォルニア州，テキサス州，フロリダ州な

ど，総じて農業の盛んな州であるが，州に

よって取り組みには跛行性が大きい。IPM　

は「定期的モニタリングと経済的な生産デ

ザイン」を行っているベーシックレベルか

らほとんど有機栽培に近いバイオ・インテ

ンシブなレベルまで幅が大きく，どこで線

を引くかによって普及レベルの評価は異

なってくる。最も取り組みが進んでいるカ

リフォルニア州の場合で，ベーシックレベ

ルでは70％，バイオ・インテンシブレベル

では８～10％とみられている
（注20）

。

　また，テキサス州では主要作物である綿

花の68％，マイロの85％，トウモロコシや

ピーナッツのほとんどがベーシックレベル

での　IPM　によって生産が行われている
（注21）

。

　IPM　への取り組みがすすむにしたがっ

て，農薬の使用量は大きく減少しており，

品質の改善や生産コストの低下もみられる
（注22）

。

　また，IPM　普及のカギを握っているのは　

IPM　の実行が現実に生産者に利益をもたら

すかどうかであり，ある程度以上の経済的

「経済・健康および環境に対するリスクを

最小にすべく，生物的，耕種的，物理的お

よび化学的手段を組み合わせることにより

病害虫などを制御する持続的アプローチ」

と定義されている
（注19）

。

　IPM　は「生物的，耕種的，物理的および化

学的手段」を組み合わせて，農薬・化学肥

料の使用を最小限に抑えるものであり，と

もすれば　IPM　イコール減農薬・減化学肥料

のように，表層的にとらえられがちである

が，あくまでその本質は環境への負荷を軽

減し，持続的であるところにある。

　

　（ｂ）　IPMへの取り組み

　アメリカでも早くから　IPM　への取り組み

は行われてきたが，農業生産による環境問

題が深刻化し，LISA　等により持続型農業の

必要性が強調されるようになったのにとも

なって，そのための具体的手段として　IPM　

が広く注目されるようになった。

　こうした流れを受けて，93年９月の　USDA,

EPA，FDA（Food　and　Drug　Administration　食

品医薬品局）合同の公聴会で，2000年に全米

の耕地面積の75％が　IPM　によって生産され

ることを国家目標とすることが打ち出さ

れ，翌94年に戦略プランとして正式に決定

された。　既に　USDA　は　IPMプロジェクトを

設けてはいたが，これにより　LISA，SARE　の

基本柱として　IPM　が位置付けられるように

なったものである。

　ただし，国家目標が設定されたとはい

え，EU　等と比較してボランタリーでの取り

組みが多く，民間のコンサルタントも多数

存在しており，大学はこうしたコンサルタ

ントの教育についても重要な役割を担って

いるなど，基本的には民間主導型での取り

組みが続けられている。

　

　（ｃ）　IPMの普及状況

　IPM　の現時点における全般的な普及状況

については，全国集計数値はなく，けっこ

う普及してはいるものの，目標とは大きな

乖離がある，と言わざるを得ない。

　IPM　への取り組みが特に熱心なのがカリ

フォルニア州，テキサス州，フロリダ州な

ど，総じて農業の盛んな州であるが，州に

よって取り組みには跛行性が大きい。IPM　

は「定期的モニタリングと経済的な生産デ

ザイン」を行っているベーシックレベルか

らほとんど有機栽培に近いバイオ・インテ

ンシブなレベルまで幅が大きく，どこで線

を引くかによって普及レベルの評価は異

なってくる。最も取り組みが進んでいるカ

リフォルニア州の場合で，ベーシックレベ

ルでは70％，バイオ・インテンシブレベル

では８～10％とみられている
（注20）

。

　また，テキサス州では主要作物である綿

花の68％，マイロの85％，トウモロコシや

ピーナッツのほとんどがベーシックレベル

での　IPM　によって生産が行われている
（注21）

。

　IPM　への取り組みがすすむにしたがっ

て，農薬の使用量は大きく減少しており，

品質の改善や生産コストの低下もみられる
（注22）

。

　また，IPM　普及のカギを握っているのは　

IPM　の実行が現実に生産者に利益をもたら

すかどうかであり，ある程度以上の経済的
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側面での満足が得られることが普及の現実

的条件となっている。

　なお，大豆，トウモロコシ，小麦生産で

の　IPM　への取り組みは少なく，野菜・果

樹・畜産での小規模・家族経営での取り組

みが増加する傾向がある
（注23）

。

　ところで，生産農家には広く知られるよ

うになった　IPM　も，一般国民，消費者への

浸透は不十分であり，これからの大きな課

題となっている
（注24）

。

　

　（ｄ）　IPMをめぐる議論

　IPM　の普及・拡大にともなって様々な角

度，レベルでの議論が展開されており，我

が国での取り組みを検討していくにあたっ

て貴重な示唆を与えている。

　

　ア．IPM　と有機栽培

　第２図でみたように持続性の高い農業，

IPM，有機栽培を関係づけることができる

が，技術的には類似点が多く，むしろ相違

点は少ない。最大の違いは有機栽培では一

切合成農薬・化学肥料は使わないこと，遺

伝子組み換え作物は含まないことにある。

　手段なり技術的な面については当然のこ

とながら認識は統一されているが，IPM　と

有機栽培の相互の関係についての考え方に

ついては学者・研究者等によって見解が分

かれている。すなわち，究極の目標として

有機栽培を位置付け，IPM　をそこにたどり

着くまでの中間的段階として考えるものが

一つである
（注25）

。

　もう一方の見解は，IPM　はあくまで慣行

農業をベースに減農薬・減化学肥料をは

かったものであり，行き着くところが有機

栽培になるわけではない，だからこそ適当

な手段を組み合わせた懸命な方法であり，

より広範に普及する可能性があるとするも

のである
（注26）

。

　この見解の相違は有機栽培についての哲

学の違いから派生したものであるが，後者

の場合は有機栽培はエコロジカルブームを

背景にした消費者需要に対応したもので

あって，価格も高く，あくまでマーケティ

ングを指向したニッチな商品と考えている

ところからの発想と言うこともできる。

　

　イ．IPM　とSARE

　IPM　は，当初は特定の害虫に対するアプ

ローチという色彩の強いものであったが，

現在では輪作，堆肥，水管理にとどまらず

社会的・経済的要素をも包含するように

なってきており，実態的には　SARE（LISA）と

きわめて相似した概念へと発展し，テキサ

ス州のように　IPM　を前面に打ち立てて持続

的農業を推進しているところもみられる。

このためIPMでは害虫（Pest）のイメージが

強く，総合的なものであることをより明確に

するため，例えばIP（Integrated Production）,

ICM（Integrated Crop Management）に呼称を

変更すべきであるとの意見も多い。

　

　ウ．基準・認証制度

　IPM　でも有機食品と同様に安全性をア

ピールするとともに差別化をはかっていこ

うということからその認証制度，表示の創

側面での満足が得られることが普及の現実

的条件となっている。
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。
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　イ．IPM　とSARE
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強く，総合的なものであることをより明確に
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　ウ．基準・認証制度

　IPM　でも有機食品と同様に安全性をア
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うということからその認証制度，表示の創

農林金融1999・9
16　‐　626



      

設を求める声があり，これを巡って様々な

議論が展開されてきた。議論の中心は二つ

に分かれており，一つは認証制度を設ける

にあたっては　IPM　の具体的基準を策定する

必要があるが，IPM　の定義からして当然の

ことながら　IPM　には第３図のように幅があ

り，どのレベルで線を引くかである。地域

によって自然条件はそれぞれ異なってお

り，農薬・化学肥料をはじめとする各手段

の許容量が異ならざるを得ない。したがっ

て，全米統一基準の作成はもとより，州基

準の作成も容易ではなく，多くの議論が積

み重ねられながらも集約の方向は見いださ

れてはいないのが現状である。「有機食品の

基準策定ですら10年近くかかってもまとめ

きれずにいるのに，まして　IPM　の場合には

…」というのが議論に参画している多数の

人たちの実感を代表している。

　今一つの論点が，IPM，有機食品の表示の

ないものは安全ではないとの誤解を招きか

ねないとの懸念である。食品会社が農家を

対象に行った調査では，IPM　の表示をする

ことについて反対の意見が多数を占めてい

る。一方，カリフォルニア州政府の研究所

による一般に販売されている農産物の90％

は　EPA　が定めた基準以下であるとの調査結

果も出されている
（注27）

。

　このほかに仮に認証制度，表示制度を導

入するとして，これにかかる諸費用を誰が

負担するのかという問題も提起されてい

る。

　

　エ．遺伝子組み換え作物

　LISA（SARE）は環境負荷の軽減と経済性の

確保の両立を指向したものであるが，IPM　

普及の最大のカギを握っているのが経済性

の確保であり，コスト低下なり付加価値の

実現である。

　今回ヒアリングを行った農家でも遺伝子

組み換え作物を導入しているものもあった

が，その導入理由は直接的には農薬を減ら

すためではあるが，コスト的にも種子代は

高くなっても，それ以上に農薬代の削減が

可能と見込まれ，トータルでは遺伝子組み

換え作物のほうが有利であるとの判断がこ

れを後押ししている。

　生産者にも遺伝子組み換え作物に対して

不安をもつものも多いが，全般的には「遺

伝子組み換え作物は　IPM　の一部で，手段そ

のものだ。環境負荷の軽減と生産能力の確

保が両立できベストウェイ
（注28）

」との受け止め

方が多数を占めており，こうした状況を決

定づけているのはコストであると言うこと

ができよう。すなわち近代的農業，大規模

農業の典型であるアメリカ農業でも，環境

保全とコスト低下の両立は労働力不足も含

めて困難化しており，これを一挙に“解決”

していくものとして遺伝子組み換え作物が

位置付けられ，急速な普及をみているもの
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確保の両立を指向したものであるが，IPM　

普及の最大のカギを握っているのが経済性

の確保であり，コスト低下なり付加価値の

実現である。

　今回ヒアリングを行った農家でも遺伝子

組み換え作物を導入しているものもあった

が，その導入理由は直接的には農薬を減ら

すためではあるが，コスト的にも種子代は

高くなっても，それ以上に農薬代の削減が

可能と見込まれ，トータルでは遺伝子組み

換え作物のほうが有利であるとの判断がこ

れを後押ししている。
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である。

　すでにアメリカでは遺伝子組み換え作物

がトウモロコシで耕地面積の40％，大豆で

44％，綿花で43％（98年，USDA調べ）にまで

広がっており，完全にアメリカ農業の骨格

を形成するに至っている。その安全性につ

いては激しい議論があるところであるが，

それにしてもあまりにも速く，かつ急速に

広がりすぎたことによって，大きなリスク

を抱え込むことになってしまったというこ

とができよう。

　（注19）　IPMは1967年にFAOが「あらゆる適切な防
除手段を相互に矛盾しないかたちで使用し，経済
的許容水準以下に有害生物個体群を減少させ，か
つその低いレベルを維持するための個体群管理
システム」として提唱されたもので，EU各国，ア
メリカ，アジア等で採用されており，発展途上国
に対して国際機関が支援に力を入れており，特に
インドネシアではIPMを国家政策として取り上
げていることがよく知られている。

　（注20）　カリフォルニア大学Frank G. Zalom教
授からの聴き取り調査による。

　（注21）　テキサスＡ＆Ｍ大学Thomas W. Fuchs
教授からの聴き取り調査による。

　（注22）　カリフォルニア州農務局からの聴き取り
調査による。

　（注23）　NORTH CENTRAL REGION　SARE  
Ken Schneider氏からの聴き取り調査による。

　（注24）　USDAからの聴き取り調査による。
　（注25）　テキサス州農務局からの聴き取り調査に

よる。
　（注26）　（注21）に同じ。
　（注27）　（注22）に同じ。
　（注28）　（注21）に同じ。

　

　（2）　スイス

　スイスでは「国は環境にやさしい農産物

を安く提供するものに対して直接支払いを

する」との方針を打ち出しており，もはや

スイスにとっては環境に負荷をかける慣行

農法による農業は不要であり，慣行農業以

外の　IP，有機栽培を対象に直接支払いを行

うなど，行政のスタンスは明確である。

　また，IP（Integrated Production，「統合的

生産」と訳されることが多く，減農薬・減化学

肥料栽培を指す。）による生産が既に70％を

超えていることから，IP　にかかる認証制度

も確立しており，流通でも新たな動きをみ

ることができる。

　我が国での持続型農業を展開していくに

あたって参考になると思われるものに絞っ

て述べることにする。

　

　ａ．農政の展開

　第２次世界大戦によりスイスでも食糧を

はじめとする物資不足に陥ったが，このた

め1951年農業法により国民に必要な食料を

供給し，食料自給率を向上させるととも

に，農家の所得向上のための施策が講じら

れるようになった。

　その後生産が順調に増加し，80年代半ば

にはミルク等主要食料の100％自給を達成

し，ミルク，穀物についてはむしろ過剰状

態を呈するようになった。あわせて高コス

ト生産，小規模経営が問題とされるように

なった。

　こうした状況に加え，GATT　からの助成金

減少圧力を受けると同時に　EU　統合も手

伝って，農業法改正の気運が盛り上がり，

92年に改正が行われた。そのねらいとする

ところは価格と所得との分離，環境保全目

標達成のための支援措置導入，食品分野で

の競争原理の導入と政府の市場介入の抑止

にあった。そしてこの農業法見直し，農政

である。

　すでにアメリカでは遺伝子組み換え作物
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する」との方針を打ち出しており，もはや

スイスにとっては環境に負荷をかける慣行

農法による農業は不要であり，慣行農業以

外の　IP，有機栽培を対象に直接支払いを行
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生産」と訳されることが多く，減農薬・減化学

肥料栽培を指す。）による生産が既に70％を

超えていることから，IP　にかかる認証制度

も確立しており，流通でも新たな動きをみ

ることができる。

　我が国での持続型農業を展開していくに

あたって参考になると思われるものに絞っ

て述べることにする。

　

　ａ．農政の展開

　第２次世界大戦によりスイスでも食糧を

はじめとする物資不足に陥ったが，このた

め1951年農業法により国民に必要な食料を

供給し，食料自給率を向上させるととも

に，農家の所得向上のための施策が講じら

れるようになった。

　その後生産が順調に増加し，80年代半ば

にはミルク等主要食料の100％自給を達成

し，ミルク，穀物についてはむしろ過剰状

態を呈するようになった。あわせて高コス

ト生産，小規模経営が問題とされるように

なった。

　こうした状況に加え，GATT　からの助成金

減少圧力を受けると同時に　EU　統合も手

伝って，農業法改正の気運が盛り上がり，

92年に改正が行われた。そのねらいとする

ところは価格と所得との分離，環境保全目

標達成のための支援措置導入，食品分野で

の競争原理の導入と政府の市場介入の抑止

にあった。そしてこの農業法見直し，農政
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改革は1992～1997年を第１ステップとし，

1998～2002年を第２ステップとしてエコロ

ジー的要素をより強化しようとするもので

あった。

　この第２ステップは，“農業政策2002

（Agricultural Policy 2002）”と呼ばれ，98年

４月に新農業法として成立し，食品分野で

の競争促進と農業を全面的に持続型農業に

誘導していくことを意図したものであっ

た。

　

　ｂ．直接支払い

　（ａ）　1992年農業法による直接支払い

　そもそもスイスでは1955年の小農民と農

業労働者のための家族手当て開始以来，農

業のための直接支払いが行われてきたが，

92年の農業法改正にともない農業法31ａ条

で補完的な直接支払いについて，第31ｂ条

では特にエコロジー的給付に対する直接支

払いが規定された。すなわち第31ａ条は価

格支持がなくなったことにともなう収入の

減少分を補填するもので，ほとんどの農家

を対象とするものであったが，第31ｂ条は

エコロジカルな条件を満たすものに対する

直接支払いで，任意参加とされており，上・

下水の特に窒素，りん酸による汚染，農薬

使用の抑制，農地での動植物の種の多様性

増進，人道的な畜産システムの導入を意図

したものであった
（注29）

。

　

　（ｂ）　農業政策2002での直接支払い

　92年農業法で第31ｂ条による直接支払い

は任意参加とされてきたが，第２ステップ

の農業政策2002ではこれを直接支払いのた

めの必須条件とした。農業法第31ａ条と第

31ｂ条はなくなり，代わって一般的直接支

払いとエコロジカルな直接支払いとに分け

られ，この二つは重畳的関係に置かれ，一

般的直接支払いを受けるためには次にみる

ようなエコロジカルな直接支払いを受ける

条件をクリアしておくことが必須とされ

た。また，これにともない　IP　という呼び方は

なされなくなり，EP（Ecological Performance）

という呼び方に変わっている。

　①化学肥料のバランスのとれた使用

　②農地面積の７％が給付対象のエコロジ

カルな地域であること

　③定期的な穀物輪作

　④適当な土壌保全，適切な　IPM

　⑤家畜の保護

　なお，⑤の適切な　IPM　については，作物

ごとに農薬使用に関するリストが作成され

ており，栽培期間等も勘案した使用量がわ

かるようにされている。

　これら条件を満たしているかどうかを書

類に記入・作成し，その地域の役場に提出

し，内容的問題がなければ直接支払いを受

けることができることになる
（注30）

。

　

　ｃ．有機農業及び　IP　への取組状況

　スイスではエコロジカルな農業をつうじ

て環境負荷の軽減をはかっていくことを至

上命題としており，IP　なり有機農業が急速

に拡大している。

　97年の農法別の農地面積割合は，IP　が

73％，有機栽培は６％，従来型の慣行農法
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31ｂ条はなくなり，代わって一般的直接支

払いとエコロジカルな直接支払いとに分け

られ，この二つは重畳的関係に置かれ，一

般的直接支払いを受けるためには次にみる

ようなエコロジカルな直接支払いを受ける

条件をクリアしておくことが必須とされ

た。また，これにともない　IP　という呼び方は
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という呼び方に変わっている。

　①化学肥料のバランスのとれた使用

　②農地面積の７％が給付対象のエコロジ

カルな地域であること

　③定期的な穀物輪作

　④適当な土壌保全，適切な　IPM

　⑤家畜の保護

　なお，⑤の適切な　IPM　については，作物

ごとに農薬使用に関するリストが作成され

ており，栽培期間等も勘案した使用量がわ

かるようにされている。
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。

　

　ｃ．有機農業及び　IP　への取組状況

　スイスではエコロジカルな農業をつうじ
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上命題としており，IP　なり有機農業が急速
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は21％にすぎず，数年内には慣行農法はほ

とんどなくなり，15～20％の有機の栽培と

80～85％の　IP　生産によって占められるも

のとみられる。

　

　ｄ．IP　認証・基準

　スイスにおいては　IP　農産物・食品の認

証が行われている。検査・認証を行ってい

るのが　AB　グループで，これと一体となって

IP　スイスが認証マーク（第４図）の表示管理

業務等を行っている。

　IP　スイスのスタッフは４人。これに加盟

している農家は約３万人で，実際に“IP　ス

イス”の表示をしている農家は１万～１万

２千人である。

　IP　は有機栽培と異なり最低限の農薬・

化学肥料の使用が認められているが，慣行

栽培も含めての相互の関係は第５図のとお

りである。

　IP　スイスの話では，「IP　の認証を受けた

農産物は品質もよく，安全，かつ経済性に

もすぐれていることから，消費者にとって

も　IP　マークのついたものを購入すること

がベストである」としている。

　IP　スイスの認証レベルは政府の直接支

払いのレベルよりは高いが，有機栽培との

間のどの線にするかについては大いに議論

の対象となるところであるが，品質，安全

性，経済性の三つが最もよくバランスがと

れたレベルが消費者が最も望んでいるレベ

ルであって，あくまでこれが　IP　スイスの認

証レベルについての考え方であるとしてい

る。

　認証を受けて　IP　スイスの会員になれ

ば，IP　スイスの基準に沿った生産を証明

するための記帳等を要求されるとともに，

年１回の検査が行われる。また，IP　スイス

のマークを添付して農産物等を販売し，付

加価値を実現することも可能となる。

　なお，IP　スイスの収支構造をみておく

と，AB　グループが行った検査・認証料を　IP

スイスが支払っているが，その財源は農家

会員と製造業者から徴収している。農家会

は21％にすぎず，数年内には慣行農法はほ

とんどなくなり，15～20％の有機の栽培と
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農産物は品質もよく，安全，かつ経済性に

もすぐれていることから，消費者にとって

も　IP　マークのついたものを購入すること

がベストである」としている。

　IP　スイスの認証レベルは政府の直接支

払いのレベルよりは高いが，有機栽培との

間のどの線にするかについては大いに議論

の対象となるところであるが，品質，安全

性，経済性の三つが最もよくバランスがと

れたレベルが消費者が最も望んでいるレベ

ルであって，あくまでこれが　IP　スイスの認

証レベルについての考え方であるとしてい

る。

　認証を受けて　IP　スイスの会員になれ

ば，IP　スイスの基準に沿った生産を証明

するための記帳等を要求されるとともに，

年１回の検査が行われる。また，IP　スイス

のマークを添付して農産物等を販売し，付

加価値を実現することも可能となる。

　なお，IP　スイスの収支構造をみておく

と，AB　グループが行った検査・認証料を　IP

スイスが支払っているが，その財源は農家

会員と製造業者から徴収している。農家会
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員は直接支払いの受取額と　IP　生産によっ

て付加価値増加額に応じて計算された金額

を負担することになる。

　

　ｅ．IP　農産物の流通

　スイスの農産物および食品流通の最大の

特徴は生協のシェアがきわめて高いこと

で，最大手のミグロ，これに続くコープス

イスの二つで流通の６～７割を占めると言

われている。そして，両生協とも食品の安全

性，環境問題にはきわめて力を入れており,

有機農産物の取扱いはもちろんのこと，IP

　農産物の取扱いにもなみなみならぬ力を

注いでいる。すなわちミグロはＭ－SANO，

コープスイスは　Naturaplan　という独自の

ブランドをつくり，それぞれのブランドご

とに独自の生産基準が設けられている（た

だし，認証はしていない）。

　こうした流通実態から　IP　農産物・食品

の流通は４種類にわかれており，①　IP　の表

示が一切ないもの，②Ｍ－SANOもしくはNat‐

uraplanの表示があり，IP　スイスの表示は

ないもの，③Ｍ－SANO　もしくは　Naturaplan

の表示があり，IP　スイスの表示もあるも

の，④　IP　スイスの表示だけがあるもの，と

なる。

　統計数値はないが，①が過半を占めてお

り，IP　農産物・食品でもハイレベルにある

ものが②～④のラベル表示をして付加価値

を実現しているものと考えられる。IP・有

機生産が直接支払いの必須条件とされたこ

とから，ここ数年のうちには15～20％の有

機栽培以外はほとんどが　IP　生産となるこ

とは確実で，同じ　IP　農産物での差別化競争

がスイスでは既に開始されているとみるこ

とができる。なお，有機商品についても国

産もの，輸入もの，転換期間中のものと三

つに分類されており，全般に表示の多様化

が著しい。

　（注29）　拙稿「オーストリア，スイスの有機農業の
動向と農業政策」本誌1998年10月号

　（注30）　詳しくは，拙稿「スイスにおけるIPをめぐ
る農政動向と取組実態――環境保全型農業の先
頭を行くスイスIPにかかる直接支払いと認証制
度等――」（『総研レポート』1999年９月発行予
定）を参照のこと。

　

　

　

　

　以上民間主導型で取り組んでいるアメリ

カと政府主導型で取り組んでいるスイスと

いう対照的な先進国の事例をみてきたが，

それでは海外事例が示唆するところとこれ

までの経過・現状等を踏まえて，肝心の我

が国の持続型農業をいかにして形成・確立

していくのか，本題である我が国が持続型

農業に今後本腰を入れていくための課題に

ついて整理することとする。

　ここであらかじめ前提として次のことに

留意しておく必要があると考える。すなわ

ち日本農業の小規模・零細性，家族経営中

心，地域との一体性を強く求められる等の

我が国農業の特殊性を十分意識したうえで

方向性なり課題を設定すべきであって，経

済的・環境的・社会的三つの要因を網羅

し，かつバランスをとっていくことが重要

である。
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とから，ここ数年のうちには15～20％の有

機栽培以外はほとんどが　IP　生産となるこ

とは確実で，同じ　IP　農産物での差別化競争

がスイスでは既に開始されているとみるこ

とができる。なお，有機商品についても国

産もの，輸入もの，転換期間中のものと三

つに分類されており，全般に表示の多様化

が著しい。
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カと政府主導型で取り組んでいるスイスと

いう対照的な先進国の事例をみてきたが，

それでは海外事例が示唆するところとこれ

までの経過・現状等を踏まえて，肝心の我

が国の持続型農業をいかにして形成・確立

していくのか，本題である我が国が持続型

農業に今後本腰を入れていくための課題に

ついて整理することとする。

　ここであらかじめ前提として次のことに

留意しておく必要があると考える。すなわ

ち日本農業の小規模・零細性，家族経営中

心，地域との一体性を強く求められる等の

我が国農業の特殊性を十分意識したうえで

方向性なり課題を設定すべきであって，経

済的・環境的・社会的三つの要因を網羅

し，かつバランスをとっていくことが重要

である。
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　（1）　持続型農業の軸はIPM

　今後の持続型農業への取り組みにおいて

技術面での中心になるのは　IPM　である。

　認証対象の有機農産物を敢えて棚上げ

し，持続型農業の枠組みを別途設けたとい

うことは，我が国の気候風土，自然条件等

に適合した農法なり，基準を設けていく自

由裁量の場を確保したということでもあ

る。国内外を問わずそれぞれの地域の実態

にあった対応なしには実質的な持続型農業

の形成は困難である。

　IPM　の定義には三つの重要な概念，すな

わち，①複数の防除法の合理的統合，②経

済的被害許容水準，③害虫個体群管理シス

テム，が含まれており，「従来の「農薬主

義」や「天敵主義」などの単一防除手段至

上主義をとらない立場を明確にしたもの」
（注31）

であるとされているように，内容的にはき

わめてフレックスかつ総合的であり，すぐ

れて地域性を有するとともに，天候等自然

条件により弾力的に対応していこうとする

ものである。この面ではグローバル・スタ

ンダードで整理されてしまった有機農業に

かかる基準とは根本的に異なるものであ

る。しかしながら有機農業の本質である環

境に優しく，生態系循環・地域循環をベー

スとし，適地適作・適期適作と同時に，流

通も地域自給を基本とすることについては

　IPM　も共通であり，むしろ農業そのものの

本質を最もよくあらわしているものが有機

農業であるといえる。こうした自然の理を

哲学とし，技法的には先の三つの概念，こ

れらが持続型農業，IPMを進めて行く際のプ

リンシプルであると考える（第６図）。

　なお，技術的にはまさに日進月歩の世界

であるが（第６表），アメリカでの遺伝子組

み換え作物に見られるような“拙速”での

導入は厳しく規制し，十分な時間をかけ，

安全性等を見極めてから導入を認可すべき

である。

　（注31）　中筋房夫著『総合的害虫管理学』48頁

　

　（2）　直接所得補償とのリンク

　アメリカもスイスも基本的には市場原理

の徹底と環境保全との両立をめざしてはい

るが，土壌の流亡や環境汚染等がかなりす

すんでこれへの早急な対応を求められてい

るアメリカと，環境汚染もさることながら

条件不利地域が大宗を占める中で農業を維

持させていくためにエコロジカルな農業で

　（1）　持続型農業の軸はIPM

　今後の持続型農業への取り組みにおいて

技術面での中心になるのは　IPM　である。

　認証対象の有機農産物を敢えて棚上げ

し，持続型農業の枠組みを別途設けたとい

うことは，我が国の気候風土，自然条件等

に適合した農法なり，基準を設けていく自

由裁量の場を確保したということでもあ

る。国内外を問わずそれぞれの地域の実態

にあった対応なしには実質的な持続型農業

の形成は困難である。

　IPM　の定義には三つの重要な概念，すな

わち，①複数の防除法の合理的統合，②経

済的被害許容水準，③害虫個体群管理シス

テム，が含まれており，「従来の「農薬主

義」や「天敵主義」などの単一防除手段至

上主義をとらない立場を明確にしたもの」
（注31）

であるとされているように，内容的にはき

わめてフレックスかつ総合的であり，すぐ

れて地域性を有するとともに，天候等自然

条件により弾力的に対応していこうとする

ものである。この面ではグローバル・スタ

ンダードで整理されてしまった有機農業に

かかる基準とは根本的に異なるものであ

る。しかしながら有機農業の本質である環

境に優しく，生態系循環・地域循環をベー

スとし，適地適作・適期適作と同時に，流

通も地域自給を基本とすることについては

　IPM　も共通であり，むしろ農業そのものの

本質を最もよくあらわしているものが有機

農業であるといえる。こうした自然の理を

哲学とし，技法的には先の三つの概念，こ

れらが持続型農業，IPMを進めて行く際のプ

リンシプルであると考える（第６図）。

　なお，技術的にはまさに日進月歩の世界

であるが（第６表），アメリカでの遺伝子組

み換え作物に見られるような“拙速”での

導入は厳しく規制し，十分な時間をかけ，

安全性等を見極めてから導入を認可すべき

である。

　（注31）　中筋房夫著『総合的害虫管理学』48頁

　

　（2）　直接所得補償とのリンク

　アメリカもスイスも基本的には市場原理

の徹底と環境保全との両立をめざしてはい

るが，土壌の流亡や環境汚染等がかなりす

すんでこれへの早急な対応を求められてい

るアメリカと，環境汚染もさることながら

条件不利地域が大宗を占める中で農業を維

持させていくためにエコロジカルな農業で
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あることを必須とするスイスとではそのス

タンスにきわめて大きな開きがある。

　我が国はスイスに近い農業事情，構造に

あるが，スイスの場合にはエコロジカルな

農業を推進していく最大のモティベーショ

ンとして直接支払いを置いている。慣行栽

培から　IP　なり有機栽培に転換した場合の

減収分が補填されるわけで，その効果はき

わめて顕著であった。

　一方，民間主導型のアメリカでは，国際

化・自由化が進行する中で環境保全とコス

ト低下の両立は次第に困難と化してきてお

り，その結果として遺伝子組み換え作物に

依存せざるを得ない構造ができあがりつつ

ある。

　我が国では遅ればせながら新農業基本

法，持続型農業促進法が成立したものの，

直接所得補償は中山間地域等に限定され，

傾斜度に応じての支払いが検討されてお

り，新たな取り組みとしての持続型農業と

のリンクはない。また，持続型農業促進法

で明記されている助成措置は，①農業改良

資金の償還期限の延長，②認定農業者が取

得・製作した機械・装置に対する課税の特

例措置，の二つにすぎず，生産者にとって

のインパクトは希薄である。先にも述べた

とおり，結果的には有機認証基準と持続型

農業との一定の整理はできたものと考えら

れ，これをテコに持続型農業を我が国農業

の基本とすべく相応の取り組みが不可欠な

のであって，助成措置の強化，特に直接所

得補償支払いの条件とするなど，強力なイ

ンセンティブを追加していくことが絶対に

必要であると考える。

あることを必須とするスイスとではそのス

タンスにきわめて大きな開きがある。

　我が国はスイスに近い農業事情，構造に

あるが，スイスの場合にはエコロジカルな

農業を推進していく最大のモティベーショ

ンとして直接支払いを置いている。慣行栽

培から　IP　なり有機栽培に転換した場合の

減収分が補填されるわけで，その効果はき

わめて顕著であった。

　一方，民間主導型のアメリカでは，国際

化・自由化が進行する中で環境保全とコス

ト低下の両立は次第に困難と化してきてお

り，その結果として遺伝子組み換え作物に

依存せざるを得ない構造ができあがりつつ

ある。

　我が国では遅ればせながら新農業基本

法，持続型農業促進法が成立したものの，

直接所得補償は中山間地域等に限定され，

傾斜度に応じての支払いが検討されてお

り，新たな取り組みとしての持続型農業と

のリンクはない。また，持続型農業促進法

で明記されている助成措置は，①農業改良

資金の償還期限の延長，②認定農業者が取

得・製作した機械・装置に対する課税の特

例措置，の二つにすぎず，生産者にとって

のインパクトは希薄である。先にも述べた

とおり，結果的には有機認証基準と持続型

農業との一定の整理はできたものと考えら

れ，これをテコに持続型農業を我が国農業

の基本とすべく相応の取り組みが不可欠な

のであって，助成措置の強化，特に直接所

得補償支払いの条件とするなど，強力なイ

ンセンティブを追加していくことが絶対に

必要であると考える。
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作　　物 病 害 虫 Ｉ Ｐ Ｍ 技 術

水 稲

キ ャ ベ ツ

ナ ス

トウモロコシ

施 設 野 菜

果
樹

茶

熱 帯 野 菜

芝 生

花

縞葉枯病，ヒメトビウンカ，
ウンカ，ヨコバイ，ツトムシ，
カメムシ

二化メイガ

コナガ，モンシロチョウ

アザミウマ

アワノメイガ

ハダニ，コナジラミ

ハマキ類

ハマキ類，カメムシ，吸ガ類

カミキリムシ

ハマキ類，ハダニ

ミバエ類

ヨトウ類

オオタバコガなど

耐病虫性品種の導入，発生予察，薬液少量散布法の採用，
天敵保全，低毒性選択性農業（IGR）の導入，発生予察法の
効率化，卵寄生蜂，作期変更による被害回避

細稈（かん）品種の導入で生息密度低減，性フェロモンに
よる交信かく乱，天敵利用

薬剤防除，性フェロモンによる交信かく乱

生物農薬，薬剤防除

生物農薬，薬剤防除

天敵農薬

性フェロモンによる交信かく乱，天敵保全，網掛け，黄色
蛍光灯の点灯，天敵採用（糸状菌）

昆虫病原ウイルスの利用，天敵保全

不妊雄放虫

昆虫寄生性線虫の利用

蛍光灯点灯による物理的防除法，生物農薬

リ ン ゴ

梨

かんきつ
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　（3）　地域一体となった普及・推進

　アメリカでは州立大学が，スイスでは研

究機関である　Fible　がその普及・推進に大

きな役割を果たしている。

　我が国大学はアメリカの州立大学とその

生い立ちも違い，現時点で大学に大きな役

割を期待することはできない。

　行政サイドの農業改良普及員と民間であ

る農協の営農指導員，そして高いレベルを

持つ篤農家が一体となって取り組んでいか

ざるを得ないものと考える。

　そして普及・推進にあたって大事なこと

は地域全体による取り組みを推進していく

ことである。近隣の田畑は水・風によりつ

ながり，一体的な生態系を構成しており，

単独での取り組みは農薬等の拡散によっ

て，効果が大きく減退しかねない。認証・

検査等が導入されるようになればなおさら

のこと地域ぐるみでの取り組みが必要であ

り，ブランド化しての有利販売も難しくな

る。

　

　（4）　差別化・付加価値実現の仕組みづ

　　　　くり

　持続型農業が成立するためには，アメリ

カの例をみるまでもなく採算がとれること

が前提となる。持続型農業への転換により

農薬代の圧縮は可能となるが，一方で手間

が余分に必要となり，自家労働力で賄える

間はいいとして，ある程度以上の経営規模

になれば外部の労働力に依存せざるを得な

くなり，コストアップ要因となる。  そこで

直接支払いによる補填が当面望めない現状

では，販売をつうじての差別化・付加価値

実現のための仕組みづくりが大きな課題と

なる。

　すでに産直の歴史からもうかがわれるよ

うに有機農産物だけでなく，減農薬・減化

学肥料栽培農産物もブランド化して販売さ

れるものが増加している。こうした動きを

さらに促進させていくためには虚偽のない

適正な表示であることが肝心で，表示の信

頼性を高めていくためには減農薬・減化学

肥料栽培の認証も必要であろう。この場

合，その認証するにあったての　IPM　のレベ

ルが問題となり，広域を対象にしてのレベ

ル（基準）設定は　IPM　の本来の主旨にはそぐ

わない。その意味では自然条件・営農事情

等が共通した地域それぞれが，それぞれの

基準を設定していく，いわゆる地域認証シ

ステムが最も妥当であると考えられる。

　こうした取り組みと併行して，見映え重

視の我が国消費者の認識を改めていくこと

が必要であり，生産者と消費者との交流を

も含めた教育の強化が不可欠である。

　

　（5）　社会的広がりと「エコ農産物」

　　　「エコ農法」

　LISA（SARE），IPM　が単なる技術的概念か

ら，次第に社会的な概念をも包摂するもの

に変化してきているが，持続型農業，「エコ

農業」への取り組みが，技術的，経済的な

ものにとどまらず，“世直し”の具体的な取

り組みの一つとして位置付けられるような

広がりを持たせることが必要である。その

ためにも消費者，一般市民への理解獲得

　（3）　地域一体となった普及・推進

　アメリカでは州立大学が，スイスでは研

究機関である　Fible　がその普及・推進に大

きな役割を果たしている。

　我が国大学はアメリカの州立大学とその

生い立ちも違い，現時点で大学に大きな役

割を期待することはできない。

　行政サイドの農業改良普及員と民間であ

る農協の営農指導員，そして高いレベルを

持つ篤農家が一体となって取り組んでいか

ざるを得ないものと考える。

　そして普及・推進にあたって大事なこと

は地域全体による取り組みを推進していく

ことである。近隣の田畑は水・風によりつ

ながり，一体的な生態系を構成しており，

単独での取り組みは農薬等の拡散によっ

て，効果が大きく減退しかねない。認証・

検査等が導入されるようになればなおさら

のこと地域ぐるみでの取り組みが必要であ

り，ブランド化しての有利販売も難しくな

る。

　

　（4）　差別化・付加価値実現の仕組みづ

　　　　くり

　持続型農業が成立するためには，アメリ

カの例をみるまでもなく採算がとれること

が前提となる。持続型農業への転換により

農薬代の圧縮は可能となるが，一方で手間

が余分に必要となり，自家労働力で賄える

間はいいとして，ある程度以上の経営規模

になれば外部の労働力に依存せざるを得な

くなり，コストアップ要因となる。  そこで

直接支払いによる補填が当面望めない現状

では，販売をつうじての差別化・付加価値

実現のための仕組みづくりが大きな課題と

なる。

　すでに産直の歴史からもうかがわれるよ

うに有機農産物だけでなく，減農薬・減化

学肥料栽培農産物もブランド化して販売さ

れるものが増加している。こうした動きを

さらに促進させていくためには虚偽のない

適正な表示であることが肝心で，表示の信

頼性を高めていくためには減農薬・減化学

肥料栽培の認証も必要であろう。この場

合，その認証するにあったての　IPM　のレベ

ルが問題となり，広域を対象にしてのレベ

ル（基準）設定は　IPM　の本来の主旨にはそぐ

わない。その意味では自然条件・営農事情

等が共通した地域それぞれが，それぞれの

基準を設定していく，いわゆる地域認証シ

ステムが最も妥当であると考えられる。

　こうした取り組みと併行して，見映え重

視の我が国消費者の認識を改めていくこと

が必要であり，生産者と消費者との交流を

も含めた教育の強化が不可欠である。

　

　（5）　社会的広がりと「エコ農産物」

　　　「エコ農法」

　LISA（SARE），IPM　が単なる技術的概念か

ら，次第に社会的な概念をも包摂するもの

に変化してきているが，持続型農業，「エコ

農業」への取り組みが，技術的，経済的な

ものにとどまらず，“世直し”の具体的な取

り組みの一つとして位置付けられるような

広がりを持たせることが必要である。その

ためにも消費者，一般市民への理解獲得
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と，そのための相互交流がきわめて重要で

ある。

　ところで持続型農業を拡大していくため

には，その内容について生産者の理解を得

ていくことはもちろん，消費者の十分な理

解をも得ておくことが重要であるが，持続

型農業，総合防除，IPM　等多くの概念，用語

が入り乱れているのが実態である。主旨が

明確であってイメージが浮かびやすく，親

しみやすく，呼びやすい用語に統一してお

くことが必要である。

　基準を明確にしたうえで，減農薬・減化

学肥料による農業，農産物等を「エコ農業」

「エコ農産物」等とすることが必要であるこ

とは，従来より提唱してきたところであ

る。

　

　（6）　求められる農協の大いなる

　　　　役割発揮

　我が国農業・農政の特殊性からして，以

上述べてきたことを具体化していくにあ

たってきわめて重要な位置に存在している

のが農協系統であると言える。

　すなわち地域営農を指導・推進するとと

もに，共販制度をつうじてその農産物の有

利販売をシステム化し，社会的にも大きな

影響力を有しているのが農協系統である。

農協経営収支は金融の自由化等にともなっ

て厳しさを増し加える等課題は多いが，問

題の根本にあるのが営農基盤の脆弱化であ

り，組合員の農協離れである。こうした動

きの背景の一つにあるが有機農産物の取扱

いであるといえる。今般の持続型農業への

取り組みの面的広がりは有機農業の比では

なく，市場流通をも含めた相当な広がりが

想定されるものである。持続型農業への取

組強化は農協と組合員との営農関係再建の

ポイントとなり得るものである。そしてな

によりも農協系統が持続型農業に本腰を入

れることが，我が国全体の持続型農業発展

の帰趨に決定的な影響をおよぼすことにも

なるのであって，系統あげての積極的な取

組展開を期待したい。

　

　

　

　持続型農業展開のための課題を種々取り

上げてきたが，農法的にその軸になるのが

IPM　であり，その他様々な方策を講じたと

してもいずれも決定的なインパクトには乏

しく，やはりポイントになるのは国の支援

である。

　今般成立した新農業基本法はアメリカに

おける1985年農業法のレベルにやっとたど

り着いたというというところで，先にみた

アメリカ，スイスに比べれば15年近くも遅

れているといわざるを得ない。市場原理を

導入しつつも直接支払いにより持続型農業

を確立したスイスの一方で，あのアメリカ

ですらコスト低下と環境保全の両立は難し

く遺伝子組み換え作物に依存せざるを得な

い状況に追い込まれているのをみれば，我

が国で持続型農業を確立していくためには

国の強力な支援が必要であることは火を見

るよりも明らかなことであろう。

　新農業基本法を「絵に描いた餅」としな

と，そのための相互交流がきわめて重要で

ある。

　ところで持続型農業を拡大していくため

には，その内容について生産者の理解を得

ていくことはもちろん，消費者の十分な理

解をも得ておくことが重要であるが，持続

型農業，総合防除，IPM　等多くの概念，用語

が入り乱れているのが実態である。主旨が

明確であってイメージが浮かびやすく，親

しみやすく，呼びやすい用語に統一してお

くことが必要である。

　基準を明確にしたうえで，減農薬・減化

学肥料による農業，農産物等を「エコ農業」

「エコ農産物」等とすることが必要であるこ

とは，従来より提唱してきたところであ

る。

　

　（6）　求められる農協の大いなる

　　　　役割発揮

　我が国農業・農政の特殊性からして，以

上述べてきたことを具体化していくにあ

たってきわめて重要な位置に存在している

のが農協系統であると言える。

　すなわち地域営農を指導・推進するとと

もに，共販制度をつうじてその農産物の有

利販売をシステム化し，社会的にも大きな

影響力を有しているのが農協系統である。

農協経営収支は金融の自由化等にともなっ

て厳しさを増し加える等課題は多いが，問

題の根本にあるのが営農基盤の脆弱化であ

り，組合員の農協離れである。こうした動

きの背景の一つにあるが有機農産物の取扱

いであるといえる。今般の持続型農業への

取り組みの面的広がりは有機農業の比では

なく，市場流通をも含めた相当な広がりが

想定されるものである。持続型農業への取

組強化は農協と組合員との営農関係再建の

ポイントとなり得るものである。そしてな

によりも農協系統が持続型農業に本腰を入

れることが，我が国全体の持続型農業発展

の帰趨に決定的な影響をおよぼすことにも

なるのであって，系統あげての積極的な取

組展開を期待したい。

　

　

　

　持続型農業展開のための課題を種々取り

上げてきたが，農法的にその軸になるのが

IPM　であり，その他様々な方策を講じたと

してもいずれも決定的なインパクトには乏

しく，やはりポイントになるのは国の支援

である。

　今般成立した新農業基本法はアメリカに

おける1985年農業法のレベルにやっとたど

り着いたというというところで，先にみた

アメリカ，スイスに比べれば15年近くも遅

れているといわざるを得ない。市場原理を

導入しつつも直接支払いにより持続型農業

を確立したスイスの一方で，あのアメリカ

ですらコスト低下と環境保全の両立は難し

く遺伝子組み換え作物に依存せざるを得な

い状況に追い込まれているのをみれば，我

が国で持続型農業を確立していくためには

国の強力な支援が必要であることは火を見

るよりも明らかなことであろう。

　新農業基本法を「絵に描いた餅」としな
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いためにも，予算の組み替えも含めた必要

十分な予算の確保と21世紀の食料・農業・

農村政策を推進していく哲学と覚悟とがあ

らためて問われよう。

　最後にこれまで三次にわたって展開され

てきた有機ブームを持続型農業発展の第一

段階，萌芽期とすれば，21世紀を目前にし

て有機農業というニッチのレベルから飛躍

して，持続型農業や「エコ農業」という日

本農業全体を環境保全型に変えていくべき

第二段階，成長期に入ったとみるべきであ

るし，まさに現在に生きている我々は第二

段階を何としても形成・達成していく使命

を負わされていることをよくよく心してお

くことが必要であると考えるものである。

　〈参考文献〉　
・拙稿「日本農業再編からみた有機農産物認証問題」
本誌1998年10月号

・拙稿「オーストリア，スイスの有機農業の動向と農
業政策」本誌1998年10月号

・拙稿「我が国における環境保全型農業の現状と課
題」本誌1998年２月号

・拙稿「アメリカにおけるオーガニック生産取り組み
の実態」本誌1998年２月号

・嘉田良平『世界各国の環境保全型農業』農山漁村文
化協会1998年

・深谷昌次・桐谷圭治編『総合防除』講談社1973年

（蔦谷栄一・つたやえいいち）
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るし，まさに現在に生きている我々は第二

段階を何としても形成・達成していく使命

を負わされていることをよくよく心してお

くことが必要であると考えるものである。

　〈参考文献〉　
・拙稿「日本農業再編からみた有機農産物認証問題」
本誌1998年10月号
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１ 韓国では持続型農業を環境農業と称している。環境農業への本格的取り組みは開始した
ばかりであり，実態的にも我が国の取り組みよりも遅れてはいるが，次のとおり日本とは
好対照の動きを示している。

２．既に環境農業育成法を成立・施行させ，法的な手当ては完了している。韓国の基準を策
定することが先決であり，国際基準が決定すればその時点で調整をはかればいいとの認識
にたって法的手当てが行われたものである。

３．環境農業育成法の中で，環境農産物を一般環境農産物，有機農産物，転換期間中有機農
産物，無農薬農産物，低農薬農産物の五つに分類しており，我が国のように有機農産物だ
けを切り離して位置づけるのではなく，あくまで環境への負荷軽減に重きを置いて，農薬
の使用程度によってレベル分けしながらも一体的にこれらを扱い，生産振興しようとして
いる。

４．環境負荷の軽減を現実的，段階的にすすめようとしており，そこでは冷涼乾燥した気候
風土で病害虫が発生しにくい欧米と同様の基準での農産物生産はそもそも困難であって，
あくまでアジア型，韓国型の基準があってしかるべきとの認識が根底にある。

５．行政と農協系統，農業団体が三位一体的な取り組みを行っており，三者がそれぞれ機能・
役割を分担しながら環境農業の拡大という一つの目標に向かって連携プレーを展開してい
る。

６．環境農業を推進していくために様々な施策が講じられているが，その柱として環境農業
への移行にともなう所得減少に対して所得補填のための直接支払いが1999年度から実施さ
れる。

７．中国では有機食品等についての直接管理・指導等にあたっている機関は二つあるが，大
きな影響力を与えているのが緑色食品である。

８．緑色食品は減農薬・減化学肥料栽培によるＡ級と有機栽培によるAA級とに分かれるが,
そもそもＡ級のみでスタートした経緯があり，持続型農業の中心は減農薬・減化学肥料栽
培にある。

９．我が国も持続型農業促進法等により具体的な取り組みをはかっていくにあたっては，地
域重視，国内生産事情優先の基本姿勢が求められると同時に，日中韓台が連携しての東ア
ジア型農業育成という視点からの取り組みも必要である。

．

韓国・中国の持続型農業政策の現状
――　東アジア型持続型農業確立への挑戦　――

〔要　　　旨〕
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　本稿は本誌今月号別稿「我が国における

持続型農業展開の課題」の第２部にあたる

ものである。

　次期ラウンド交渉では一段と関税率引き

下げ圧力が強まり，これまで以上に安い農

産物の輸入が増大して食料自給率がさらに

低下することが懸念されるが，こうした中

での我が国農業の存在意義は多面的機能・

公益的機能の発揮，環境にやさしく安全で

安心できる農産物を安定的に供給していく

ところに求められ，持続型農業の確立が我

が国農業生き残りのための必要条件である

と考える。今般の新農業基本法，改正　JAS　

法，持続型農業促進法の成立により，これ

を推進していくための枠組みが不十分なが

らも整ったと評価することはできる。しか

しながら持続型農業への取組強化は待った

無しの状態にあり，これを具体的に実践し

ていくにあたっての課題を上記論文で整理

したものである。

　上記論文では持続型農業先進国であるア

メリカ，スイスを事例として取り上げた

が，持続型農業はすぐれて地域性を有する

ものであって，単純に欧米のやり方を導入

することには問題が多く，これと気候風土

等自然条件をほぼ共通にする韓国等近隣諸

国，さらには我が国農業構造の特殊性をも

重ね合わせながら課題を整理した。そこで

上記論文ではスペースの関係もあって触れ

ることのできなかった韓国，中国について

別建てにしたものが本稿である。

　韓国，中国での調査で特に強く感じたいく

つかの点についてあらかじめあげておくと,

　①韓国，中国の持続型農業への取組実態

は我が国に比べて遅れており，緒についた

ばかりであるが，法制度等はすでに整備さ

れ，韓国では直接支払いも導入されるなど

持続型農業推進のための強力な政策が展開

されている。すなわち政策は明快であり，こ

れが予算でしっかりと裏打ちされている。

　②そして持続型農業の中には有機農産物
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と，減農薬・減化学肥料農産物等が同じ体

系の中に明確に位置付けられ，有機農産物

とその他が連続性をもってとらえられてい

る。しかも現実的に環境負荷を軽減してい

くために減農薬・減化学肥料栽培に力を注

いでいる。

　③韓国では地域性を重視する中で韓国の

風土，自然条件に合った農法として自然農

法等も含めた推進が行われている。

　④②，③から同じ温帯モンスーン地帯に

ある日本，韓国，中国では，当然のことな

がら持続型農業の考え方・農法等について

共通する部分も多く，コーデックスの国際

基準とは別途に東アジア型の基準を作成す

るほうが自然の理にかなっており，実態的

にもなじむものと考えられる。

　以下，韓国に重点を置き，中国について

は別途論文
（注1）
が出されていることから本稿で

は必要部分に絞って述べることとする。

　（注1）　章政「中国における有機農産物生産の制度
と動向――「緑色食品」の生産実態と輸出余力―
―」本誌1998年２月号

　

　

　

　

　まず韓国における環境農業への取り組み

の現状からみていく。

　

　（1）　環境農業への取り組みの現状と

　　　　経過

　ａ．取り組みの現状

　韓国では我が国でいうところの有機農業

を含む環境保全型農業，持続型農業を「環

境農業」，これによる農産物を「環境農産

物」と呼んでいる。

　1997年７月現在の調査
（注2）
によれば環境農業

への取組農家は6,720戸で，全農家148万戸

（96年）の0.45％にすぎない。これは低位に

ある我が国の環境保全型農業への農家の取

組比率，水稲，果樹で５％，野菜１％に比

べても，さらに低い状況にあり，取り組み

は緒についたばかりであると言える。

　しかしながら，環境農業への姿勢，考え

方，法的手当て等，韓国農業の将来展望を

確保していくために熱の入った，質の高い

取り組みを開始していると言うことができ

る。

　（注2）　増井和夫「地域資源に活路を求める韓国農
業」農業情報研究所『農業情報』No.446

　

　ｂ．取組経過

　韓国の環境農業への取り組みの特徴の一

つとしてあげられるのが，日本での取り組

みが消費者主導で展開されてきたのに対

し，韓国ではキリスト教会が大きな影響を

及ぼしてきており，昨今では生産者サイド

がリードするかたちですすめられている。

　（2）でみるような農業環境・農政動向に

ともなって，まず94年12月に農林部（日本の

農林水産省）内に環境農業課を設置し，行政

側の体制整備がはかられた。96年７月には

「21世紀に向けての環境農業政策」なる中長

期計画を打ち出し，2000年までを環境農業

の基礎形成期間，その後2005年までを環境

農業普及期間，さらにその後2010年までを

と，減農薬・減化学肥料農産物等が同じ体

系の中に明確に位置付けられ，有機農産物

とその他が連続性をもってとらえられてい

る。しかも現実的に環境負荷を軽減してい

くために減農薬・減化学肥料栽培に力を注

いでいる。

　③韓国では地域性を重視する中で韓国の

風土，自然条件に合った農法として自然農

法等も含めた推進が行われている。

　④②，③から同じ温帯モンスーン地帯に

ある日本，韓国，中国では，当然のことな

がら持続型農業の考え方・農法等について

共通する部分も多く，コーデックスの国際

基準とは別途に東アジア型の基準を作成す

るほうが自然の理にかなっており，実態的

にもなじむものと考えられる。

　以下，韓国に重点を置き，中国について

は別途論文
（注1）
が出されていることから本稿で

は必要部分に絞って述べることとする。

　（注1）　章政「中国における有機農産物生産の制度
と動向――「緑色食品」の生産実態と輸出余力―
―」本誌1998年２月号

　

　

　

　

　まず韓国における環境農業への取り組み

の現状からみていく。

　

　（1）　環境農業への取り組みの現状と

　　　　経過

　ａ．取り組みの現状

　韓国では我が国でいうところの有機農業

を含む環境保全型農業，持続型農業を「環

境農業」，これによる農産物を「環境農産

物」と呼んでいる。

　1997年７月現在の調査
（注2）
によれば環境農業

への取組農家は6,720戸で，全農家148万戸

（96年）の0.45％にすぎない。これは低位に

ある我が国の環境保全型農業への農家の取

組比率，水稲，果樹で５％，野菜１％に比

べても，さらに低い状況にあり，取り組み

は緒についたばかりであると言える。

　しかしながら，環境農業への姿勢，考え

方，法的手当て等，韓国農業の将来展望を

確保していくために熱の入った，質の高い

取り組みを開始していると言うことができ

る。

　（注2）　増井和夫「地域資源に活路を求める韓国農
業」農業情報研究所『農業情報』No.446

　

　ｂ．取組経過

　韓国の環境農業への取り組みの特徴の一

つとしてあげられるのが，日本での取り組

みが消費者主導で展開されてきたのに対

し，韓国ではキリスト教会が大きな影響を

及ぼしてきており，昨今では生産者サイド

がリードするかたちですすめられている。

　（2）でみるような農業環境・農政動向に

ともなって，まず94年12月に農林部（日本の

農林水産省）内に環境農業課を設置し，行政

側の体制整備がはかられた。96年７月には

「21世紀に向けての環境農業政策」なる中長

期計画を打ち出し，2000年までを環境農業

の基礎形成期間，その後2005年までを環境

農業普及期間，さらにその後2010年までを
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環境農業定着期間として位置づけ，段階的

発展を期している。そして環境農業育成法

が97年12月に可決・成立し，98年12月に施

行されている。環境農業育成法の施行にと

もない99年を「環境農業元年」とし，本格

的な取り組みのキック・オフの年としてい

る。

　こうした取り組みの背景には国内事情と

して農薬・化学肥料の過剰使用，畜産ふん

尿による環境汚染の深刻化にともなって，

環境の保全なり，国民への安全な農産物供

給をはかっていくためには持続可能な環境

負荷の軽い農業を育成していくことが必要

となってきたことがあげられている
（注3）

。

　また，国内での取り組みを促している国

際的要因として，世界的な環境問題に対す

る関心の盛り上がり，あるいはリオ宣言，

OECD，コーデックス等国際機関の活発な動

向もあげられている。

　そして何よりも　WTO　体制下で食料自給率

が低下する中，韓国農業の存在意義を多面

的機能の発揮に置かざるを得なくなり，と

りわけ環境保全を前面に打ち出しての取り

組みがすすめられているものである。

　（注3）　農薬使用量等推移（韓国農林部資料）

　

　

　

　（2）　韓国農業の概況

　次に環境農業に関する法律，取組体制に

ついてみる前に，その前提として韓国農業

の概況について触れておくこととする。

　ａ．概況

　（ａ）　国民経済に占める農業

　96年の　GNP　に占める農業生産の比率は5.5

％であり，90年の7.4％から漸次低下している。

　

　（ｂ）　農地面積

　96年，農地面積は194万６千ha　で国土面

積の19.6％を占めている。農地面積は畑117

万６千ha，田77万ha　と畑地の方が多くなっ

ているが，ここ数年の傾向をみると田の面

積は横ばいで推移しているが，畑地は減少

が続いている。

　１戸当たりの平均耕地面積は96年1.31ha

　となっており，漸増傾向にある。ただし，

規模別にみると，0.5ha　未満層と５ha　以上

層が増加し，この間にある中小規模層が減

少している。

　

　（ｃ）　担い手

　96年の農家人口は469万２千人，総農家数

は148万戸で，いずれも減少傾向にあるが，

専兼別では専業が83万６千戸，兼業が64万

４千戸と専業農家が56.5％と過半を占めて

いる。兼業農家以上に専業農家の落ち込み

が大きく，専業農家の比率は年々低下して

いる。

　

　（ｄ）　農家所得

　農家所得は96年2,392万８千ウォン（10ウォン

は約１円），このうち農業所得は1,083万７

千ウォン（構成比45.3％），農外所得748万７千

ウォン（同31.3％），移転収入497万４千ウォン（同

20.8％）となっており，農外所得の比率は高

環境農業定着期間として位置づけ，段階的

発展を期している。そして環境農業育成法

が97年12月に可決・成立し，98年12月に施

行されている。環境農業育成法の施行にと

もない99年を「環境農業元年」とし，本格

的な取り組みのキック・オフの年としてい

る。

　こうした取り組みの背景には国内事情と

して農薬・化学肥料の過剰使用，畜産ふん

尿による環境汚染の深刻化にともなって，

環境の保全なり，国民への安全な農産物供

給をはかっていくためには持続可能な環境

負荷の軽い農業を育成していくことが必要

となってきたことがあげられている
（注3）

。

　また，国内での取り組みを促している国

際的要因として，世界的な環境問題に対す

る関心の盛り上がり，あるいはリオ宣言，

OECD，コーデックス等国際機関の活発な動

向もあげられている。

　そして何よりも　WTO　体制下で食料自給率

が低下する中，韓国農業の存在意義を多面

的機能の発揮に置かざるを得なくなり，と

りわけ環境保全を前面に打ち出しての取り

組みがすすめられているものである。

　（注3）　農薬使用量等推移（韓国農林部資料）

　

　

　

　（2）　韓国農業の概況

　次に環境農業に関する法律，取組体制に

ついてみる前に，その前提として韓国農業

の概況について触れておくこととする。

　ａ．概況

　（ａ）　国民経済に占める農業

　96年の　GNP　に占める農業生産の比率は5.5

％であり，90年の7.4％から漸次低下している。

　

　（ｂ）　農地面積

　96年，農地面積は194万６千ha　で国土面

積の19.6％を占めている。農地面積は畑117

万６千ha，田77万ha　と畑地の方が多くなっ

ているが，ここ数年の傾向をみると田の面

積は横ばいで推移しているが，畑地は減少

が続いている。

　１戸当たりの平均耕地面積は96年1.31ha

　となっており，漸増傾向にある。ただし，

規模別にみると，0.5ha　未満層と５ha　以上

層が増加し，この間にある中小規模層が減

少している。

　

　（ｃ）　担い手

　96年の農家人口は469万２千人，総農家数

は148万戸で，いずれも減少傾向にあるが，

専兼別では専業が83万６千戸，兼業が64万

４千戸と専業農家が56.5％と過半を占めて

いる。兼業農家以上に専業農家の落ち込み

が大きく，専業農家の比率は年々低下して

いる。

　

　（ｄ）　農家所得

　農家所得は96年2,392万８千ウォン（10ウォン

は約１円），このうち農業所得は1,083万７

千ウォン（構成比45.3％），農外所得748万７千

ウォン（同31.3％），移転収入497万４千ウォン（同

20.8％）となっており，農外所得の比率は高
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80年 93 97

農薬使用量（千トン）

化学肥料使用量（千トン）

畜産ふん尿発生量（百万トン）

16.1
828.0
35.8

26.0
1,104.0

39.1

24.2
900.0
45.7



      

まっている。

　なお，都市勤労者との対比では90.2％と

農家所得の方が低くなっているが，85年時

点では112 .8％と都市勤労者の所得を上

回っていた。

　

　（ｅ）　食料供給量

　国民一人１日当たりのカロリー摂取量は

95年（速報ベース）で2,980kcal　と増加傾向

にある。

　主要食品別野菜供給量をみたものが

第１表であるが，穀類と野菜の供給量

が多いのが特徴であるが，一人当たり

米供給量は95年（速報ベース）で110.0㎏

と減少はしているものの，我が国より

ははるかに多くの米を食している。

　80年と95年の対比からわかるよう

に，米をはじめとする穀類の消費は減

少しているが，その他の品目はいずれ

も増加しており，特に肉類，牛乳類，果

実類の増加が著しく，食生活の洋風化

が進行している。

　

　（ｆ）　穀物需給

　穀物自給率は96年で26.7％で，飼料用を

除外しての穀物自給率は52.4％となってい

る。第２表にみるように飼料用穀物の需要

が増大し，これに対応して穀物輸入も大幅

に増加し，自給率は急速な低下をたどって

いるのは，我が国と同様である。

まっている。

　なお，都市勤労者との対比では90.2％と

農家所得の方が低くなっているが，85年時

点では112 .8％と都市勤労者の所得を上

回っていた。

　

　（ｅ）　食料供給量

　国民一人１日当たりのカロリー摂取量は

95年（速報ベース）で2,980kcal　と増加傾向

にある。

　主要食品別野菜供給量をみたものが

第１表であるが，穀類と野菜の供給量

が多いのが特徴であるが，一人当たり

米供給量は95年（速報ベース）で110.0㎏

と減少はしているものの，我が国より

ははるかに多くの米を食している。

　80年と95年の対比からわかるよう

に，米をはじめとする穀類の消費は減

少しているが，その他の品目はいずれ

も増加しており，特に肉類，牛乳類，果

実類の増加が著しく，食生活の洋風化

が進行している。

　

　（ｆ）　穀物需給

　穀物自給率は96年で26.7％で，飼料用を

除外しての穀物自給率は52.4％となってい

る。第２表にみるように飼料用穀物の需要

が増大し，これに対応して穀物輸入も大幅

に増加し，自給率は急速な低下をたどって

いるのは，我が国と同様である。
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第1表　一人当たり年間主要食品供給量
（単位　㎏）

1970年 80 90 93 94 95（P）

穀 類

うち　米　
　　大麦
　　小麦

豆 類
野 菜 類
肉 類

うち牛肉
　　豚肉

牛 乳 類
果 実 類
魚 貝 類

216.1

133.8
60.1
51.6

9.0
65.6
8.4

1.6
3.6

3.0
12.0
23.1

185.0

132.9
14.1
29.4

9.7
120.6
13.9

2.6
6.3

10.8
16.2
22.5

175.4

120.8
2.4
29.7

10.3
132.6
23.6

4.1
11.8

31.8
29.0
30.5

170.0

113.7
2.8
29.9

9.8
153.5
28.6

5.2
13.6

34.8
35.1
31.6

172.9

112.6
2.5
32.6

11.1
140.7
29.8

6.0
13.9

32.8
35.1
32.5

171.4

110.0
1.9
33.9

10.8
158.5
31.5

6.6
14.5

37.6
40.9
34.4

95／80（％）

92.6

82.8
13.5
115.3

111.3
131.4
226.6

253.8
230.2

348.1
252.5
152.9

出典　韓国農林部資料
（注）　Pは速報値。

第2表　穀物需給状況
（単位　万トン）

1980
糧穀年度 90 95 96

1,478 1,994 2,309 2,290

705
505

701
1,002

582
1,426

550
1,428

1,260 1,628 1,997 2,060

686
207
247

630
329
630

613
378
937

613
392

1,010

218 366 312 230

56.0
（69.6）

43.1
（70.3）

29.1
（55.7）

26.7
（52.4）

195.1
（330.4）

167.0
（379.8）

160.5
（445.3）

160.4
（455.2）

供 給

う ち 生 産
　 　 輸 入

需 要

う ち 食 糧
　 　 加 工
　 　 飼 料

在 庫

自 給 率
（飼 料 除 外 時）

食 用 消 費 量 ㎏
（一人当たり年間消費量）

出典　第1表に同じ



      

　なお，化学肥料・農薬の利用をはじめと

する農業の近代化推進により自給率を向上

させるため総産運動に取り組んできた経過

がある。

　

　ｂ．UR合意の影響と農政展開

　（ａ）　UR合意とその影響

　韓国が身土不二をスローガンに激烈な米

市場開放反対運動を展開したことは鮮明に

記憶に刻み込まれている。この際，米輸入反

対に国民の30.1％が署名したことはギネス

ブックにも載っているということである。

　しかしながら，結果的には米，牛肉以外

は関税化し，米については95年１％～2004

年４％のミニマムアクセス米輸入を余儀な

くされ，2004年に再交渉することとなっ

た。牛肉は2000年７月に市場開放すること

となっている。

　韓国農協中央会の話では，88～94年の平

均と95～97年の平均とを比べると農産物輸

入は60％も増加しているということであ

る。特にリンゴ，ニンニク，タマネギ等の

輸入増加が著しく，リンゴはアメリカ，チ

リ，ニンニクは中国，タマネギは台湾，タ

イからの輸入が多い。

　96年の米の輸入および在庫状況は第３表

のとおりで，インド，中国から輸入されて

いる。また，牛肉については韓国が輸入牛

肉を国産と区分して売っていることは不公

正な貿易慣行であるとして，アメリカが本

年２月１日付けで　WTO　に提訴したことが報

じられている
（注4）
。

　（注4）　日本農業新聞1999年２月４日付記事

　（ｂ）　農政展開

　韓国は　UR，WTO　体制に対応して89年の「農

漁村発展総合対策」を皮切りとして「農漁

村構造改善対策」「新農政５ヶ年計画」「農

漁村発展対策および農政改革方策」等を展

開してきた。農政改革は，①15万経営の「専

業的農家」と「農業会社法人」の選定・育

成，②農地法を制定し農地所有の資格や上

限，通作距離の制限等を撤廃しての新規参

入や農地流動化の促進，③農村問題と産

業・地域・人の問題との一体化，④「42兆

ウォンの投融資計画」と目的税である「農漁村

特別税15兆ウォン」の創設による財源確保，等

を柱として，農業者の高齢化，規模拡大，

生産基盤の整備等に取り組んできている
（注5）
。

　WTO　体制についての国民の反応は，再交

渉が我が国より３年後ということもあって

か，今のところかつてのような盛り上がり

には欠けるが，昨年（98年）行われた世論調

査では国民の96.7％が韓国の農業は守るべ

きだとしている
（注6）
。

　韓国では農業全体に占める米のウェイト

も高いことから，面談先の多くは米の関税

化だけは避けたいとしており，日本が99年

度からミニマムアクセスから関税化へ切り
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年２月１日付けで　WTO　に提訴したことが報

じられている
（注4）
。

　（注4）　日本農業新聞1999年２月４日付記事

　（ｂ）　農政展開

　韓国は　UR，WTO　体制に対応して89年の「農

漁村発展総合対策」を皮切りとして「農漁

村構造改善対策」「新農政５ヶ年計画」「農

漁村発展対策および農政改革方策」等を展

開してきた。農政改革は，①15万経営の「専

業的農家」と「農業会社法人」の選定・育

成，②農地法を制定し農地所有の資格や上

限，通作距離の制限等を撤廃しての新規参

入や農地流動化の促進，③農村問題と産

業・地域・人の問題との一体化，④「42兆

ウォンの投融資計画」と目的税である「農漁村

特別税15兆ウォン」の創設による財源確保，等

を柱として，農業者の高齢化，規模拡大，

生産基盤の整備等に取り組んできている
（注5）
。

　WTO　体制についての国民の反応は，再交

渉が我が国より３年後ということもあって

か，今のところかつてのような盛り上がり

には欠けるが，昨年（98年）行われた世論調

査では国民の96.7％が韓国の農業は守るべ

きだとしている
（注6）
。

　韓国では農業全体に占める米のウェイト

も高いことから，面談先の多くは米の関税

化だけは避けたいとしており，日本が99年

度からミニマムアクセスから関税化へ切り
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第3表　輸入米供給現況
――1995年５月末現在――

（単位　トン）

輸入量 供給量 残　量 供給用途

51,307 40,507 10,800 加工用

64,314 9,018 55,296 加工用

95MMA
（インド産長粒種）

95MMA
（中国産中粒種）

115,621 48,384 67,237 　計

出典　第1表に同じ



      

替えたことについては理解できない，との

反応がほとんどであった。

　なお，韓国政府は2004年までに米生産費

の35％削減の方針を打ち出している。

　いずれにしても韓国農業の国際競争力は

弱く，韓国農業の将来性に対する危機感は

強く，韓国農業を守っていくためには多面

的機能の発揮，とりわけ環境保全に役立つ

基幹産業と位置づけた新農業基本法をやは

り昨年12月に成立させており，来年2000年

１月からの施行に向けて具体的な政策が検

討されているところである。

　（注5）　金泰乾『韓国の農政改革の現状と課題』50頁
以下。

　（注6）　韓国農協中央会からの聴き取り調査によ
る。

　

　（3）　環境農業育成法の概要

　新農業基本法で強調されている環境保全

型の農業を育成・推進していくために環境

農業育成法が設けられている。

　本法は全文で27条からなっており，第１

条の目的は「この法は農業の環境保全機能

を増大させ，農業による環境汚染を減ら

し，環境農業を実践する農業者を育成する

ことによって持続可能で環境と調和がとれ

た農業を追求することを目的とする」こと

がうたわれている。

　本法の主な内容は，

「①５年ごとに環境農業の育成計画を樹立

し，農業環境の実態調査と環境技術の

開発・普及などへの取り組みを規定

　②環境農産物を有機農産物など五つに区

分し，表示申告して使用することにつ

いて規定

　③環境農産物の生産者，民間団体，流通

業者に対する支援および環境農産物の

優先的購買などを規定 」

したものである。

　このほかに環境農業発展のための国際協

力への積極的参加や，環境農産物の表示に

かかる違反について１年以下の懲役または

１千万ウォン以下の罰金に処することも盛り

込まれている。

　この環境農業育成法に関連して直接支払

いが導入されたことはきわめて注目される

が，直接支払いについての規定は環境農業

育成法には直接盛り込まれてはいない。

　あわせて注目されるのが環境農産物を，

一般農産物，有機農産物，転換期間中有機

農産物，無農薬農産物，低農薬農産物の五

つに区分し，有機農業も含めて一つの体系

として位置づけていることである。一般環

境農産物は農薬・化学肥料の使用が適正量

以内であるもの，低農薬農産物は農薬の使

用が適正量の50％以下のものとされてい

る。直接支払い制度では一般環境農産物は

その支払い対象とはしない等，取組レベル

によって助成等に差が設けられている。

　なお，遺伝子組み換え作物は環境農産物

からは除外されている。

　

　（4）　環境農産物の流通・認証

　ａ．流通

　（ａ）　流通状況

　今のところ表示のある有機農産物・食品

は一般の小売店等ではほとんど見かけるこ

替えたことについては理解できない，との

反応がほとんどであった。

　なお，韓国政府は2004年までに米生産費

の35％削減の方針を打ち出している。

　いずれにしても韓国農業の国際競争力は

弱く，韓国農業の将来性に対する危機感は

強く，韓国農業を守っていくためには多面

的機能の発揮，とりわけ環境保全に役立つ

基幹産業と位置づけた新農業基本法をやは

り昨年12月に成立させており，来年2000年

１月からの施行に向けて具体的な政策が検

討されているところである。

　（注5）　金泰乾『韓国の農政改革の現状と課題』50頁
以下。

　（注6）　韓国農協中央会からの聴き取り調査によ
る。

　

　（3）　環境農業育成法の概要

　新農業基本法で強調されている環境保全

型の農業を育成・推進していくために環境

農業育成法が設けられている。

　本法は全文で27条からなっており，第１

条の目的は「この法は農業の環境保全機能

を増大させ，農業による環境汚染を減ら

し，環境農業を実践する農業者を育成する

ことによって持続可能で環境と調和がとれ

た農業を追求することを目的とする」こと

がうたわれている。

　本法の主な内容は，

「①５年ごとに環境農業の育成計画を樹立

し，農業環境の実態調査と環境技術の

開発・普及などへの取り組みを規定

　②環境農産物を有機農産物など五つに区

分し，表示申告して使用することにつ

いて規定

　③環境農産物の生産者，民間団体，流通

業者に対する支援および環境農産物の

優先的購買などを規定 」

したものである。

　このほかに環境農業発展のための国際協

力への積極的参加や，環境農産物の表示に

かかる違反について１年以下の懲役または

１千万ウォン以下の罰金に処することも盛り

込まれている。

　この環境農業育成法に関連して直接支払

いが導入されたことはきわめて注目される

が，直接支払いについての規定は環境農業

育成法には直接盛り込まれてはいない。

　あわせて注目されるのが環境農産物を，

一般農産物，有機農産物，転換期間中有機

農産物，無農薬農産物，低農薬農産物の五

つに区分し，有機農業も含めて一つの体系

として位置づけていることである。一般環

境農産物は農薬・化学肥料の使用が適正量

以内であるもの，低農薬農産物は農薬の使

用が適正量の50％以下のものとされてい

る。直接支払い制度では一般環境農産物は

その支払い対象とはしない等，取組レベル

によって助成等に差が設けられている。

　なお，遺伝子組み換え作物は環境農産物

からは除外されている。

　

　（4）　環境農産物の流通・認証

　ａ．流通

　（ａ）　流通状況

　今のところ表示のある有機農産物・食品

は一般の小売店等ではほとんど見かけるこ
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とはない。農業団体からの聴き取り調査で

は，有機食品の認証は15㎏単位で行われ，

これについては表示も行われるが，小売り

される際にはこれを小分けして販売される

ため表示はなされない。消費者も個別の商

品を見ても有機食品かどうか判別ができな

いことから，消費者はその製造会社，出荷

者，あるいはその取扱い店がどこであるか

によって判別しているとのことであった。

　しかしながら，卸，小売り，量販店等消

費者の購入ニーズに前向きに対応していこ

うとの姿勢から，環境農産物の専用コー

ナーを設置するところが増加している。農

協直営の専用売り場も９，農業団体で設置

した売り場も10ほど設けられている。

　また，中央卸売市場に設けられた環境農

産物コーナーが円滑には運営されなかった

こと，流通コストの低減をはかっていくこ

と等から全国農協中央会は物流センター２

か所をあらたに設置するなど流通体制の整

備もはかられつつある。

　なお，韓国でも産直への試みも行われて

いるが，かつて生産はしたものの消費にう

まく回らない状況等が発生し，頓挫した経

過がこれを阻害している面もある。

　生協組織は実態的には存在するものの，

法的には位置づけられていなかったが，本

年法律化される見通しであるということで

ある。

　ところで訪問した生産者の販売は，環境

農業により栽培したものも慣行栽培したも

のと区別せずに一緒に出荷しているものが

ほとんどであった。価格は慣行栽培のもの

に比べて若干高目で販売されているものが

多い。

　

　（ｂ）　消費者意識

　最近行われた消費者の意向調査によれ

ば，２～３割高いのであれば有機等農産物

を購入したい，有機等農産物であると言わ

れても必ずしも信頼できない，買いたくて

もなかなか買えない等についての回答が多

くなっており，消費者の農産物の安全性に

対する関心は着実に高くなっている
（注7）
。

　（注7）　（注6）に同じ

　

　ｂ．認証

　農村振興庁の管轄下にある農業普及所が

土壌分析結果にもとづき認証を行ってい

る。

　現状では環境農産物のほとんどは慣行栽

培農産物と区別せずに一緒に売られてお

り，認証されているのはごく一部にすぎな

い。本格的な認証はこれからである。

　

　（5）　環境農業を推進する三位一体的

　　　　体制

　韓国での環境農業への本格的取り組みは

スタートしたばかりではあるが，直接支払

いをはじめとする国の強力な支援にとどま

らず，農協系統なり農業団体もきわめて熱

心な取り組みをみせており，しかもそれぞ

れの役割の下に十分な連携を取りながら環

境農業育成に向けて済々とした取り組みを

開始しているのも特徴の一つである。

　

とはない。農業団体からの聴き取り調査で

は，有機食品の認証は15㎏単位で行われ，

これについては表示も行われるが，小売り

される際にはこれを小分けして販売される

ため表示はなされない。消費者も個別の商

品を見ても有機食品かどうか判別ができな

いことから，消費者はその製造会社，出荷

者，あるいはその取扱い店がどこであるか

によって判別しているとのことであった。

　しかしながら，卸，小売り，量販店等消

費者の購入ニーズに前向きに対応していこ

うとの姿勢から，環境農産物の専用コー

ナーを設置するところが増加している。農

協直営の専用売り場も９，農業団体で設置

した売り場も10ほど設けられている。

　また，中央卸売市場に設けられた環境農

産物コーナーが円滑には運営されなかった

こと，流通コストの低減をはかっていくこ

と等から全国農協中央会は物流センター２

か所をあらたに設置するなど流通体制の整

備もはかられつつある。

　なお，韓国でも産直への試みも行われて

いるが，かつて生産はしたものの消費にう

まく回らない状況等が発生し，頓挫した経

過がこれを阻害している面もある。

　生協組織は実態的には存在するものの，

法的には位置づけられていなかったが，本

年法律化される見通しであるということで

ある。

　ところで訪問した生産者の販売は，環境

農業により栽培したものも慣行栽培したも

のと区別せずに一緒に出荷しているものが

ほとんどであった。価格は慣行栽培のもの

に比べて若干高目で販売されているものが

多い。

　

　（ｂ）　消費者意識

　最近行われた消費者の意向調査によれ

ば，２～３割高いのであれば有機等農産物

を購入したい，有機等農産物であると言わ

れても必ずしも信頼できない，買いたくて

もなかなか買えない等についての回答が多

くなっており，消費者の農産物の安全性に

対する関心は着実に高くなっている
（注7）
。

　（注7）　（注6）に同じ

　

　ｂ．認証

　農村振興庁の管轄下にある農業普及所が

土壌分析結果にもとづき認証を行ってい

る。

　現状では環境農産物のほとんどは慣行栽

培農産物と区別せずに一緒に売られてお

り，認証されているのはごく一部にすぎな

い。本格的な認証はこれからである。

　

　（5）　環境農業を推進する三位一体的

　　　　体制

　韓国での環境農業への本格的取り組みは

スタートしたばかりではあるが，直接支払

いをはじめとする国の強力な支援にとどま

らず，農協系統なり農業団体もきわめて熱

心な取り組みをみせており，しかもそれぞ

れの役割の下に十分な連携を取りながら環

境農業育成に向けて済々とした取り組みを

開始しているのも特徴の一つである。
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　ａ．行政の対応

　（ａ）　行政の基本スタンス

　政府は環境農業の育成についてはきわめ

て積極的な姿勢をみせているが，取組主体

は生産者，民間団体であって，政府は最終

の管理・監督を分担するものであるという

のが基本スタンスである。

　また，農業の経済性確保と安全性確保と

はどちらも欠かすことのできない車の両輪

であり，高温多湿の気候風土の中で経済性

と安全性を両立させていくことは容易では

なく，有機農業に必ずしもこだわらずに，

環境農業という緩やかな幅の中で現実的に

両立をめざしていくことを明確にしてい

る。

　

　（ｂ）　取組内容

　詳細については総研レポート「韓国にお

ける『環境農業』への取り組み」（99年９月

発行予定）に譲ることとしてここでは項目

のみ列挙しておく。

　ア．環境汚染源の減少

　①農薬使用量の減少と技術開発

　・発生予察による適期防除等

　・モデル村（IPNM）の造成等と　IPM　等の推進
（注8）

　②農業普及所による土壌分析

　③畜産ふん尿の資源化

　④農薬・廃ビニール集中処理等
（注9）

　イ．農業資源の維持改良

　①土壌改良剤の普及等

　②“冬緑野原運動”の展開
（注10）

　ウ．環境農業の教育事業支援

　（注8）　農業生産の環境条件の相異にともなって平

野首都区域，上水源保護区域，農山村区域，高冷地区
域の四つに区分し，99年からそれぞれに総合的・
体系的な環境農業のモデルを造成することにし
て お り，こ こ で IPM（Integrated Pest 
Management総合的病虫害防除）やINM（作物
養分の総合管理）への取り組みが行われる。手始
めに稲作については全国で16か所のモデル村を
予定している。

　（注9）　農薬の空き瓶，廃ビニールは韓国資源再生
公社が有償で収集するとともに，農薬の空くびん
については97年10月から農協をつうじて収集す
るシステムを採用し，“国土清潔運動”として取り
組んでいる。

　（注10）　Green Cover Projectという名称のとお
り，冬季に緑肥なり，裏作としての資料作物の栽
培推進を運動として展開している。これによって
地力の増大と飼料作物確保をはかり環境農業の
土台づくりをめざしている。

　

　（ｃ）　環境農業の育成

　育成支援策，特に直接支払いが最も注目

されるところであり，以下直接支払いにつ

いて詳述する。

　

　ア．農家支援

　環境農業により良質の農産物を生産し，

中小農家の所得向上と環境農業推進の一体

化をはかるための支援，環境農業への団地

化による取り組みを推進するため土着微生

物の生産施設，予冷施設等への支援，環境

農業区域への支援，さらには環境農産物流

通の活性化のための支援が行われている。

　流通活性化支援については，農協をはじ

めとして専門販売所の設置，拡大等があげ

られている。

　

　イ．直接支払い制度の導入

　環境農業のうち有機農産物～低農薬農産

物栽培に取り組んでいる農家を対象に，環

　ａ．行政の対応

　（ａ）　行政の基本スタンス

　政府は環境農業の育成についてはきわめ

て積極的な姿勢をみせているが，取組主体

は生産者，民間団体であって，政府は最終

の管理・監督を分担するものであるという

のが基本スタンスである。

　また，農業の経済性確保と安全性確保と

はどちらも欠かすことのできない車の両輪

であり，高温多湿の気候風土の中で経済性

と安全性を両立させていくことは容易では

なく，有機農業に必ずしもこだわらずに，

環境農業という緩やかな幅の中で現実的に

両立をめざしていくことを明確にしてい

る。

　

　（ｂ）　取組内容

　詳細については総研レポート「韓国にお

ける『環境農業』への取り組み」（99年９月

発行予定）に譲ることとしてここでは項目

のみ列挙しておく。

　ア．環境汚染源の減少

　①農薬使用量の減少と技術開発

　・発生予察による適期防除等

　・モデル村（IPNM）の造成等と　IPM　等の推進
（注8）

　②農業普及所による土壌分析

　③畜産ふん尿の資源化

　④農薬・廃ビニール集中処理等
（注9）

　イ．農業資源の維持改良

　①土壌改良剤の普及等

　②“冬緑野原運動”の展開
（注10）

　ウ．環境農業の教育事業支援

　（注8）　農業生産の環境条件の相異にともなって平

野首都区域，上水源保護区域，農山村区域，高冷地区
域の四つに区分し，99年からそれぞれに総合的・
体系的な環境農業のモデルを造成することにし
て お り，こ こ で IPM（Integrated Pest 
Management総合的病虫害防除）やINM（作物
養分の総合管理）への取り組みが行われる。手始
めに稲作については全国で16か所のモデル村を
予定している。

　（注9）　農薬の空き瓶，廃ビニールは韓国資源再生
公社が有償で収集するとともに，農薬の空くびん
については97年10月から農協をつうじて収集す
るシステムを採用し，“国土清潔運動”として取り
組んでいる。

　（注10）　Green Cover Projectという名称のとお
り，冬季に緑肥なり，裏作としての資料作物の栽
培推進を運動として展開している。これによって
地力の増大と飼料作物確保をはかり環境農業の
土台づくりをめざしている。

　

　（ｃ）　環境農業の育成

　育成支援策，特に直接支払いが最も注目

されるところであり，以下直接支払いにつ

いて詳述する。

　

　ア．農家支援

　環境農業により良質の農産物を生産し，

中小農家の所得向上と環境農業推進の一体

化をはかるための支援，環境農業への団地

化による取り組みを推進するため土着微生

物の生産施設，予冷施設等への支援，環境

農業区域への支援，さらには環境農産物流

通の活性化のための支援が行われている。

　流通活性化支援については，農協をはじ

めとして専門販売所の設置，拡大等があげ

られている。

　

　イ．直接支払い制度の導入

　環境農業のうち有機農産物～低農薬農産

物栽培に取り組んでいる農家を対象に，環
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境農業実施にともなう所得減少分について

直接支払いによる補填が99年度より開始さ

れる。　99年度予算として10,572ha分，57億

3,100万ウォンが手当てされているが，99年度

は第一段階として上水源保護区域，パンダ

ン・デチョン韓江水系特別対策地域，自然

公園地域を対象とする環境規制地域内の環

境農業取組農家への支払いを予定してい

る。これにともない環境規制地域は８か道

にわたっているが，事業量の少ない済州

道，特別・広域市は除外されている。2000

年以降は第二段階として全国に広げていく

ことにしている。

　支払いの詳細については目下検討中であ

るが，３年にわたって（地域によってはさら

に２年の延長も検討），最高１ha　当たり52万

ウォン，ただし１農家当たり５ha　を上限とし

て所得補填が行われる。

　支払いの対象は，作目班の構成員であ

り，かつ環境農業に取り組んでいる面積が

１千㎡以上の生産農家であるが，このほか

10名以上の農家によって構成される作目

班，農漁村発展措置法にもとづく営農組合

法人，農業会社法人も対象に加えられてい

る。

　手続きは１月２日から31日までの間，

市・郡単位の地方自治体を受付機関として

申請を行い，２月中には市・郡の農漁村発

展審議委員会で対象者の選定が行われる。

そして10～12月にかけて支払いが行われる

ことになっている。

　支払い対象として選定されてから実際に

支給されるまでの間，３～４月ごろの作付

け前に第１回目の土壌検査が行われ，４

～10月ごろに第２回目の土壌検査とあわせ

て残留農薬の検査が実施される。土壌検

査，残留農薬検査にパスした者については

助成金100％が支給されるが，土壌検査，残

留農薬検査のいずれか一方だけをパスした

場合は助成金の半分の支給にとどまる。そ

して両方の検査をパスできなかった場合は

全く助成は受けられない。

　なお，支払い対象農家が営農指導，教育

履修，肥料・農薬台帳の記録等の義務を遵

守していない場合には助成金の10％以内で

の減額がペナルティーとして課せられるこ

とになる。

　

　ｂ．農協系統の対応

　農協系統も環境農業育成についてはきわ

めて熱心な取り組みをみせてきた。農薬に

よる被害の発生等に対応して，約20年前か

ら環境農業についての取り組みが開始され

るようになったが，組合長が官選から組合

員によって選出されるようになって，より

農家組合員の意向を反映した事業活動が求

められるようになり，環境農業について運

動として取り組まれるようになった。

　こうした中，92年には全国農協中央会に

よって農協独自の生産基準が設けられてい

る。

　行政等とは一体的な取り組みが行われて

おり，明確に取組主体を区分することは困

難なものもあるが，農協系統として強調さ

れている方針なり，主な取り組みは以下の

とおりである。

境農業実施にともなう所得減少分について

直接支払いによる補填が99年度より開始さ

れる。　99年度予算として10,572ha分，57億

3,100万ウォンが手当てされているが，99年度

は第一段階として上水源保護区域，パンダ

ン・デチョン韓江水系特別対策地域，自然

公園地域を対象とする環境規制地域内の環

境農業取組農家への支払いを予定してい

る。これにともない環境規制地域は８か道

にわたっているが，事業量の少ない済州

道，特別・広域市は除外されている。2000

年以降は第二段階として全国に広げていく

ことにしている。

　支払いの詳細については目下検討中であ

るが，３年にわたって（地域によってはさら

に２年の延長も検討），最高１ha　当たり52万

ウォン，ただし１農家当たり５ha　を上限とし

て所得補填が行われる。

　支払いの対象は，作目班の構成員であ

り，かつ環境農業に取り組んでいる面積が

１千㎡以上の生産農家であるが，このほか

10名以上の農家によって構成される作目

班，農漁村発展措置法にもとづく営農組合

法人，農業会社法人も対象に加えられてい

る。

　手続きは１月２日から31日までの間，

市・郡単位の地方自治体を受付機関として

申請を行い，２月中には市・郡の農漁村発

展審議委員会で対象者の選定が行われる。

そして10～12月にかけて支払いが行われる

ことになっている。

　支払い対象として選定されてから実際に

支給されるまでの間，３～４月ごろの作付

け前に第１回目の土壌検査が行われ，４

～10月ごろに第２回目の土壌検査とあわせ

て残留農薬の検査が実施される。土壌検

査，残留農薬検査にパスした者については

助成金100％が支給されるが，土壌検査，残

留農薬検査のいずれか一方だけをパスした

場合は助成金の半分の支給にとどまる。そ

して両方の検査をパスできなかった場合は

全く助成は受けられない。

　なお，支払い対象農家が営農指導，教育

履修，肥料・農薬台帳の記録等の義務を遵

守していない場合には助成金の10％以内で

の減額がペナルティーとして課せられるこ

とになる。

　

　ｂ．農協系統の対応

　農協系統も環境農業育成についてはきわ

めて熱心な取り組みをみせてきた。農薬に

よる被害の発生等に対応して，約20年前か

ら環境農業についての取り組みが開始され

るようになったが，組合長が官選から組合

員によって選出されるようになって，より

農家組合員の意向を反映した事業活動が求

められるようになり，環境農業について運

動として取り組まれるようになった。

　こうした中，92年には全国農協中央会に

よって農協独自の生産基準が設けられてい

る。

　行政等とは一体的な取り組みが行われて

おり，明確に取組主体を区分することは困

難なものもあるが，農協系統として強調さ

れている方針なり，主な取り組みは以下の

とおりである。
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　（ａ）　環境農産物生産グループの育成・指導

　環境農業の推進は基本的に10戸以上の農

家によるグループによって担われている。

97年には1,263であった作目班が98年には

1,534にまで増加しており，99年には1,600

をめざしている。

　グループ化は部落単位での集団化が可能

な地域を中心に，環境農業，資源節約型農

業の実践主体を形成し，環境農業による品

質の差別化・向上をはかるとともに，グ

ループ化にともなう産直体制の確立によっ

て流通コストの削減をはかっていくことに

している。

　この作目班を対象にして支援措置が講じ

られており，一つは環境農産物生産に必要

な資金の低利対応，二つ目が優秀・模範的

な作目班に対する組合相互支援基金による

支援である。低利資金供給は期間１年で利

率6.5％，１農家当たり２千万ウォン以内と

なっており，97年140億ウォン，98年340億ウォン

が供給されている。組合相互支援基金によ

る支援は１組合当たり１億ウォンが１年間に

わたって無利子で供給されるもので，97年

には31億ウォン，98年22億ウォンが供給されて

いる。98年の場合，環境農業への模範的な

取組組合への資金供給のほか，食べ物の残

滓の資源化に対して10億ウォンが供給されて

いる。

　

　（ｂ）　資源節約型農業及び産直の推進

　環境農業のねらいの一つとして国内資源

を最大限活用して資源を節約していくこと

があげられている。施設園芸での太陽熱利

用等による暖房費の節減，稲わらや残滓の

自給飼料化，露地栽培での土壌検査にもと

づく施肥や堆肥の使用，その他資材費，流

通経費の節減方策の発掘・実践にも大いに

力を入れつつある。

　先にも触れたように流通経費節約の一貫

として直販体制の確立をもめざしており，

円滑な直販を誘導していくため，作目班か

らの出荷量の把握にもとづき，物流セン

ター，農協の有機農産物販売所，百貨店，

大消費地等への販売斡旋を行うとともに，

直販にかかる情報の提供，各種行事への参

加，消費者の環境農業生産農家見学等を催

している。

　

　（ｃ）　農村振興庁との環境農業に関する共同

　　　　　研究事業の実施

　環境農業の各種技術，資材の検証，経済

性の分析，優秀事例の発掘・普及をねらい

に農村振興庁と農協による共同での研究が

行われている。98年は環境農業に関する新

たな農法と資材の有効性についての検証を

中心に50の研究課題が選定され，それぞれ

の報告書に対する評価会も実施されてい

る。

　

　（ｄ）　環境農業に関する教育の実施

　資源節約型農業の専門技術の教育，化学

的な営農のための効率的な土壌管理技術，

農薬使用量を減少させるための病害虫防除

技術，収穫物の衛生的な処理および商品性

の向上などについての教育が行われてお

り，全農協の営農指導部長1,403人は，全国

　（ａ）　環境農産物生産グループの育成・指導

　環境農業の推進は基本的に10戸以上の農

家によるグループによって担われている。

97年には1,263であった作目班が98年には

1,534にまで増加しており，99年には1,600

をめざしている。

　グループ化は部落単位での集団化が可能

な地域を中心に，環境農業，資源節約型農

業の実践主体を形成し，環境農業による品

質の差別化・向上をはかるとともに，グ

ループ化にともなう産直体制の確立によっ

て流通コストの削減をはかっていくことに

している。

　この作目班を対象にして支援措置が講じ

られており，一つは環境農産物生産に必要

な資金の低利対応，二つ目が優秀・模範的

な作目班に対する組合相互支援基金による

支援である。低利資金供給は期間１年で利

率6.5％，１農家当たり２千万ウォン以内と

なっており，97年140億ウォン，98年340億ウォン

が供給されている。組合相互支援基金によ

る支援は１組合当たり１億ウォンが１年間に

わたって無利子で供給されるもので，97年

には31億ウォン，98年22億ウォンが供給されて

いる。98年の場合，環境農業への模範的な

取組組合への資金供給のほか，食べ物の残

滓の資源化に対して10億ウォンが供給されて

いる。

　

　（ｂ）　資源節約型農業及び産直の推進

　環境農業のねらいの一つとして国内資源

を最大限活用して資源を節約していくこと

があげられている。施設園芸での太陽熱利

用等による暖房費の節減，稲わらや残滓の

自給飼料化，露地栽培での土壌検査にもと

づく施肥や堆肥の使用，その他資材費，流

通経費の節減方策の発掘・実践にも大いに

力を入れつつある。

　先にも触れたように流通経費節約の一貫

として直販体制の確立をもめざしており，

円滑な直販を誘導していくため，作目班か

らの出荷量の把握にもとづき，物流セン

ター，農協の有機農産物販売所，百貨店，

大消費地等への販売斡旋を行うとともに，

直販にかかる情報の提供，各種行事への参

加，消費者の環境農業生産農家見学等を催

している。

　

　（ｃ）　農村振興庁との環境農業に関する共同

　　　　　研究事業の実施

　環境農業の各種技術，資材の検証，経済

性の分析，優秀事例の発掘・普及をねらい

に農村振興庁と農協による共同での研究が

行われている。98年は環境農業に関する新

たな農法と資材の有効性についての検証を

中心に50の研究課題が選定され，それぞれ

の報告書に対する評価会も実施されてい

る。

　

　（ｄ）　環境農業に関する教育の実施

　資源節約型農業の専門技術の教育，化学

的な営農のための効率的な土壌管理技術，

農薬使用量を減少させるための病害虫防除

技術，収穫物の衛生的な処理および商品性

の向上などについての教育が行われてお

り，全農協の営農指導部長1,403人は，全国
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農協中央会長の指示にもとづき，５泊６日

の専門技術コース研修を受講済みであり，

農協による環境農業の指導・教育を可能に

している。

　

　ｃ．農業団体の対応

　有機農業や環境農業に関係した団体は多

いが，主な団体としては有機農業協会，自

然農業協会，正農会等をあげることができ

る。有機農業協会，自然農業協会は環境農

業の専門技術に関する教育について政府か

らの委託も受けており，具体的な農法の研

究・指導の中心を担っているのがこれら農

業団体である。

　環境農業にかかる農法は多様であるが，

自然農業協会の推進する自然農法は土着微

生物を活用するところに一番の特徴があ

り，地域資源の活用をきわめて重視
（注11）

してい

る。行政，農協さらには農業団体とも，環

境への負荷軽減，安全な農産物の供給とい

う目標は一つであり，技術的相異について

は生産者の選択の問題であるとしている。

　ところで環境農業育成法の実現をはじめ

として韓国における環境農業をリードして

きたのが自然農業協会の趙漢珪（チョウ・

ハンギュ）会長であり，政府や農協系統にも

強い影響力を有している。

　（注11）　自然農業の骨格は次のとおりである。
　　　①すべての生命体が分をわきまえ，他を認め，

尊重し合い，自他一体の真理と調和の中で，生命
の基盤を培い育てることが自然の理であり道で
ある。その理に従って耕し，育てていくのが農業
の基本である。

　　　②食べ物を生産する時，必要な素材はその地域
に伝えられてきたものを最大限活用すべきであ
り，しかもその地域にあるもので十分である。

　　　③農作物は生長の過程で季節の調整を受け，そ
の種なりの特性を十分に生かして結実するもの
であって，過程を無視し目標を拙速で達成しよう
とするのが近代農畜産業である。有畜複合経営に
よる地域循環形成を基本とする。

　

　

　

　

　中国での有機農業への取組動向等につい

ては本誌1998年２月号「中国における有機

農産物生産の制度と動向──「緑色食品」の

生産実態と輸出余力──」に詳しいことか

ら，本稿では制度の概略等は簡記するにと

どめ，特に強調したい緑色食品の体系と，

そのような体系をとるに至った経過につい

て述べることとする。

　

　（1）　中国の有機農業にかかる仕組みと

　　　　取り組みの現状

　中国に有機食品等についての直接管理・

指導等にあたっている機関は，中国政府農

業部の傘下にある緑色食品発展センター

（北京）とアメリカ・ネブラスカ州にある有

機認証機関である　OCIA　の出先として位

置付けられる有機食品発展センター（OFDC

＝Organic Food Development Center of China）

との二つがる。

　緑色食品の体系は（2）で述べるが，96年の

緑色食品は360万トンと，農産物全体に占め

る割合は低く，緑色食品の　AA　級はそのうち

の５％程度にすぎないといわれている。有

機食品発展センターは　OCIA　と同様に３年

以上無農薬・無化学肥料栽培によるものを

農協中央会長の指示にもとづき，５泊６日
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の種なりの特性を十分に生かして結実するもの
であって，過程を無視し目標を拙速で達成しよう
とするのが近代農畜産業である。有畜複合経営に
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どめ，特に強調したい緑色食品の体系と，

そのような体系をとるに至った経過につい

て述べることとする。

　

　（1）　中国の有機農業にかかる仕組みと

　　　　取り組みの現状

　中国に有機食品等についての直接管理・

指導等にあたっている機関は，中国政府農

業部の傘下にある緑色食品発展センター

（北京）とアメリカ・ネブラスカ州にある有

機認証機関である　OCIA　の出先として位

置付けられる有機食品発展センター（OFDC

＝Organic Food Development Center of China）

との二つがる。

　緑色食品の体系は（2）で述べるが，96年の

緑色食品は360万トンと，農産物全体に占め

る割合は低く，緑色食品の　AA　級はそのうち

の５％程度にすぎないといわれている。有

機食品発展センターは　OCIA　と同様に３年

以上無農薬・無化学肥料栽培によるものを
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３．中国の緑色食品への　

　　取り組みの現状と経過



      

有機農産物として認証しているが，認証さ

れた有機農産物はほぼ緑色食品の　AA　級と

同じぐらいの量であるとされている
（注12）

。し

たがって，内容的にはさておき，中国全体に

影響力を有しているのは緑色食品である。

　なお，90年では緑色食品は60万トンであ

ることから最近の伸びはきわめて高く，緑

色食品のマークのついた牛乳をはじめとす

る食品はスーパーの店頭でもけっこう見か

けることができるようになり，バスの車体

に描かれた商品広告の中に緑色食品のマー

ク入りのものを見かけることもあるが，緑

色食品について知らない消費者もけっこう

いるというのが現状である（第１図）。

　（注12）　緑色食品発展センターからの聴き取り調
査による。

　

　（2）　緑色食品にかかる制度と経過

　緑色食品の概念は「安全，優良な品質，

健康によい食品（原料および加工品を含

む）」の総称である。緑色食品の生産基準は,

　①緑色食品の生産（その原料を含む）区域

内における大気，土壌，灌漑用水，工

業汚染などに関する環境基準

　②生産過程における原料使用，生産管

理，物質循環等に関する生産基準

　③その品質や性状などに関する品質基準

　④流通，輸送，貯蔵，販売（包装），消費

（標識，産地，原料，製造方式等の説明）

などに関する流通・販売基準

からなる。

　そして緑色食品はそれぞれの基準に沿っ

て検査が行われ，AA　級とＡ級の二つに分か

れるが，大きく括れば国際基準に沿った有

機農産物に対応するものが　AA　級，減農薬・

減化学肥料栽培農産物に対応するものがＡ

級である（第４表）。

　ところで中国政府の緑色食品に対する基

本スタンスは緑色食品の基準にかかる経過

に最も象徴的に表されている。
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健康によい食品（原料および加工品を含

む）」の総称である。緑色食品の生産基準は,

　①緑色食品の生産（その原料を含む）区域

内における大気，土壌，灌漑用水，工

業汚染などに関する環境基準

　②生産過程における原料使用，生産管

理，物質循環等に関する生産基準

　③その品質や性状などに関する品質基準

　④流通，輸送，貯蔵，販売（包装），消費

（標識，産地，原料，製造方式等の説明）

などに関する流通・販売基準

からなる。

　そして緑色食品はそれぞれの基準に沿っ

て検査が行われ，AA　級とＡ級の二つに分か

れるが，大きく括れば国際基準に沿った有

機農産物に対応するものが　AA　級，減農薬・

減化学肥料栽培農産物に対応するものがＡ

級である（第４表）。

　ところで中国政府の緑色食品に対する基

本スタンスは緑色食品の基準にかかる経過

に最も象徴的に表されている。
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第4表　緑色食品の等級基準

AA 級 A 級

環境条件

生産条件

製品条件

包装流通

・土壌，水質，大気条件等の
環境要素に関する測定値
の係数がすべて１以下で
あること。

・全生産過程において化学
肥料，農薬，成長促進剤な
どをいっさい使用しない
こと。

・すべての化学合成物質が
検出されてはいけない。

・製品および環境への二次
汚染がないこと。緑色食品
の標識色はみどり，認可ナ
ンバー最後の数字は偶数。

・土壌，水質，大気条件等
の環境要素に関する測
定値の総合係数が１以
下であること。

・緑色食品の生産基準に
基づき特定の時期，特
定の化学肥料，農薬は
使用できる。

・国際化学製品連盟に使
用許可されている肥
料，農薬についてはそ
の残留は国際公認基準
の２分の１以下。

・製品および環境への二
次汚染がないこと。標
識色はしろ，認可ナン
バー最後の数字は奇
数。

出典　中国緑色食品発展センター資料

第1図　認証マーク�

緑食食品� 有機農産物�



      

　すなわち89年に，①農家の所得向上，②

生態環境の維持，③消費者需要への対応，

から緑色食品の基準が作成されたが，これ

は現在のＡ級の内容に相当するものであっ

た。

　これが93年に緑色食品発展センターが国

際有機農業運動連盟（IFOAM）に加盟したの

をきっかけに，AA　級が設けられ，これまで

のものがＡ級とされた。

　このように基本は減農薬・減化学肥料の

Ａ級に置いており，国際基準に対応させて

　AA　級も付け加えたものである。そしてあえ

て同じ緑色食品の中に有機農産物と減農

薬・減化学肥料農産物とを包摂した体系と

したものである。

　

　

　

　

　以上，韓国に重点を置いて紹介してきた

が，高温多湿，同じモンスーン地帯にある

日中韓を横並びしてみると，実態的には所

得水準の高い日本での生産・取組が若干先

行してはいるものの，法的手当て，助成制

度等については逆に遅れをとっているのが

現状であると言わざるをえない。

　韓国，中国とも環境農産物，緑色食品の

基準策定にあたっては，農業における環境

負荷の軽減をはかると同時に，自国の気候

風土等自然条件に対応して現実的にこれを

実現していくため，メーンには減農薬・減

化学肥料を置き，有機栽培のレベルに段階

的に近づいていくことを基本としており，

特に韓国では環境農業への取り組みが自国

農業の存続をかけた国家戦略として整理さ

れている。

　自然条件によって大きく左右される農業

にとってこうした整理はむしろきわめて自

然であると考えられるが，まさに地域重

視，自国重視，さらに言えば東アジア型農

業確立への果敢なる取組宣言であり，WTO　

体制に対する挑戦であるということができ

よう。こうした国際比較から浮かび上がっ

てくるのは，国際基準優先，国内生産事情

軽視の我が国農政のスタンスである。

　我が国農業が生き残っていくためにはコ

スト低下だけでは太刀打ちできようもな

く，多面的機能発揮のため持続性の高い循

環型農業であることが求められるが，今般

の新農業基本法の成立，JAS　法の改正，持続

型農業促進法の成立等により，これを具体

的に推進していく前提は不十分ながらも

整ったとみることはできる。これを具体的

に推進していく裏打ち，システムの構築が

求められるのであり，日本の対応を台湾を

も含めた東アジアはもとより，アジア各国

が大いに注目してみていることを肝に銘じ

るべきである。

（蔦谷栄一・つたやえいいち）

　すなわち89年に，①農家の所得向上，②

生態環境の維持，③消費者需要への対応，

から緑色食品の基準が作成されたが，これ

は現在のＡ級の内容に相当するものであっ

た。

　これが93年に緑色食品発展センターが国

際有機農業運動連盟（IFOAM）に加盟したの

をきっかけに，AA　級が設けられ，これまで

のものがＡ級とされた。

　このように基本は減農薬・減化学肥料の

Ａ級に置いており，国際基準に対応させて

　AA　級も付け加えたものである。そしてあえ

て同じ緑色食品の中に有機農産物と減農

薬・減化学肥料農産物とを包摂した体系と

したものである。

　

　

　

　

　以上，韓国に重点を置いて紹介してきた

が，高温多湿，同じモンスーン地帯にある

日中韓を横並びしてみると，実態的には所

得水準の高い日本での生産・取組が若干先

行してはいるものの，法的手当て，助成制

度等については逆に遅れをとっているのが

現状であると言わざるをえない。

　韓国，中国とも環境農産物，緑色食品の

基準策定にあたっては，農業における環境

負荷の軽減をはかると同時に，自国の気候

風土等自然条件に対応して現実的にこれを

実現していくため，メーンには減農薬・減

化学肥料を置き，有機栽培のレベルに段階

的に近づいていくことを基本としており，

特に韓国では環境農業への取り組みが自国

農業の存続をかけた国家戦略として整理さ

れている。

　自然条件によって大きく左右される農業

にとってこうした整理はむしろきわめて自

然であると考えられるが，まさに地域重

視，自国重視，さらに言えば東アジア型農

業確立への果敢なる取組宣言であり，WTO　

体制に対する挑戦であるということができ

よう。こうした国際比較から浮かび上がっ

てくるのは，国際基準優先，国内生産事情

軽視の我が国農政のスタンスである。

　我が国農業が生き残っていくためにはコ

スト低下だけでは太刀打ちできようもな

く，多面的機能発揮のため持続性の高い循

環型農業であることが求められるが，今般

の新農業基本法の成立，JAS　法の改正，持続

型農業促進法の成立等により，これを具体

的に推進していく前提は不十分ながらも

整ったとみることはできる。これを具体的

に推進していく裏打ち，システムの構築が

求められるのであり，日本の対応を台湾を

も含めた東アジアはもとより，アジア各国

が大いに注目してみていることを肝に銘じ

るべきである。

（蔦谷栄一・つたやえいいち）
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４．むすび

――東アジア型農業確立への挑戦――



      

　

　

　

１ 畜産環境問題とは，家畜の飼育に伴って周辺の環境を汚染したり，悪臭，害虫など人間

生活にとって不快な問題を引き起こすことであり，ほとんどはふん尿が原因である。畜産

経営体数が大幅に減少したため畜産に対する地域住民の苦情件数は減少したが，苦情発生

率は増加しており，資源循環という観点からも引き続き対策が必要である。

　

２．家畜ふん尿の発生量は家畜の飼育頭羽数に比例して増加してきた。ふん尿の処理方法は

形状，畜種によって異なっているが，「野積み」「素掘り」での処理は水質汚濁，悪臭の発

生源となっており改善が求められている。しかし，ふん尿処理には費用がかかり，畜産経

営にとって経営圧迫要因となっている。

　

３．ふん尿処理に関してはこれまでも様々な対策がとられてきたが，それらを整理すると，

①技術的な対策，②農業経営面の対策，③制度的な対策，に分けることができる。ふん尿

処理対策をいっそう強化するため，今年7月に「家畜排せつ物管理法」が制定された。「持

続的農業法」「肥料取締法の改正」と合わせて「農業環境三法」と呼ばれており，農業環境

三法の成立は政府が環境保全型農業を推進することを明らかにしたという意味で意義深い

が，その政策手法は不十分である。

　

４．有機質肥料は土壌の物理性，生物性を改善し地力の維持・増進に有効であるが，日本の

農地（特に水田）では堆肥使用量が減少している。水田については稲ワラ鋤き込みにより

全体としてはあまり問題が起きていないが，畑では地力の低下がみられ，家畜ふん尿の有

機質肥料としての利用を進めることにより土壌保全対策を強化する必要がある。

　

５．畜産環境問題は苦情対策という次元にとどまるべきでなく，日本農業の資源循環や畜産

業のあり方まで踏み込む必要がある。日本の畜産業は自給飼料基盤を充実させる必要があ

り，畜産環境対策のためにも中山間地域政策と連携して林野の畜産的利用を進めるべきで

ある。

．

畜産環境問題の現状と課題
――　資源循環と土づくりに向けて　――

〔要　　　旨〕
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　動物は生命を維持するために植物や他の

動物を食べてエネルギー源（糖，脂肪等）や

自らの体を形成する原料（タンパク質，アミ

ノ酸等）とし，消化されなかった部分や老廃

物をふん尿という形で体外に排出する。自

然界においては，動物のふん尿は土壌中で

微生物により無機物に分解され，環境中に

放出されたり，再び植物の栄養分となり，

ふん尿は生態系の循環の一部を担ってい

る。人間の必要とする肉，乳，卵，衣料原

料等を得るために営まれる畜産（動物の飼

養）は，発生するふん尿を堆肥として農地に

還元することにより，地力の維持・改善の

ため重要な役割を果たしてきた。

　しかし，化学肥料の普及，兼業化の進展

等により，近年，日本の農地への堆肥使用

量は減少しており，地力の低下が懸念され

ている。また，畜産の経営規模が急速に拡

大した結果，ふん尿が経営内で循環できな

くなり，畜産は悪臭，水質汚濁等の環境問

題の発生源ともなっている。

　こうした事態を受け，この7月に，家畜ふ

ん尿の適正な管理・処理を義務づけ，土づ

くりのために有機質肥料の利用を促進し，

環境と調和のとれた農業を推進するための

「農業環境三法」が成立した。本稿は，畜

産環境問題の現状を整理するとともに，農

業環境三法の意義と今後の日本の畜産業の

あり方を検討する。

　

　

　

　（1）　「畜産環境問題」とは何か

　畜産環境問題とは畜産経営に伴って生ず

る環境問題のことであり，「畜産公害」とも
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呼ばれている。具体的には，家畜の飼育に

伴って周辺の環境（水，大気，土壌）を汚染

したり，人間生活にとって不快な問題（悪

臭，害虫，騒音）を引き起こすことである。

また，家畜が排出する二酸化炭素や，ふん

尿が発酵する過程で発生するメタンガスが

地球温暖化の一つの要因になっているとい

う問題もある。

　畜産環境問題のうち悪臭と水質汚濁が特

に問題になっているが，両者とも主にふん

尿によるものであり，畜産環境問題とはふ

ん尿処理問題のことであるということもで

きる。そのふん尿の管理・処理が適切でな

いために地域住民から苦情が出ている。

　

　（2）　苦情件数と苦情内容

　畜産に対する地域住民の苦情件数（市町

村役場に寄せられたもので農林水産省が集

計）は1997年に2,518件あり
（注1）

，苦情件数が

ピークであった70年代前半に比べると約４

分の１に減少している（第１図）。苦情件数

が減少したのは，この間にふん尿処理対策

が進んだということもできるが，主には畜

産経営体の数が減少したためであり，この

間（1970～97年の27年間）に，畜産経営体数

は，酪農８分の１，肉用牛６分の１，養豚

31分の１，採卵鶏243分の１，ブロイラー５

分の１と大きく減少した（ただし採卵鶏につ

いては統計の不連続性あり）。なかでも減少

が激しかったのは住宅地に接しているよう

な地域の経営体であり，この間に畜産経営

の立地が変化したといえよう。その大きな

要因として地域住民からの苦情があったこ

とが推察される。

　苦情を種類別にみると，悪臭61％，水質

汚濁34％，害虫発生12％，騒音その他６％

（苦情の重複あり）であり，畜種別の割合は，

豚34％，乳用牛33％，鶏20％，肉用牛11％

である。

　（注1）　「環境白書」によると，97年度における日本
全国の公害苦情件数（典型７公害ほか）は70,975
件であり,このうち畜産に対する苦情は全体の3.5
％である。苦情が多いのは，①大気汚染，②悪
臭，③騒音であり，この三種で６割を占める。

　

　（3）　苦情発生率

　苦情件数は大幅に減少したが，この間に

経営体数はそれ以上の率で減少したため，

苦情発生率（＝苦情発生件数÷畜産経営体

数）は，逆に２倍（73年0.6％→97年1.2％）

に増大している（第２図）。

　苦情発生率を畜種別にみると，乳用牛2.1

％，肉用牛0.2％に対して，豚6.0％，鶏5.1％

であり，豚と鶏が非常に高い。また，苦情

発生率を経営規模別にみると，経営規模が

呼ばれている。具体的には，家畜の飼育に

伴って周辺の環境（水，大気，土壌）を汚染

したり，人間生活にとって不快な問題（悪

臭，害虫，騒音）を引き起こすことである。
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う問題もある。
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に問題になっているが，両者とも主にふん

尿によるものであり，畜産環境問題とはふ
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　（2）　苦情件数と苦情内容

　畜産に対する地域住民の苦情件数（市町

村役場に寄せられたもので農林水産省が集

計）は1997年に2,518件あり
（注1）

，苦情件数が

ピークであった70年代前半に比べると約４

分の１に減少している（第１図）。苦情件数

が減少したのは，この間にふん尿処理対策

が進んだということもできるが，主には畜

産経営体の数が減少したためであり，この

間（1970～97年の27年間）に，畜産経営体数

は，酪農８分の１，肉用牛６分の１，養豚

31分の１，採卵鶏243分の１，ブロイラー５

分の１と大きく減少した（ただし採卵鶏につ

いては統計の不連続性あり）。なかでも減少

が激しかったのは住宅地に接しているよう

な地域の経営体であり，この間に畜産経営

の立地が変化したといえよう。その大きな

要因として地域住民からの苦情があったこ

とが推察される。

　苦情を種類別にみると，悪臭61％，水質

汚濁34％，害虫発生12％，騒音その他６％

（苦情の重複あり）であり，畜種別の割合は，

豚34％，乳用牛33％，鶏20％，肉用牛11％

である。

　（注1）　「環境白書」によると，97年度における日本
全国の公害苦情件数（典型７公害ほか）は70,975
件であり,このうち畜産に対する苦情は全体の3.5
％である。苦情が多いのは，①大気汚染，②悪
臭，③騒音であり，この三種で６割を占める。

　

　（3）　苦情発生率

　苦情件数は大幅に減少したが，この間に

経営体数はそれ以上の率で減少したため，

苦情発生率（＝苦情発生件数÷畜産経営体

数）は，逆に２倍（73年0.6％→97年1.2％）

に増大している（第２図）。

　苦情発生率を畜種別にみると，乳用牛2.1

％，肉用牛0.2％に対して，豚6.0％，鶏5.1％
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大きいほど苦情発生率も高くなっている

（第３図）。

　苦情件数は減少したものの，必ずしも苦

情としては現れてこない畜産由来の環境問

題（例えば地下水汚染，温暖化ガス）もあり，

資源循環という観点からも畜産環境問題へ

の対策は引き続き強化していかなくてはな

らない。

　

　

　

　

　（1）　ふん尿の発生量

　家畜ふん尿の年間発生量は8,545万トン

（96年度）であり
（注2）
，これは米の生産量の約８

倍である。ちなみに日本人１億2,500万人の

年間し尿排泄量は7,376万kl（96年度，自治

省調べ）であり，人間の場合はこれを多額の

費用をかけて下水道（現在普及率55％）や浄

化槽，汲み取り方式で処理している。

　ふん尿発生量は家畜の飼育頭羽数の増大

に比例して増加してきたが，91年以降は畜

産物輸入増大等による国内畜産業の縮小に

よりやや減少に転じている（第４図）。畜種

別にみると，乳用牛30％，肉用牛28％，豚

25％，鶏17％であり，牛が全体の６割を占

めている。当然のことであるが，畜産の盛

んな地域（北海道，鹿児島県，宮崎県，愛知

県，群馬県，千葉県等）での発生量が多い。

大きいほど苦情発生率も高くなっている

（第３図）。
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に比例して増加してきたが，91年以降は畜

産物輸入増大等による国内畜産業の縮小に

よりやや減少に転じている（第４図）。畜種

別にみると，乳用牛30％，肉用牛28％，豚

25％，鶏17％であり，牛が全体の６割を占

めている。当然のことであるが，畜産の盛

んな地域（北海道，鹿児島県，宮崎県，愛知

県，群馬県，千葉県等）での発生量が多い。
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　このふん尿は，米国等からの輸入飼料穀

物（トウモロコシ，大豆等）と国産の飼料作

物を家畜に与えたもののうち消化されな

かった部分に水分が加わったものであり，

米国等の土壌から吸収された栄養分（肥料

成分）が日本の環境中に流出しているとい

うことができる（第５図）。

　（注2）　羽賀清典氏の推計であり，他の異なる推計
値もある。なお「環境白書」では，家畜ふん尿の
発生量を7,221万トン（96年度）と推計しており，
家畜ふん尿は産業廃棄物全体の18.4％（重量ベー
ス）を占めるとしている。

　

　（2）　ふん尿の処理・利用状況

　ふん尿は，ふんと尿が分離している場合

と混合している場合があり，その形態や畜

　このふん尿は，米国等からの輸入飼料穀

物（トウモロコシ，大豆等）と国産の飼料作

物を家畜に与えたもののうち消化されな

かった部分に水分が加わったものであり，

米国等の土壌から吸収された栄養分（肥料

成分）が日本の環境中に流出しているとい

うことができる（第５図）。

　（注2）　羽賀清典氏の推計であり，他の異なる推計
値もある。なお「環境白書」では，家畜ふん尿の
発生量を7,221万トン（96年度）と推計しており，
家畜ふん尿は産業廃棄物全体の18.4％（重量ベー
ス）を占めるとしている。

　

　（2）　ふん尿の処理・利用状況

　ふん尿は，ふんと尿が分離している場合

と混合している場合があり，その形態や畜

農林金融1999・9
48　‐　658

��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������
��������������������������������������������������������

���
���
yyy
yyy

第4図   家畜ふん尿発生量推移�

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1960年度� 70 80 90

（千万トン）�

出典　第１図に同じ�

乳用牛�

肉用牛�

豚�

採卵鶏�

ブロイラー�

第5図  ふ ん 尿 の 発 生 構 造 �

資料  「流通飼料便覧」等から筆者作成�
(注)　  数字は97年の実重量（単位：百万トン）�

輸入粗飼料�

輸入穀物等�
（トウモロコシ・麦・�
大豆・ナタネ等）�

国産穀物等�
（米・麦・いも・大豆等）�

国産飼料作物�
（牧草・トウモロコシ）�

食品加工�
水�

肉�

牛乳�

卵�

農　地�

化学肥料�

稲ワラ�

野菜�

果実�

2（成分）�
7

9

39

15 39

1

20

18
2

8

85

ふん　51�
尿　　34

14

5

3

9

3

ふ
ん
尿�

環
境
中
に
流
出�

（� ）�

  家  畜�
牛  475万頭�
豚  982万頭�
鶏  3億735万羽�

�



      

種によって処理方法は異

なっている（第６図）。かつ

ては敷きワラを利用し固形

物と汚水（尿）が分かれてい

るのが普通であったが，近

年では自然流下式やフリー

ストールの導入によりスラ

リー（ふんと尿が混合して液

状になったもの）も多く

なっており，ふん尿混合の

割合は酪農で４割，養豚で３割ある
（注3）

。

　問題は排出されたふん尿がどう処理され

ているかであるが，堆肥舎，ハウス乾燥施

設，浄化槽が徐々に普及してきたものの，

「野積み」「素掘り」での処理も乳用牛で４

割，肉用牛と養豚で２割ある
（注4）
。こうした処

理方法は，悪臭，水質汚濁，害虫発生の要

因となっており，改善が求められている。

また，限られた農地にふん尿が過剰に散布

され，地下水や河川に流出して水質汚濁の

原因となっているケースもある。

　ふん尿の利用については，乳用牛で

94％，肉用牛で93％の農家が経営内で利用

しているが
（注5）
，豚では経営内利用をしている

経営体は40％であり，採卵鶏（同19％）とブ

ロイラー（同17％）はさらに低い。一方，販

売交換をしている経営体は乳用牛43％，肉

用牛27％であるが，採卵鶏は63％と高く，

ブロイラーは無償譲渡も入れると8割近い

経営体が耕種農家にふん尿を供給してい

る。このように，豚，採卵鶏，ブロイラー

では飼育規模に見合った農地を所有してい

ない場合が多いため経営内利用が少なく，

経営内で処理できない部分は耕種農家に

使ってもらっている。

　この調査によると，ふん尿は何らかの形

でほとんど耕種農業に利用されているよう

に見えるが，日本の農地では化学肥料も多

量に使用しているため，地域によってはふ

ん尿が農地に対して過剰になっており（第
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第7図   農耕地１haあたりの家畜ふん尿窒素量�
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７図），余剰分が環境中に流出している地域

もあると考えられる
（注6）
。

　（注3）　「環境保全型農業調査」（97年）による。同調
査は，乳用牛50頭以上，肉用牛100頭以上，養豚
500頭以上を対象にしており，調査対象が全体（経
営体数）に占める割合は，乳用牛23％，肉用牛
7％，豚32％であることに留意する必要がある。な
お「農業構造動態調査」（1993年，成畜5頭以上を
対象）によると，酪農でふん尿混合の割合は20％
であり，大規模農家のほうがふん尿混合の割合が
高い。

　（注4）　（注3）と同じく「環境保全型農業調査」（97
年）によるものであり，小規模経営体を含めると
この割合はもっと高い可能性がある。

　（注5）　「農業構造動態調査」「畜産統計」によるデー
タ。ただし，これは多少でも経営内利用をしてい
る農家の戸数割合（複数回答あり）であり，乳用
牛のふん尿発生量の94％が経営内利用されてい
るわけではない。

　（注6）　ある推計（90年）によると，日本の農地の窒
素受け入れ可能量は122万トンであるが，化学肥
料を現状程度使うとすると農地の家畜ふん尿か
らの窒素受け入れ可能量は58万トンである。これ
に対し家畜ふん尿から出る窒素は年間56万トン
であり，日本の農地はふん尿受け入れの限界に達
しているという（徹底討論「環境保全・持続的農
業の技術開発」〈畜産編〉『農業技術』48（8），
1994）。

　

　（3）　ふん尿処理コスト

　ふん尿処理には費用がかかるが，その費

用は堆肥販売では回収できず経営コストに

なっている。ふん尿処理コストの内訳は，

ふん尿処理にかかる労働費と処理施設（堆

肥舎，切返用機械，尿溜等）の償却費である

が，「畜産物生産費調査」（97年）によると，

酪農のふん尿処理労働（敷料搬入労働を含

む）は総労働の13％，総費用の4％を占め，

養豚については総労働の34％，総費用の7％

を占めている。生産費調査ではふん尿処理

施設の償却費を区分して公表していない

が，酪農，養豚とも，ふん尿処理コスト（労

働費＋償却費）は総費用の12％程度になっ

ているとの試算もあり，ふん尿処理は畜産

経営にとって無視できない経営圧迫要因に

なっている。

　なお，農林水産省は補助事業で全国に堆

肥センターを設置してきており，95年現在

で全国に2,537の堆肥センターが存在して

いるが，その運営費用を堆肥販売でまかな

えず赤字になっているものが多い。

　

　

　

　

　ふん尿処理に関してはこれまでも様々な

対策がとられてきたが，それらを整理する

と，（1）技術的な対策，（2）農業経営面の対

策，（3）制度的な対策，に分けることができる。

　

　（1）　技術的な対策

　技術的な対策として，①飼料成分（例えば

アミノ酸バランス）の改善による排出量の削

減，②乾燥・堆肥化技術（微生物，施設等），

③汚水浄化技術（微生物，施設等），④悪臭防

止技術（脱臭装置等），⑤ガス発生の抑制技

術，⑥エネルギー利用技術（燃焼，メタンガ

ス利用），がある。これらの研究開発は国や

都道府県の畜産試験場あるいは企業で行わ

れており，これまでも様々な成果を生み出

してきたが，効率的なふん尿処理のため一

層の技術開発が期待される。

　

　（2）　農業経営面の対策

　農業経営面の対策として，①処理コスト
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らの窒素受け入れ可能量は58万トンである。これ
に対し家畜ふん尿から出る窒素は年間56万トン
であり，日本の農地はふん尿受け入れの限界に達
しているという（徹底討論「環境保全・持続的農
業の技術開発」〈畜産編〉『農業技術』48（8），
1994）。

　

　（3）　ふん尿処理コスト

　ふん尿処理には費用がかかるが，その費

用は堆肥販売では回収できず経営コストに

なっている。ふん尿処理コストの内訳は，

ふん尿処理にかかる労働費と処理施設（堆

肥舎，切返用機械，尿溜等）の償却費である

が，「畜産物生産費調査」（97年）によると，

酪農のふん尿処理労働（敷料搬入労働を含

む）は総労働の13％，総費用の4％を占め，

養豚については総労働の34％，総費用の7％

を占めている。生産費調査ではふん尿処理

施設の償却費を区分して公表していない

が，酪農，養豚とも，ふん尿処理コスト（労

働費＋償却費）は総費用の12％程度になっ

ているとの試算もあり，ふん尿処理は畜産

経営にとって無視できない経営圧迫要因に

なっている。

　なお，農林水産省は補助事業で全国に堆

肥センターを設置してきており，95年現在

で全国に2,537の堆肥センターが存在して

いるが，その運営費用を堆肥販売でまかな

えず赤字になっているものが多い。

　

　

　

　

　ふん尿処理に関してはこれまでも様々な

対策がとられてきたが，それらを整理する

と，（1）技術的な対策，（2）農業経営面の対

策，（3）制度的な対策，に分けることができる。

　

　（1）　技術的な対策

　技術的な対策として，①飼料成分（例えば

アミノ酸バランス）の改善による排出量の削

減，②乾燥・堆肥化技術（微生物，施設等），

③汚水浄化技術（微生物，施設等），④悪臭防

止技術（脱臭装置等），⑤ガス発生の抑制技

術，⑥エネルギー利用技術（燃焼，メタンガ

ス利用），がある。これらの研究開発は国や

都道府県の畜産試験場あるいは企業で行わ

れており，これまでも様々な成果を生み出

してきたが，効率的なふん尿処理のため一

層の技術開発が期待される。

　

　（2）　農業経営面の対策

　農業経営面の対策として，①処理コスト
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の削減（共同施設の設置，簡易施設の開発），

②エネルギー・有機質肥料の販売による費

用回収，③ふん尿処理のための労働力確

保，省力化，④ふん尿を還元する農地の確

保，⑤地域内でのふん尿の流通（地域の耕種

農家との提携），⑥悪臭対策としての立地・

施設設計方法の配慮，がある。ふん尿処理

コストを経営のなかでいかに吸収していく

かが課題であり，資源循環，地力維持のた

めにも，耕種作物との複合経営，地域内での

耕種農家との提携を進めていく必要がある
（注7）
。

　（注7）　ふん尿処理の観点から複合経営，地域複合
を論じたものとして，松木洋一「有畜複合経営の
展開」，高橋正郎「地域複合化の論理」（金沢夏樹
編著『農業経営の複合化』〈地球社，1984〉所収）
がある。

　

　（3）　制度的な対策

　制度的な対策としては，法律による規制

と施設等への助成がある。例えば，家畜ふ

ん尿は産業廃棄物処理法（1973年制定）によ

り産業廃棄物に指定され，不法投棄の禁

止，処理の義務づけ，肥料としての使用方

法の規制が行われている。また，水質汚濁防

止法（70年制定）による排水規制（BOD，COD,

浮遊物質等），悪臭防止法（71年制定）による

臭気強度規制や湖沼水質保全特別措置法

（84年制定）の規制も受けている。

　EU　では家畜ふん尿が地下水汚染の大き

な原因であるため，畜産環境対策（ふん尿処

理規制）が厳しく行われている（第１表）。日

本では飲み水の地下水への依存度が低いた

め，これまで地下水汚染が　EU　ほど大きな問

題にならなかったが，水質検査では高い硝

酸性窒素濃度が検出されている事例も報告

されており，今年から硝酸性窒素が環境基

本法に基づく環境基準に加えられた。

　なお，こうした規制以外に，農林水産省

は，ふん尿処理施設設置への助成や制度資

金融資，畜産環境整備機構を通じたリース

事業を行っており，堆肥センターの設置を

推進してきた。

　

　（4）　農業環境三法

　ふん尿処理対策を一層強化するため，今

年７月に「家畜排せつ物の管理の適正化及

び利用の促進にかかる法律（家畜排せつ物管

の削減（共同施設の設置，簡易施設の開発），

②エネルギー・有機質肥料の販売による費

用回収，③ふん尿処理のための労働力確

保，省力化，④ふん尿を還元する農地の確

保，⑤地域内でのふん尿の流通（地域の耕種

農家との提携），⑥悪臭対策としての立地・

施設設計方法の配慮，がある。ふん尿処理

コストを経営のなかでいかに吸収していく

かが課題であり，資源循環，地力維持のた

めにも，耕種作物との複合経営，地域内での

耕種農家との提携を進めていく必要がある
（注7）
。

　（注7）　ふん尿処理の観点から複合経営，地域複合
を論じたものとして，松木洋一「有畜複合経営の
展開」，高橋正郎「地域複合化の論理」（金沢夏樹
編著『農業経営の複合化』〈地球社，1984〉所収）
がある。

　

　（3）　制度的な対策

　制度的な対策としては，法律による規制

と施設等への助成がある。例えば，家畜ふ

ん尿は産業廃棄物処理法（1973年制定）によ

り産業廃棄物に指定され，不法投棄の禁

止，処理の義務づけ，肥料としての使用方

法の規制が行われている。また，水質汚濁防

止法（70年制定）による排水規制（BOD，COD,

浮遊物質等），悪臭防止法（71年制定）による

臭気強度規制や湖沼水質保全特別措置法

（84年制定）の規制も受けている。

　EU　では家畜ふん尿が地下水汚染の大き

な原因であるため，畜産環境対策（ふん尿処

理規制）が厳しく行われている（第１表）。日

本では飲み水の地下水への依存度が低いた

め，これまで地下水汚染が　EU　ほど大きな問

題にならなかったが，水質検査では高い硝

酸性窒素濃度が検出されている事例も報告

されており，今年から硝酸性窒素が環境基

本法に基づく環境基準に加えられた。

　なお，こうした規制以外に，農林水産省

は，ふん尿処理施設設置への助成や制度資

金融資，畜産環境整備機構を通じたリース

事業を行っており，堆肥センターの設置を

推進してきた。

　

　（4）　農業環境三法

　ふん尿処理対策を一層強化するため，今

年７月に「家畜排せつ物の管理の適正化及

び利用の促進にかかる法律（家畜排せつ物管
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第1表　EU主要国の畜産環境対策

資料　押田ほか編『畜産環境保全論』等から作成

オランダ デンマーク ドイツ フランス イギリス

ふん尿散布量
上限

（㎏／ha）　

ふん尿散布時
期の制限

家畜頭数上限
（／ha）　

ふん尿貯蔵施
設設置義務

その他

りん酸
175（草地）
125（耕地）

２～８月

牛３頭

７～８か月分

記録記帳義務
過剰ふん尿へ
の課徴金

窒素
248（牛）
184（豚）

２月～収穫期
草地10月まで

牛2.3頭
母豚5.1頭

９か月分

施用計画作成
義務
散布地制限

窒素
200
　

２月～収穫期
草地10月まで

2.5肥料単位
牛3.75頭

６か月分

散布地制限

窒素
350（草地）
200（耕地）

２～11月中旬

－

４か月分

施用計画作成
義務
散布地制限

窒素
250
　

冬期，大雨時
は禁止

－

４か月分

記録記帳義務
散布地制限



      

理法）」が制定された。同時に成立した「持

続性の高い農業生産方式の導入の促進に関

する法律（持続的農業法）」「肥料取締法の改

正」と合わせて「農業環境三法」と呼ばれ

ており，これらは，家畜ふん尿の適正な管

理・処理を義務づけるとともに，土づくり

のために有機質肥料の利用を促進し，環境

と調和した農業を推進することを目的にし

ている。

　このうち「家畜排せつ物管理法」は，国

が利用促進の基本方針，都道府県が利用促

進計画を策定し，施設整備計画の認定を受

けた畜産経営体に対してふん尿処理施設設

置のための公庫資金融資を行うとともに，

国が定める管理基準に基づいて不適切な処

理をしている経営体を指導し，勧告に従わ

なかった場合の罰則規定も設けている
（注8）

。

「持続的農業法」は，都道府県が定めた持続

的農業の導入指針に基づいて農業者が導入

計画を作成し，その農業者を支援するため

農業改良資金の償還期限延長と課税の特例

を行うというものである。また「肥料取締

法の改正」は，特殊肥料（堆肥等）の品質表

示を規定したものである。

　このように，農業環境三法は，これまで

の公害対策的発想から一歩踏み出し，政府

が環境保全型農業を推進することを明らか

にしたという意味で意義深い法律であり，

先に成立した「食料・農業・農村基本法」

における環境保全型農業の推進という方針

に沿うものである。しかし，残念ながら，

その政策手法（助成内容，中山間地域対策と

のリンク等）は　EU　と比較してまだ不十分で

あると言わざるをえず，今後，制度のさら

なる充実が期待される。

　（注8）　農林水産省は，管理基準を義務づける対象
農家を，牛10頭以上，豚100頭以上とし（酪農
89％，肉用牛30％，養豚62％の経営体をカバー），
罰則の適用に関しては5年間の経過期間を設ける
方針であるという（日本農業新聞99.8.10によ
る）。

　

　

　

　（1）　農業における堆肥の意義

　農業とは収穫を目的に特定の植物を特定

の土地で人為的に育成することであり，収

穫した後は土壌中から栄養分が失われる。

したがって，作物をその土地で継続的に栽

培するためには肥料を投入する必要があ

る。

　その肥料の本質は何であるか，植物が栄

養分をどのように吸収するのかについて，

19世紀に，有機質をそのまま吸収するとす

る「有機質説（腐植説）」（テーア）と無機質

を吸収するとする「無機質説（無機栄養

説）」（リービヒ）との間で論争が行われた
（注9）
。

論争の結果はリービヒ説が正しいとされ，

その後リービヒ説に基づいて化学肥料が普

及していった。近年では，水耕栽培という

有機物を施用しない土から離れた農法が普

及するまでに至っている。

　しかし，リービヒ以降の化学肥料の急速

な普及に対して，ハワードは『農業聖典』

（1940年）のなかで，化学肥料の多用により

土壌が疲弊していることを指摘し，有機質

肥料による土づくりを主張した。このハ

理法）」が制定された。同時に成立した「持

続性の高い農業生産方式の導入の促進に関

する法律（持続的農業法）」「肥料取締法の改

正」と合わせて「農業環境三法」と呼ばれ

ており，これらは，家畜ふん尿の適正な管

理・処理を義務づけるとともに，土づくり

のために有機質肥料の利用を促進し，環境

と調和した農業を推進することを目的にし

ている。

　このうち「家畜排せつ物管理法」は，国

が利用促進の基本方針，都道府県が利用促

進計画を策定し，施設整備計画の認定を受

けた畜産経営体に対してふん尿処理施設設

置のための公庫資金融資を行うとともに，

国が定める管理基準に基づいて不適切な処

理をしている経営体を指導し，勧告に従わ

なかった場合の罰則規定も設けている
（注8）

。

「持続的農業法」は，都道府県が定めた持続

的農業の導入指針に基づいて農業者が導入

計画を作成し，その農業者を支援するため

農業改良資金の償還期限延長と課税の特例

を行うというものである。また「肥料取締

法の改正」は，特殊肥料（堆肥等）の品質表

示を規定したものである。

　このように，農業環境三法は，これまで

の公害対策的発想から一歩踏み出し，政府

が環境保全型農業を推進することを明らか

にしたという意味で意義深い法律であり，

先に成立した「食料・農業・農村基本法」

における環境保全型農業の推進という方針

に沿うものである。しかし，残念ながら，

その政策手法（助成内容，中山間地域対策と

のリンク等）は　EU　と比較してまだ不十分で

あると言わざるをえず，今後，制度のさら

なる充実が期待される。

　（注8）　農林水産省は，管理基準を義務づける対象
農家を，牛10頭以上，豚100頭以上とし（酪農
89％，肉用牛30％，養豚62％の経営体をカバー），
罰則の適用に関しては5年間の経過期間を設ける
方針であるという（日本農業新聞99.8.10によ
る）。

　

　

　

　（1）　農業における堆肥の意義

　農業とは収穫を目的に特定の植物を特定

の土地で人為的に育成することであり，収

穫した後は土壌中から栄養分が失われる。

したがって，作物をその土地で継続的に栽

培するためには肥料を投入する必要があ

る。

　その肥料の本質は何であるか，植物が栄

養分をどのように吸収するのかについて，

19世紀に，有機質をそのまま吸収するとす

る「有機質説（腐植説）」（テーア）と無機質

を吸収するとする「無機質説（無機栄養

説）」（リービヒ）との間で論争が行われた
（注9）
。

論争の結果はリービヒ説が正しいとされ，

その後リービヒ説に基づいて化学肥料が普

及していった。近年では，水耕栽培という

有機物を施用しない土から離れた農法が普

及するまでに至っている。

　しかし，リービヒ以降の化学肥料の急速

な普及に対して，ハワードは『農業聖典』

（1940年）のなかで，化学肥料の多用により

土壌が疲弊していることを指摘し，有機質

肥料による土づくりを主張した。このハ
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ワードの主張とレイチェル・カーソンの

『沈黙の春』（1962年）による農薬批判が有機

農業運動の源流となり，有機農業論者は化

学肥料と農薬を批判して有機質肥料の施用

を主張してきた。

　リービヒが示したように，堆肥はそのま

まで植物に吸収されるわけではなく，微生

物により無機物に分解されてから無機物と

して吸収される
（注10）

。しかし，土壌は物理性（固

さ，透水性，通気性等），化学性（pH，養分保

持力等），生物性（有機物分解性，微生物活性

等）の三つの機能がそろって健全なのであ

り，有機物を投入しないで化学肥料だけを

使い続けると，連作障害を起こしたり土が

固くなってしまう。有機物を投入すること

により土壌の物理性（団粒構造）が改善さ

れ，ミミズや微生物が増殖して肥沃度（地

力）が増進すると考えられている。今日で

は，こうした有機質肥料の役割については

十分理解されるようになってきている。

　ところで，日本には「有機農業」が唱え

られる前から「有畜農業」という言葉があ

り，戦前（1930年頃）から「耕種と養畜の有

機的結合」が推奨されてきた
（注11）

。その意味す

るところは，耕種農業の副産物（稲わら，

草）を家畜に与えるとともに，家畜から排出

されるふん尿を堆肥として農地に還元し，

経営内の資源循環によって農業経営を経済

的かつ持続的に行おうというものである。

　（注9）　論争の内容，経緯については，椎名重明『農
学の思想－マルクスとリービヒ－』（東大出版
会，1976）参照。同書では，リービヒが農業・自
然の物質循環をよく理解しており，無機肥料万能
論者ではなかったことを紹介している。

　（注10）　「無機物」の化学的な定義は「炭素を含まな
い化合物」であり，逆に「有機物」は「炭素を含
む化合物」である。なお，最近の研究によると，
植物のなかにはアミノ酸等の単純な有機物を直
接吸収しているものがあるという。

　（注11）　有畜農業論については，岩片磯雄『有畜経
営論』（農文協，1951），桜井守正「有畜農業にお
ける技術と経営の展開」（東畑精一・磯辺秀俊編
『農業生産の展開構造』〈岩波書店，1957〉所収）
参照。なお，家畜ふん尿による堆肥づくりは戦前
の農本主義者によっても盛んに推奨された。

　

　（2）　堆肥利用の実態

　しかしながら，戦後の日本農業は，有機

農業論者や有畜農業論の主張とは異なる方

向に進んできた。第８図に見られるよう

に，水田に対する堆肥の使用量は70年代よ

り急減し，水田10ａあたりの堆肥使用量は

この30年間で約４分の１に減少した
（注12）

。その

要因は，①化学肥料の普及，②畜産と耕種

農業の分離，③ふん尿発生量の地域的偏

ワードの主張とレイチェル・カーソンの

『沈黙の春』（1962年）による農薬批判が有機

農業運動の源流となり，有機農業論者は化

学肥料と農薬を批判して有機質肥料の施用

を主張してきた。

　リービヒが示したように，堆肥はそのま

まで植物に吸収されるわけではなく，微生

物により無機物に分解されてから無機物と

して吸収される
（注10）

。しかし，土壌は物理性（固

さ，透水性，通気性等），化学性（pH，養分保

持力等），生物性（有機物分解性，微生物活性

等）の三つの機能がそろって健全なのであ

り，有機物を投入しないで化学肥料だけを

使い続けると，連作障害を起こしたり土が

固くなってしまう。有機物を投入すること

により土壌の物理性（団粒構造）が改善さ

れ，ミミズや微生物が増殖して肥沃度（地

力）が増進すると考えられている。今日で

は，こうした有機質肥料の役割については

十分理解されるようになってきている。

　ところで，日本には「有機農業」が唱え

られる前から「有畜農業」という言葉があ

り，戦前（1930年頃）から「耕種と養畜の有

機的結合」が推奨されてきた
（注11）

。その意味す

るところは，耕種農業の副産物（稲わら，

草）を家畜に与えるとともに，家畜から排出

されるふん尿を堆肥として農地に還元し，

経営内の資源循環によって農業経営を経済

的かつ持続的に行おうというものである。

　（注9）　論争の内容，経緯については，椎名重明『農
学の思想－マルクスとリービヒ－』（東大出版
会，1976）参照。同書では，リービヒが農業・自
然の物質循環をよく理解しており，無機肥料万能
論者ではなかったことを紹介している。

　（注10）　「無機物」の化学的な定義は「炭素を含まな
い化合物」であり，逆に「有機物」は「炭素を含
む化合物」である。なお，最近の研究によると，
植物のなかにはアミノ酸等の単純な有機物を直
接吸収しているものがあるという。

　（注11）　有畜農業論については，岩片磯雄『有畜経
営論』（農文協，1951），桜井守正「有畜農業にお
ける技術と経営の展開」（東畑精一・磯辺秀俊編
『農業生産の展開構造』〈岩波書店，1957〉所収）
参照。なお，家畜ふん尿による堆肥づくりは戦前
の農本主義者によっても盛んに推奨された。

　

　（2）　堆肥利用の実態

　しかしながら，戦後の日本農業は，有機

農業論者や有畜農業論の主張とは異なる方

向に進んできた。第８図に見られるよう

に，水田に対する堆肥の使用量は70年代よ

り急減し，水田10ａあたりの堆肥使用量は

この30年間で約４分の１に減少した
（注12）

。その

要因は，①化学肥料の普及，②畜産と耕種

農業の分離，③ふん尿発生量の地域的偏
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り，④農業機械化に伴う稲作農家の兼業化

による堆肥散布労働力の不足，であり，堆

肥使用量の減少は農業基本法に基づく「農

業近代化」政策の帰結であったともいうこ

とができよう。これを農家の立場で考える

と，化学肥料は堆肥より成分あたりの単価

が安く即効性もあり，また散布労働を省力

化できるために，化学肥料を選択している

ということになる。

　農業経営の内実をみても，日本の農家は

「有畜経営」とは反対の方向に進んできた。

かつては，日本のほとんどの農家は農耕用

の牛馬を１～２頭飼っており，庭先では鶏

を数羽飼い，裏山の落葉等も利用しながら

家畜ふん尿を堆肥として農地に還元してき
（注13）

た。ところが，現在の農業経営をみると，

農家戸数329万戸（98年）に対し，乳用牛飼

育農家（酪農家）は３万７千戸（農家総戸数

の1.1％），肉用牛飼育農家は13万３千戸（同

4.1％）に過ぎず，牛馬を飼っている農家は

激減し，畜産の大部分は一部の大規模経営

体に担われるようになった。この傾向は，

豚，鶏についてはいっそう顕著である。

　（注12）　この間に水稲作付面積が減少し（70年284
万ha→97年195ha），耕地利用率も低下したため
（70年108.9％→97年95.3％），水田に対する堆肥
の総使用量はこれ以上減少したと考えられる。な
お，飼料畑については，面積，生産量が増加した
ため堆肥使用量も増加したと考えられるが，その
他の畑（野菜等）に対する堆肥使用量の増減は不
明である。

　（注13）　日本の農家は，肥料不足のなかで人糞も貴
重な肥料として使用していた。近世における都市
下肥の利用に関しては，渡辺善次郎『都市と農村
の間』（論創社，1983）参照。

　

　

　（3）　地力の現状と土壌保全対策

　70年代に進行した堆肥使用量の急減とい

う事態に対し，当時，日本の地力の低下が

懸念された
（注14）

。そして84年に「地力増進法」

が制定され（耕地培養法の改正），この法律に

基づいて地力維持・改善のための努力が続

けられたが，その後も水田に対する堆肥使

用量は減少を続けた。

　ところが，この堆肥使用量の減少により

実際に日本の土壌は病んだかというと，水

田に関してはあまり問題は起きていないと

いうのが土壌専門家の見解である
（注15）

。それ

は，堆肥投入量が減少したものの，コンバ

インによる稲刈が増えたために稲ワラのす

き込みが増大し（第９図），この稲ワラが結

果的に有機質肥料として機能しているため

であり，現にこの間，米の収量は落ちてい

ない。水田では水を通じた栄養分の補給も

あり，水田が極めて優れた生産装置である

り，④農業機械化に伴う稲作農家の兼業化

による堆肥散布労働力の不足，であり，堆

肥使用量の減少は農業基本法に基づく「農

業近代化」政策の帰結であったともいうこ

とができよう。これを農家の立場で考える

と，化学肥料は堆肥より成分あたりの単価

が安く即効性もあり，また散布労働を省力

化できるために，化学肥料を選択している

ということになる。

　農業経営の内実をみても，日本の農家は

「有畜経営」とは反対の方向に進んできた。

かつては，日本のほとんどの農家は農耕用

の牛馬を１～２頭飼っており，庭先では鶏

を数羽飼い，裏山の落葉等も利用しながら

家畜ふん尿を堆肥として農地に還元してき
（注13）

た。ところが，現在の農業経営をみると，

農家戸数329万戸（98年）に対し，乳用牛飼

育農家（酪農家）は３万７千戸（農家総戸数

の1.1％），肉用牛飼育農家は13万３千戸（同

4.1％）に過ぎず，牛馬を飼っている農家は

激減し，畜産の大部分は一部の大規模経営

体に担われるようになった。この傾向は，

豚，鶏についてはいっそう顕著である。

　（注12）　この間に水稲作付面積が減少し（70年284
万ha→97年195ha），耕地利用率も低下したため
（70年108.9％→97年95.3％），水田に対する堆肥
の総使用量はこれ以上減少したと考えられる。な
お，飼料畑については，面積，生産量が増加した
ため堆肥使用量も増加したと考えられるが，その
他の畑（野菜等）に対する堆肥使用量の増減は不
明である。

　（注13）　日本の農家は，肥料不足のなかで人糞も貴
重な肥料として使用していた。近世における都市
下肥の利用に関しては，渡辺善次郎『都市と農村
の間』（論創社，1983）参照。

　

　

　（3）　地力の現状と土壌保全対策

　70年代に進行した堆肥使用量の急減とい

う事態に対し，当時，日本の地力の低下が

懸念された
（注14）

。そして84年に「地力増進法」

が制定され（耕地培養法の改正），この法律に

基づいて地力維持・改善のための努力が続

けられたが，その後も水田に対する堆肥使

用量は減少を続けた。

　ところが，この堆肥使用量の減少により

実際に日本の土壌は病んだかというと，水

田に関してはあまり問題は起きていないと

いうのが土壌専門家の見解である
（注15）

。それ

は，堆肥投入量が減少したものの，コンバ

インによる稲刈が増えたために稲ワラのす

き込みが増大し（第９図），この稲ワラが結

果的に有機質肥料として機能しているため

であり，現にこの間，米の収量は落ちてい

ない。水田では水を通じた栄養分の補給も

あり，水田が極めて優れた生産装置である
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第9図   稲ワラの利用状況�
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ことを証明しているということもできよ

う。逆に，水田では土壌の養分過剰（窒素，

りん酸）のほうが問題になっている。

　ただし，裏作を行っているか，稲ワラを

どう処理しているか（例えば焼却処分）に

よっても差があり，全国どこも全く問題が

ないというわけではなく，水田でも一部で

地力が低下している地域もある。また，畑

については，水田の稲ワラ鋤き込みのよう

な働きをもつものがないため，有機質が不

足して土壌の物理性（団粒構造等）や生物性

（微生物活性等）が劣化し，収穫量が減少した

り連作障害を起こしている土地が出ている
（注16）

。

「土壌環境基礎調査」によれば，畑，樹園地

では，化学肥料の多用により，りん酸，石

灰，カリが過剰になっており，その一方で

有機質が減少し腐植含有量が目標値に達し

ていない割合は普通畑（非黒ボク土）で57％

にも達している（水田では5％）。

　土壌は農業生産の基盤であり，日本農業

にとって地力維持・増進は引き続き重要な

課題である。畜産環境問題を土づくりとい

う方向で解決策を探り，家畜ふん尿の有機

質肥料としての利用を進めていく必要があ

ろう。ただし，言うまでもないことである

が，有機質肥料はただ撒けばよいというも

のではなく，土壌診断に基づいて施用する

必要があり，そのためにも土壌データの整

備が求められている。

　（注14）　当時の議論については，小倉武一・大内力
監修『日本の地力－技術的・経営的解明－』（御茶
の水書房，1976）参照。日本の土壌については，
終戦直後に行われた「低位生産地一般調査（土壌
調査）」の結果に基づき1952年に耕土培養法が制

定され，低位生産地の改良が進められてきた。さら
に，1959年度から78年度まで20年かけて行われた
「地力保全基本調査」では，水田の４割，畑・樹
園地の7割が土壌に何らかの阻害要因が存在する
「不良土壌」とされ，その結果を受けて84年に地
力増進法が制定された。なお，79年度から98年度
まで「土壌環境基礎調査」が実施され，現在結果
をとりまとめ中である。

　（注15）　農業環境技術研究所土壌管理科の上沢正
志氏，中井信氏による。両氏によれば，土壌（地
力）問題は，水田と畑を分けて論ずる必要がある
という。

　（注16）　駒田旦「最近の野菜産地をめぐる問題，と
くに連作障害の原因と対策」（熊澤喜久雄監修・
農中総研編『環境保全型農業とはなにか』（農林統
計協会，1996）所収）参照。

　

　

　

　以上，畜産環境問題をふん尿処理と地力

という視点から論じてきたが，畜産環境問

題は悪臭等への苦情対策という次元にとど

まるべきでなく，日本農業の物質循環や畜

産業のあり方まで踏み込む必要がある。

　戦後の日本の畜産業は「ゴールなき規模

拡大」とも呼ばれる構造変化を遂げたが，

これがふん尿処理問題で一つの行き詰まり

をみせている。畜産環境問題は畜産が経済

的な効率性のみを求めた結果起きている問

題であるということができ，畜産経営は効

率性のみでなく，耕種農業，農地との関係

を重視し，環境と調和した適正規模で営む

べきであろう。

　このことは，自給飼料基盤を確立し，輸

入飼料穀物に過度に依存した状態を是正す

るということでもあり，食料自給率に直結

する問題である。農林水産省はこれまでも

それなりに自給飼料基盤づくりに努力して

ことを証明しているということもできよ

う。逆に，水田では土壌の養分過剰（窒素，

りん酸）のほうが問題になっている。

　ただし，裏作を行っているか，稲ワラを

どう処理しているか（例えば焼却処分）に

よっても差があり，全国どこも全く問題が

ないというわけではなく，水田でも一部で

地力が低下している地域もある。また，畑

については，水田の稲ワラ鋤き込みのよう

な働きをもつものがないため，有機質が不

足して土壌の物理性（団粒構造等）や生物性

（微生物活性等）が劣化し，収穫量が減少した

り連作障害を起こしている土地が出ている
（注16）

。

「土壌環境基礎調査」によれば，畑，樹園地

では，化学肥料の多用により，りん酸，石

灰，カリが過剰になっており，その一方で

有機質が減少し腐植含有量が目標値に達し

ていない割合は普通畑（非黒ボク土）で57％

にも達している（水田では5％）。

　土壌は農業生産の基盤であり，日本農業

にとって地力維持・増進は引き続き重要な

課題である。畜産環境問題を土づくりとい

う方向で解決策を探り，家畜ふん尿の有機

質肥料としての利用を進めていく必要があ

ろう。ただし，言うまでもないことである

が，有機質肥料はただ撒けばよいというも

のではなく，土壌診断に基づいて施用する

必要があり，そのためにも土壌データの整

備が求められている。

　（注14）　当時の議論については，小倉武一・大内力
監修『日本の地力－技術的・経営的解明－』（御茶
の水書房，1976）参照。日本の土壌については，
終戦直後に行われた「低位生産地一般調査（土壌
調査）」の結果に基づき1952年に耕土培養法が制

定され，低位生産地の改良が進められてきた。さら
に，1959年度から78年度まで20年かけて行われた
「地力保全基本調査」では，水田の４割，畑・樹
園地の7割が土壌に何らかの阻害要因が存在する
「不良土壌」とされ，その結果を受けて84年に地
力増進法が制定された。なお，79年度から98年度
まで「土壌環境基礎調査」が実施され，現在結果
をとりまとめ中である。

　（注15）　農業環境技術研究所土壌管理科の上沢正
志氏，中井信氏による。両氏によれば，土壌（地
力）問題は，水田と畑を分けて論ずる必要がある
という。

　（注16）　駒田旦「最近の野菜産地をめぐる問題，と
くに連作障害の原因と対策」（熊澤喜久雄監修・
農中総研編『環境保全型農業とはなにか』（農林統
計協会，1996）所収）参照。

　

　

　

　以上，畜産環境問題をふん尿処理と地力

という視点から論じてきたが，畜産環境問

題は悪臭等への苦情対策という次元にとど

まるべきでなく，日本農業の物質循環や畜

産業のあり方まで踏み込む必要がある。

　戦後の日本の畜産業は「ゴールなき規模

拡大」とも呼ばれる構造変化を遂げたが，

これがふん尿処理問題で一つの行き詰まり

をみせている。畜産環境問題は畜産が経済

的な効率性のみを求めた結果起きている問

題であるということができ，畜産経営は効

率性のみでなく，耕種農業，農地との関係

を重視し，環境と調和した適正規模で営む

べきであろう。

　このことは，自給飼料基盤を確立し，輸

入飼料穀物に過度に依存した状態を是正す

るということでもあり，食料自給率に直結

する問題である。農林水産省はこれまでも

それなりに自給飼料基盤づくりに努力して
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きており，80年ごろまでは飼料作物の作付

面積が増加してきたものの，80年代以降は

円高の進行もあって停滞しており，98年の

飼料自給率は26％にとどまっている（第

10，11図）。食料自給率を維持・増大させる

ためにも自給飼料生産を増大させることが

必要であり，そのためには休耕地，林野の

活用や飼料米生産を検討すべきであろう。

　日本の畜産業の飼料基盤に関しては以前

から多くの研究がなされており，その先駆

的研究として近藤康男編『牧野の研究』（東

大出版会，1959）がある。近藤氏は，日本に

は広大な林野（牧野）があり，これを畜産的

に利用していくべきであると主張し，その

後「混牧林」の研究が盛んになった。これ

らの研究成果を受け継いで，80年代には

いって梶井功編『畜産経営と土地利用（総括

編・実態編）』（農文協，1982）がまとめら

れ，最近でも増井和夫氏が「アグロフォレ

ストリー」を提唱をしている
（注17）

。

　林野の畜産的利用は，国土の有効利用を

行うことにより自給飼料基盤を造成すると

いうものであり，ふん尿処理問題も同時に

解決することが可能であり，まことに理に

かなった主張であると思う。日本列島に広

がるゴルフ場を考えれば，牧場を造成して

いくことは十分可能であると考えられる。

イメージ的には神津牧場や阿蘇高原に象徴

されるような「牧歌的」な牧場経営を広め

ていくというものであり，畜産が本来の姿

に戻るということでもある。近年　EU　では

「家畜の福祉」が唱えられ現実の政策に反映

されるようになっているが，日本でもいず

れ対応が迫られることになると考えられ，

今後，環境と調和し動物が動物として伸び

伸び育つような畜産に改革していく必要が

あろう。

　こうした畜産を推進していくためには，

中山間地域政策との連携が重要である
（注18）
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在，中山間地域への直接所得補償が論議さ

れているが，中山間地域こそ畜産に適した

地域であり，中山間地域の畜産的土地利用

を推進していくために財政支援を行うべき

である。中山間地域の畜産を維持・拡大す

ることは畜産環境問題の解決にもつなが

り，WTOの場で「緑の政策」として当然認め

られる政策であろう。

　このように，畜産環境問題は単なる公害

対策ではなく，食料自給率政策，中山間地

域政策とリンクして考えるべき問題であ

り，畜産環境問題は日本の畜産業のあり方

の見直しを伴って解決していく問題である

と考えられる。短期的対応ではなく，長期

的・総合的な視野に立った政策が望まれ

る。

　（注17）　かつて林野庁，林業試験場（現在の森林総
合研究所）で混牧林（林内放牧）の研究が盛んで
あった時期があり，その成果は武居忠雄編『林業
と肉用牛経営』（地球出版，1967）にまとめられて
いる。このほか，斉藤政夫『和牛入会放牧の研
究』（風間書房，1971），三橋時雄編『肉用牛放牧
の研究』（ミネルヴァ書房，1973）があり，最近で
は，杉山道雄編『環境保全と山村農業』（日本経済
評論社，1993），岩波悠紀「林内放牧による肉牛振

興と森林・環境・国土保全」（『畜産の研究』48巻1号，
1994），増井和夫『アグロフォレストリーの発想』
（農林統計協会，1995）がある。そのほか，林野
の畜産的利用に関しては，宇佐美繁『牧野利用と
地域農業』（『日本の農業（115）』1978），宮崎昭
『将来の牛肉生産』（農業信用保険協会，1979），
土屋圭造編著『畜産開発論』（御茶の水書房，
1981），蔦谷栄一「地域資源活用型畜産経営の現
状と展開の可能性」（『農林金融』1998.8）等があ
り，肉用牛生産だけでなく酪農では「山地酪農」
が提唱されている。なおチューネンは，既に19世
紀初頭の段階で，飼料基盤，ふん尿の堆肥利用と
の関連で畜産の立地問題を論じている（『孤立
国』（1826））。

　（注18）　中山間地域の畜産的土地利用に関して
は，農政調査委員会で「中山間地域における畜産
の展開に関する調査」が行われており，これまで
６冊の報告書が刊行されている。

　〈参考文献〉　
・押田敏雄・柿市徳英・羽賀清典編『畜産環境保全
論』養賢堂，1998

・谷口信和「畜産経営の立地変動（1970－95）――農
業の自然循環機能発揮の基礎条件――」『都市と農
村を結ぶ』1999年１月号

・矢坂雅充「酪農の糞尿処理対策」（佐伯尚美・生源寺
真一編著『酪農生産の基礎構造』（農林統計協会，
1995）所収）

・木村真人編『土壌圏と地球環境問題』名古屋大学出
版会，1997

・前田正男・松尾嘉郎『土壌の基礎知識』農文協，1974
・早川泰弘「日本の地力の現状および今後の土壌保全
対策」『農業および園芸』第73巻第１号1998
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１ 循環型経済社会への転換がさけばれるなかで，本年７月に国会で成立した「食料・農業・
農村基本法」には，四つの基本理念の一つとして「農業の持続的な発展」が明記された。
このことは，人間にとって不可欠な食料生産が，自然循環機能に依拠した農業によっては
じめて持続的と成り得ることに加えて，循環型経済社会構築の基本型が農業にあることを
示唆したものといってよい。

　 
２．長野県臼田町と山形県長井市では，家庭から排出された生ごみの堆肥化，農地還元，安
全な農産物の生産，地場への供給という，「地産地消」の理念にもとづく，農業を軸とした
資源循環システムづくりが行われている。

　　この取り組みは，ごみ処理行政サイドからの要請とも合致しており，広範な地域住民各
層を巻き込んだ自主的参加型の運動として展開された。なかでも，地域の各種女性組織と
そのネットワークは，システムづくりを前進させるうえで大きな役割を果たした。

 
３．この農業を媒介とする地域資源循環システムの運営は，自治体，農協，さらには地域機
関・組織で構成される地域横断的な「協議会」によって担われている。加えて，これら機
関・組織は，それぞれ具体的な機能を分担し発揮しながら相互に連関しており，総意を重
視した統一的な運営が保持されている。とりわけ，「協議会」に併設された実践的有機農業
研究組織は，技術の開発・普及，生産者の研修・育成面で重要な役割を果たしている。

　
４．両地域とも，農業労働力の減少，高齢化の進展といった構造的要因が，有機農業への取
り組みを阻む格好となっている。また，生ごみ堆肥の量は管内耕地の数パーセントをカバー
するにすぎず，地域農業総体へのインパクトは現状では小さい。

　　とはいえ，女性や高齢者を中心とする取り組みが進みつつあり，朝市等を通じた地域住
民への有機農産物の供給が増えている。また，有機農業生産者グループが結成されるなど，
裾野が広がりつつある。

　
５．資源循環システム形成への取り組みは，まだ緒に着いたばかりである。しかし，両地域
での先駆的取り組みは，多くの教訓と可能性を与えてくれる。

　　とくに，農協の果たすべき役割は大きい。農協は，すべての農家組合員の結集を図り，
地域営農マネージメント機能の発揮が強く求められている。そうしたなかで，持続可能な
地域農業構造への転換といった明確なビジョンを持ち，少量多品目の農業生産や地場流通
を重視していく姿勢が今後一層重要となろう。

．

農業を軸とする資源循環システムの形成
――　生ごみ堆肥化と地域農業の持続的発展　――

〔要　　　旨〕
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　本年３月，経済企画庁の構造改善推進研

究会「リサイクルワーキング・グループ」

（座長・寄本勝美早大副総長）は，『リサイク

ル社会（循環型経済社会）の実現に向けて』

と題する報告書をまとめた。同報告書によ

ると，廃棄物問題を放置すれば処理費用等

の増嵩に生産活動が抑制され，2010年以降

の実質国内総生産は年平均△0.6％の成長

に陥ると警告を発した。と同時に，リサイ

クルの促進等を中心とした循環型経済社会

の実現に向けた構造改革を推し進めれば，

年率1.5％の安定的な成長が実現できると

し，リサイクル社会への転換を強く提言し

ている。

　加えて，本年７月に21世紀に向けての農

業の憲法ともいうべき「食料・農業・農村

基本法」（新基本法）が国会で成立したが，

そこで掲げられた四つの基本理念の一つに

「農業の持続的発展」が明確に打ち出され

ている。こうした視点は，旧基本法には全

くなかったもので，新基本法第４条には「農

業の自然循環機能（農業生産活動が自然界に

おける生物を介在する物質の循環に依存し，

かつ，これを促進する機能をいう）が維持増進

されることにより，その持続的な発展が図

られなければならない。」と唱われている。

　これは，人間が自らの生命体を維持する

ために不可欠な食料について，農業が有す

る自然循環機能に依拠することによっては

じめて持続的な生産が可能となることを明

記したものである。同時に，持続的な循環

型経済社会構築の基本型が農業にあること

を示唆したものといってよい。
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　このように，循環型経済社会への転換が

さけばれるなかで，家庭から排出された生

ごみを堆肥化し地域の農地に還元すること

によって，農業を軸とした資源循環システ

ムを構築しようとする市町村が出現しつつ

ある。

　こうした地域では，生ごみの堆肥化をご

み処理の単なる一方途とはせず，有機農業

の推進や地場流通の育成に取り組み，生産

者・消費者が一体となった「地産地消」を

理念に掲げた地域農業振興に結びつけてい

る。そうした取り組みは，持続可能な地域

農業構造への転換をめざすものであり，ひ

いては暮らし全般にかかる地域資源循環型

社会への転換の可能性をはらむものといえ

よう。

　本稿は，こうした取り組みを行っている

長野県臼田町，山形県長井市の事例を取り

上げ，農業を軸とした循環型社会システム

への転換の可能性を探ろうとするものであ

る。

　なお，本調査研究は，科学技術振興事業

団・戦略的基礎研究推進事業（CREST）の助

成を受けて実施されたもので，そこでの成

果がベースとなっていることを明記してお

きたい
（注）
。

　（注）　本調査研究は（財）農村金融研究会内に検討
委員会を設け実施したもので，その成果は『資源
循環型社会システムの比較研究－長野県臼田町
と山形県長井市における生ゴミの堆肥化を中心
に－』（農村金融研究会，調査資料No.208，1999年
5月）として報告されている。

　

　

　　

　

　

　

　

　両地区の位置は，第１図のとおりである

が，それぞれの産業構造ならびに地域農業

構造についてまず簡単に触れておきたい。
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構造についてまず簡単に触れておきたい。
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　（1）　地域産業の構造

　ａ．臼田町

　同町の1995年の総世帯数は5,059戸で，75

年からの20年間で25.7％増加したが，農家

世帯数は75年の1,932戸（農家率48.0％）か

ら95年の1,577戸（同31.2％）と大幅に減少

（△18.4％）している（第１表）。

　一方総人口は，75年の15,794人から95年

の16,178人と20年間で2.4％の増加となっ

ているが，総世帯数の増加率と比較すると

かなり低い。また農家人口をみると，75年

の8,190人から95年の6,014人とこの20年間

に△26.6％大きく減少している。

　こうした農家世帯，農家人口の大幅な減

少という変化は，産業別就業人口の構成に

も如実に反映されており，75～95年の間に

総就業者数は7.7％増加しているものの農

業就業人口は45％減と大きく減少してい

る。代わって二次，三次産業の就業人口が

増加している。

　同町は，74年の農村地域工業導入法によ

る企業誘致や87年に開設承認された「浅間

テクノポリス」に包合され，電気・機械・

精密工業による就業機会が増え，また佐久

市，小諸市に隣接していることもあって就

業機会には恵まれている。同町の特徴は，

町内最大の事業所である　JA　長野厚生連佐

久総合病院が存在することである。同病院

は従業員1,400人余，ベッド数1,000床規模

の農村医療施設（含関連施設）としては全国

最大のものである。このため医療・福祉関

連の就業機会が多く，これがまた町内の小

売・飲食業等での就業機会増加に寄与して

おり，75～95年の20年間における三次産業

の就業者を大きく増加（33.5％）させた要因

となっている。

　

　

　（1）　地域産業の構造
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第1表　臼田町，長井市の世帯数・人口および就業人口
（単位　戸，人口，％）

臼 田 町 長 井 市

世
帯
・
人
口

就
業
人
口

総 世 帯 数

うち農家世帯
（農 家 率）

総 人 口

うち農家人口

総 就 業 者 数

一 次 産 業

う ち 農 業

二 次 産 業

三 次 産 業

1975年

4,025

1,932
（48.0）

15,794

8,190

7,816

2,099

1,990

2,743

2,974

95

5,059

1,577
（31.2）

16,178

6,014

8,421

1,131

1,094

3,313

3,971

増減率
95／75

25.7

△18.4　
（△16.8）

2.4

△26.6

7.7

△46.1

△45.0

20.8

33.5

1975年

8,206

3,209
（39.1）

33,023

15,156

16,945

4,890

4,847

5,520

6,535

95

9,058

2,118
（26.6）

32,727

10,273

17,481

1,864

1,846

7,718

7,883

増減率
95／75

10.4

△34.0　
（△12.5）

△0.9

△32.2

3.2

△61.9

△61.9

39.8

20.6

資料　総務庁「国税調査」，農林水産省「農業センサス」
（注）　総就業者数合計には分類不能の産業就業者を含む。



      

　ｂ．長井市

　一方，長井市をみると，95年の総世帯数

は9,058戸で75～95年の20年間で10.4％の

増加となっているが，同じく農家世帯数は

2,118戸と，20年間では△34％の大幅減と

なっている（同第１表）。人口についてみて

も，総人口が95年までの20年間に△0.9％の

微減にとどまっているなかで，農家人口は

△32.2％と大幅に減少しているように，人

口構成も大きく変化しているのが特徴であ

る。

　就業人口から同市の産業構造をみると，

総就業人口が95年17,481人と75年からの20

年間に3.2％の増加となっているものの，農

業就業人口は，この間△62％の大幅な減少

をみせ，75年の約３分の１近くまで減少し

ている。代わって，二次，三次産業の就業

者数がそれぞれ39.8％，20.6％増加してい

る。なかでも二次産業では，近年製造業が

頭打ち傾向をみせるなかで，建設業の増加

が顕著となっており，公共土木事業等への

依存度の高まりが垣間みれる。また三次産

業では，卸・小売・飲食業が微増であるの

に対して，サービス業の増加がめだってい

る。

　同市は，近世より周辺農村部からの米等

の農産物や農村工業品の集散地として商業

が発達してきた。とくに，周辺農村部では

養蚕業が活発に行われ，生糸・絹織物の主

要産地を形成し，市街地と農村部とは強い

結びつきを持ったかたちで産業構造が形成

されてきた。

　今日でも「長井紬」が有名だが，養蚕業

が衰退していくなかで，電子機械工業の誘

致に加え，卸・小売・飲食業やサービス業

といった三次産業が増加するかたちで今日

の産業構造が形成されている。

　臼田町，長井市の産業構造の変化の特徴

は，それぞれ社会経済的，歴史的な差異を

有しつつも，農業のウェイトの大幅な低下

と二次，三次産業への移行が共通してお

り，とりわけこの20年間に急ピッチで進行

した。とはいえ，こうした構造変化はなに

も両地域だけの特徴ではなく程度の差はあ

れ，全国共通にみられた変化ともいえる。

　

　（2）　農業構造について

　臼田町，長井市とも農林統計上は，「中間

農業地域」に区分され，経営形態は稲作単

一経営プラス兼業が圧倒的部分を占めてい

る。以下両地域の農業構造について触れて

みたい。

　

　ａ．臼田町

　同町の基幹作物は，かつて米・野菜，畜

産，養蚕とバランスのとれたものであった

が，養蚕が著しく衰退し，畜産も後退した

ため，近年では替わって「花き，花木」の

ウェイトが高まっているのが特徴である。

95年の１農家当たりの経営耕地面積は52a

（うち水田34a）で，全国平均（146a）よりも

かなり小規模となっている。

　75～95年における農業構造の変化の第一

は，前述の農家戸数の減少と兼業化の進展

である（第２表）。専兼別でみると，形式的

には専業は37.8％増加しているが，その内

　ｂ．長井市

　一方，長井市をみると，95年の総世帯数

は9,058戸で75～95年の20年間で10.4％の
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なっている（同第１表）。人口についてみて
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年間に3.2％の増加となっているものの，農

業就業人口は，この間△62％の大幅な減少
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ている。代わって，二次，三次産業の就業

者数がそれぞれ39.8％，20.6％増加してい
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した。とはいえ，こうした構造変化はなに

も両地域だけの特徴ではなく程度の差はあ

れ，全国共通にみられた変化ともいえる。
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　臼田町，長井市とも農林統計上は，「中間

農業地域」に区分され，経営形態は稲作単

一経営プラス兼業が圧倒的部分を占めてい

る。以下両地域の農業構造について触れて

みたい。

　

　ａ．臼田町

　同町の基幹作物は，かつて米・野菜，畜

産，養蚕とバランスのとれたものであった

が，養蚕が著しく衰退し，畜産も後退した

ため，近年では替わって「花き，花木」の

ウェイトが高まっているのが特徴である。

95年の１農家当たりの経営耕地面積は52a

（うち水田34a）で，全国平均（146a）よりも

かなり小規模となっている。

　75～95年における農業構造の変化の第一

は，前述の農家戸数の減少と兼業化の進展

である（第２表）。専兼別でみると，形式的

には専業は37.8％増加しているが，その内

農林金融1999・9
62　‐　672



      

訳は男子生産年齢人口のいない専業農家の

増加が中心で，実質的な専業農家は減少し

ている。また，第１種兼業も第２種兼業の

減少率を大きく上回る△51.8％の減少と

なっている。

　第二の変化は，75～95年の間に農業就業

人口が△28.1％の減少となっていることに

加えて，高齢化が著しく進展したことであ

る。農業就業人口のうち65歳以上

は，75年には26.7％の割合であっ

たものが95年には60.6％にまで上

昇している。一方，男女別でみる

と，かつてみられた労働力の女性

化は，女性労働力のリタイアの進

展により，男性のウェイトが上昇

していることがわかる。

　第三の変化は，経営耕地面積が

95年までの20年間に，△28.1％と

３割近く減少していることである。とく

に，養蚕の衰退から樹園地が△76.1％と大

きく減少しており，一部果樹や畑地への転

換が認められるが，畑地での耕作放棄もめ

だっている。

　また，有機農業を進めていくうえで重要

な部門である畜産をみると（第３表），肉用

牛を除いたその他の畜種では，飼養戸数，

訳は男子生産年齢人口のいない専業農家の

増加が中心で，実質的な専業農家は減少し

ている。また，第１種兼業も第２種兼業の

減少率を大きく上回る△51.8％の減少と

なっている。

　第二の変化は，75～95年の間に農業就業

人口が△28.1％の減少となっていることに

加えて，高齢化が著しく進展したことであ

る。農業就業人口のうち65歳以上

は，75年には26.7％の割合であっ

たものが95年には60.6％にまで上

昇している。一方，男女別でみる

と，かつてみられた労働力の女性

化は，女性労働力のリタイアの進

展により，男性のウェイトが上昇

していることがわかる。

　第三の変化は，経営耕地面積が

95年までの20年間に，△28.1％と

３割近く減少していることである。とく

に，養蚕の衰退から樹園地が△76.1％と大

きく減少しており，一部果樹や畑地への転

換が認められるが，畑地での耕作放棄もめ

だっている。

　また，有機農業を進めていくうえで重要

な部門である畜産をみると（第３表），肉用

牛を除いたその他の畜種では，飼養戸数，
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第2表　臼田町，長井市の農業構造　――農家・労働力・経営耕地――
（単位　戸，人口，ha，％）

臼 田 町 長 井 市

農家戸数（戸）

専業
　うち男子生産年齢
　人口のいない専業
第１種兼業
第２種兼業

農業就業人口（人）

（うち65歳以上）
男性
女性

経営耕地（ha）

田
畑
樹園地

耕作放棄地（ha）

1975年

実数

1,932

222
（100）

309
1,401

2,747

（733）
1,013
1,734

1,130

573
248
309

31

構成比

100.0

11.5
（5.2）
16.0
72.5

100.0

（26.7）
36.9
63.1

100.0

50.7
21.9
27.3

95

実数

1,577

306
（241）

149
1,122

1,974

（1,196）
798

1,176

812

496
242
74

127

構成比

100.0

19.4
（15.3）

9.4
71.1

100.0

（60.6）
40.4
59.6

100.0

61.1
29.8
9.1

増減率
95／75

△18.4

37.8
（141.0）
△51.8
△19.9

△28.1

（63.2）
△21.2
△32.2

△28.1

△13.4
△　2.4
△76.1

309.7

1975年

実数

3,209

141
（39）
1,316
1,752

4,698

（651）
2,285
2,413

3,560

3,003
284
273

20

構成比

100.0

4.4
（1.2）
41.0
54.6

100.0

（13.9）
48.6
51.4

100.0

84.4
8.0
7.6

95

実数

2,118

132
（66）
436

1,550

2,585

（1,181）
1,278
1,307

3,104

2,790
208
107

51

構成比

100.0

6.2
（3.1）
20.6
73.2

100.0

（45.7）
49.4
50.6

100.0

89.9
6.7
3.4

増減率
95／75

△34.0

△　6.4
（69.2）
△66.9
△11.5

△45.0

（81.4）
△44.1
△45.8

△12.8

△　7.1
△26.8
△60.8

155.0

資料　農林水産省「農業センサス」

（ ）

第3表　臼田町，長井市の農業構造　――畜産――
（単位　戸，頭，100羽，％）

臼 田 町 長 井 市

1975年 95 増減率
95／75 1975年 95 増減率

95／75

146
720

17
447

△88.4
△37.9

75
297

19
513

△74.7
72.7乳用牛 飼養戸数

飼養頭数

15
37

16
316

6.7
754.1

378
984

112
1,195

△70.4
21.4肉用牛 飼養戸数

飼養頭数

46
1,120

1
－

△97.8
－

142
2,521

7
701

△95.1
△72.2豚 飼養戸数

飼養頭数

234
16

25
5

△89.3
△68.7

155
145

13
135

△91.6
△　6.9採卵鶏 飼養戸数

飼養羽数

資料　農林水産省「農業センサス」



      

飼養頭羽数とも減少しており，畜産基盤の

弱体化が認められる。

　

　ｂ．長井市

　かつて養蚕業がきわめて活発に行われて

きたが，今日では大きく後退していること

があり，同市の農業構造変化の第一の特徴

は，水田単作地帯化していることである。

ちなみに，96年の農業粗生産額では，米が

約40億円と全体の約７割のシェアを占め，

その他の作物のシェアは畜産が11.5％で野

菜，果物とも１割以下にすぎない。

　農家１戸当たりの経営耕地面積は，95年

で147ａ（うち水田139ａ）と，ほぼ全国平均

並みとなっており，近年では水田利用権設

定等による農地の流動化も進展しつつあ

る。

　第二の特徴は，臼田町と同様農家戸数の

減少と兼業化であり，かつ農業労働力の減

少と高齢化の進展である。しかもその進展

度合いは臼田町と比較しても著しい。例え

ば，75～95年の20年間に農家は△34％と大

きく減少している。しかも，専業農家は形

式上69.2％増加しているものの，その約半

分は男子生産年齢人口のいない農家であ

る。また，第１種兼業農家の減少が著しい

のも特徴である。

　農業就業人口についていえば，95年まで

の20年間で△45％と，約半分の水準にまで

落ち込んでいることに加えて，65歳以上の

農業就業人口が81％と大幅に増加し，95年

におけるその割合は，45.7％（同75年13.9

％）にまで上昇している。このように，長井

市では，農業労働力の著しい減少と高齢化

が際立っている。

　第三の特徴は，こうした農業全体の弱体

化のなかにあっても，畜産基盤が相当程度

維持されていることである（同第３表）。同

地域一帯は，かねてより「米沢牛」の産地

として，肉用牛肥育が盛んな地区であり，

肉用牛飼養戸数は75年の378戸から95年の

112戸へと，20年間に△70％と大きく減少し

ているが，飼養頭数は同じく984頭から

1,195頭へ増加し，いわゆる戸当たりの多頭

化が認められる。またこうした傾向は，乳

用牛についても同様である。一方，豚，採

卵鶏は，飼養戸数，飼養頭羽数とも減少傾

向を続けているが，総体としての畜産基盤

はかなり強固な形で残されているといって

よい。こうした，畜産から排出されるふん

尿等の有機系資源は，生ごみ堆肥化の際に

その質の向上（混入調整）を図るうえで重要

であり，地域の資源を循環させながら有機

農業を推進するうえでも不可欠なものであ

る。

　

　

　

　 

　（1）　わが国の廃棄物処理の概要

　両地域の生ごみ堆肥化事業を述べる前

に，わが国全体の廃棄物処理についてまず

簡単に触れておきたい。

　96年度の廃棄物総排出量（厚生省調べ）

は，4億5,610万トンで，うち家庭等から排出

される一般廃棄物が5,110万トン（速報値，総

飼養頭羽数とも減少しており，畜産基盤の

弱体化が認められる。

　

　ｂ．長井市

　かつて養蚕業がきわめて活発に行われて

きたが，今日では大きく後退していること

があり，同市の農業構造変化の第一の特徴

は，水田単作地帯化していることである。

ちなみに，96年の農業粗生産額では，米が

約40億円と全体の約７割のシェアを占め，

その他の作物のシェアは畜産が11.5％で野

菜，果物とも１割以下にすぎない。

　農家１戸当たりの経営耕地面積は，95年

で147ａ（うち水田139ａ）と，ほぼ全国平均

並みとなっており，近年では水田利用権設

定等による農地の流動化も進展しつつあ

る。

　第二の特徴は，臼田町と同様農家戸数の

減少と兼業化であり，かつ農業労働力の減

少と高齢化の進展である。しかもその進展

度合いは臼田町と比較しても著しい。例え

ば，75～95年の20年間に農家は△34％と大

きく減少している。しかも，専業農家は形

式上69.2％増加しているものの，その約半

分は男子生産年齢人口のいない農家であ

る。また，第１種兼業農家の減少が著しい

のも特徴である。

　農業就業人口についていえば，95年まで

の20年間で△45％と，約半分の水準にまで

落ち込んでいることに加えて，65歳以上の

農業就業人口が81％と大幅に増加し，95年

におけるその割合は，45.7％（同75年13.9

％）にまで上昇している。このように，長井

市では，農業労働力の著しい減少と高齢化

が際立っている。

　第三の特徴は，こうした農業全体の弱体

化のなかにあっても，畜産基盤が相当程度

維持されていることである（同第３表）。同

地域一帯は，かねてより「米沢牛」の産地

として，肉用牛肥育が盛んな地区であり，

肉用牛飼養戸数は75年の378戸から95年の

112戸へと，20年間に△70％と大きく減少し

ているが，飼養頭数は同じく984頭から

1,195頭へ増加し，いわゆる戸当たりの多頭

化が認められる。またこうした傾向は，乳

用牛についても同様である。一方，豚，採

卵鶏は，飼養戸数，飼養頭羽数とも減少傾

向を続けているが，総体としての畜産基盤

はかなり強固な形で残されているといって

よい。こうした，畜産から排出されるふん

尿等の有機系資源は，生ごみ堆肥化の際に

その質の向上（混入調整）を図るうえで重要

であり，地域の資源を循環させながら有機

農業を推進するうえでも不可欠なものであ

る。

　

　

　

　 

　（1）　わが国の廃棄物処理の概要

　両地域の生ごみ堆肥化事業を述べる前

に，わが国全体の廃棄物処理についてまず

簡単に触れておきたい。

　96年度の廃棄物総排出量（厚生省調べ）

は，4億5,610万トンで，うち家庭等から排出

される一般廃棄物が5,110万トン（速報値，総
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排出量シェア11.2％），産業活動から排出さ

れる産業廃棄物が4億500万トン（同88.8％）

で，ここ数年は横ばいないしは微増で推移

している（第２図）。

　一般廃棄物の粗成（97年京都市調べ）は，

湿重量比でおおよそ厨芥類４割，紙類３

割，プラスチック１割と，この三つで約８

割を占めている。また，厨芥類の内容は，

調理くず53％，食べ残し36％で，圧倒的に

食料品が多く，これらは水分含有率が高い

が，再生可能性の極めて高い有機系資源で

ある。

　こうした一般廃棄物は，市町村によって

中間処理されるが，うち直接焼却処理され

る割合は77.1％（96年，厚生省調べ）にも達

している。このような水分の多い生ごみが

プラスチック等と一緒に焼却されることに

よって，エネルギーの非効率性やダイオキ

シン発生等の問題を生じさせている。

　また，焼却以外の中間処理（破砕・選別に

よる資源化，高速堆肥化等）の割合は，12.6％

にすぎず，最終処分量は1,297万トンとなっ

ている。こうしたなかで，一般廃棄物の最

終処理場の残余年数は，95年度全国平均で

8.5年と逼迫化しつつあり，市町村共通の大

きな課題となっている。

　一方，産業廃棄物の種類別排出量（厚生省

調べ）で最大のものは，汚泥で48％，ついで

動物のふん尿18％，建設廃材15％と続いて

おり，この三者で約８割を占めている。ま

た業種別では建設業，農業，電気・ガス・

熱供給・水道業がそれぞれ２割占めてい

る。

　農林水産省の調べでは，動物のふん尿の

約９割は農地に還元されているが，未処理

還元，過剰施用等によって環境問題が発生

している。また食品産業廃棄物の加工残渣

約250万トンもその約８割が肥料，飼料等に

再利用されている。こうした，中間処理を

経た後の産業廃棄物の最終処理量は約

6,800万トンで，96年度末の最終処分場の残

余年数をみると，全国平均3.1年となってお

り，一般廃棄物と比べてより厳しい状況に

ある。

　

　（2）　臼田町，長井市の生ごみ堆肥化

　　　　事業への取り組み

　前述のとおり，再生可能性の高い有機系

資源を多く含む台所からの生ごみの９割弱

が，一般廃棄物として焼却ないし埋め立て

によって処理されている。

排出量シェア11.2％），産業活動から排出さ

れる産業廃棄物が4億500万トン（同88.8％）

で，ここ数年は横ばいないしは微増で推移

している（第２図）。

　一般廃棄物の粗成（97年京都市調べ）は，

湿重量比でおおよそ厨芥類４割，紙類３

割，プラスチック１割と，この三つで約８

割を占めている。また，厨芥類の内容は，

調理くず53％，食べ残し36％で，圧倒的に

食料品が多く，これらは水分含有率が高い

が，再生可能性の極めて高い有機系資源で

ある。

　こうした一般廃棄物は，市町村によって

中間処理されるが，うち直接焼却処理され

る割合は77.1％（96年，厚生省調べ）にも達

している。このような水分の多い生ごみが

プラスチック等と一緒に焼却されることに

よって，エネルギーの非効率性やダイオキ

シン発生等の問題を生じさせている。

　また，焼却以外の中間処理（破砕・選別に

よる資源化，高速堆肥化等）の割合は，12.6％

にすぎず，最終処分量は1,297万トンとなっ

ている。こうしたなかで，一般廃棄物の最

終処理場の残余年数は，95年度全国平均で

8.5年と逼迫化しつつあり，市町村共通の大

きな課題となっている。

　一方，産業廃棄物の種類別排出量（厚生省

調べ）で最大のものは，汚泥で48％，ついで

動物のふん尿18％，建設廃材15％と続いて

おり，この三者で約８割を占めている。ま

た業種別では建設業，農業，電気・ガス・

熱供給・水道業がそれぞれ２割占めてい

る。

　農林水産省の調べでは，動物のふん尿の

約９割は農地に還元されているが，未処理

還元，過剰施用等によって環境問題が発生

している。また食品産業廃棄物の加工残渣

約250万トンもその約８割が肥料，飼料等に

再利用されている。こうした，中間処理を

経た後の産業廃棄物の最終処理量は約

6,800万トンで，96年度末の最終処分場の残

余年数をみると，全国平均3.1年となってお

り，一般廃棄物と比べてより厳しい状況に

ある。

　

　（2）　臼田町，長井市の生ごみ堆肥化

　　　　事業への取り組み

　前述のとおり，再生可能性の高い有機系

資源を多く含む台所からの生ごみの９割弱

が，一般廃棄物として焼却ないし埋め立て

によって処理されている。
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　こうしたなかで，生ごみを堆肥化し，地

域の農地に還元する取り組みを行っている

のが臼田町，長井市である。以下，その取

り組み内容をみてみたい。

　

　ａ．取り組みのきっかけ

　臼田町が，生ごみ堆肥化事業に取り組む

きっかけとなったのは，管内の畜産ふん尿

や稲わらが，近隣の高原野菜地帯である川

上村や野辺山地区に，有機肥料の原料とし

て流出し続けたことである。このため，管

内では有機質不足による連作障害が多発し

たことに加えて，60年代半ばごろ町内に設

置された畜産団地から発生する畜産ふん尿

とあわせて，有機資源である生ごみも堆肥

化し，農地へ還元しようとする気運が高

まったのである。

　折しも，71年に佐久地方16ケ市町村で広

域行政組合によるごみ処理計画が持ち上

がったが，公害反対運動により74年に断

念，その後の３ケ市町村構想も頓挫した。

このため，町独自でごみ処理を行う必要に

迫られる。しかし，これまでの埋立処理で

は，苦情が寄せられていたカラス，ネズミ

等の鳥獣害が解決しないため，ごみの分別

収集，減量化が避けられない課題となっ

た。つまり，こうしたごみ処理行政サイド

の要請と，前述の農業サイドからの生ごみ

堆肥化，有機質確保といった要請が合致し

たのである。そして77年に，町単独事業に

よる「堆肥化センター」の設置が決定，翌

78年には，「臼田町堆肥製産センター」が完

成したのである。

　一方，長井市の場合は，「まちづくり」が

きっかけである。88年，当時の市長の発案

によって，地域の将来像を検討するため若

者ら97名の市民代表による「まちづくりデ

ザイン会議」が発足する。同会議は，五つ

の部会で構成されたが，その一つである農

業部会では，長井市の農業のあり方の検討

が重ねられた。そこでの提言は，「デザイン

会議」での構想を一層深めるために設立さ

れた，「快里（いいまち）デザイン研究所」

（90年，市民青年各層代表18名で構成）での検

討を経て，91年10月に「快里デザイン計画

（まちに恋して）」として，より具体化された

計画に深められていく。

　ここで描かれた長井市の農業の将来像

は，消費者ニーズ（安全でおいしいもの）に

応えていくこと，地域自給率を上げていく

こと，地域ブランドの確立，地域環境保全

と結びついたみんなで取り組む有機農業の

推進等，であった。

　さらに，この計画具体化のための「台所

と農業をつなぐながい計画（通称「レイン

ボープラン」）調査委員会」（91～92年），「レ

インボープラン推進委員会」（92～96年）が

設置される。ここでの検討によって，「生ご

みと農産物が循環する地域づくり」，すなわ

ち生ごみ堆肥センターの設置ならびにその

堆肥によって育てられた農産物を市民に供

給するといった「地産地消」の理念が一層

明確化されていった。

　こうした動きをごみ処理行政サイドから

みると，同市においても全国の市町村と同

様，再生可能な資源ごみと可燃・不燃ごみ

　こうしたなかで，生ごみを堆肥化し，地

域の農地に還元する取り組みを行っている

のが臼田町，長井市である。以下，その取

り組み内容をみてみたい。

　

　ａ．取り組みのきっかけ

　臼田町が，生ごみ堆肥化事業に取り組む

きっかけとなったのは，管内の畜産ふん尿

や稲わらが，近隣の高原野菜地帯である川

上村や野辺山地区に，有機肥料の原料とし

て流出し続けたことである。このため，管

内では有機質不足による連作障害が多発し

たことに加えて，60年代半ばごろ町内に設

置された畜産団地から発生する畜産ふん尿

とあわせて，有機資源である生ごみも堆肥

化し，農地へ還元しようとする気運が高

まったのである。

　折しも，71年に佐久地方16ケ市町村で広

域行政組合によるごみ処理計画が持ち上

がったが，公害反対運動により74年に断

念，その後の３ケ市町村構想も頓挫した。

このため，町独自でごみ処理を行う必要に

迫られる。しかし，これまでの埋立処理で

は，苦情が寄せられていたカラス，ネズミ

等の鳥獣害が解決しないため，ごみの分別

収集，減量化が避けられない課題となっ

た。つまり，こうしたごみ処理行政サイド

の要請と，前述の農業サイドからの生ごみ

堆肥化，有機質確保といった要請が合致し

たのである。そして77年に，町単独事業に

よる「堆肥化センター」の設置が決定，翌

78年には，「臼田町堆肥製産センター」が完

成したのである。

　一方，長井市の場合は，「まちづくり」が

きっかけである。88年，当時の市長の発案

によって，地域の将来像を検討するため若

者ら97名の市民代表による「まちづくりデ

ザイン会議」が発足する。同会議は，五つ

の部会で構成されたが，その一つである農

業部会では，長井市の農業のあり方の検討

が重ねられた。そこでの提言は，「デザイン

会議」での構想を一層深めるために設立さ

れた，「快里（いいまち）デザイン研究所」

（90年，市民青年各層代表18名で構成）での検

討を経て，91年10月に「快里デザイン計画

（まちに恋して）」として，より具体化された

計画に深められていく。

　ここで描かれた長井市の農業の将来像

は，消費者ニーズ（安全でおいしいもの）に

応えていくこと，地域自給率を上げていく

こと，地域ブランドの確立，地域環境保全

と結びついたみんなで取り組む有機農業の

推進等，であった。

　さらに，この計画具体化のための「台所

と農業をつなぐながい計画（通称「レイン

ボープラン」）調査委員会」（91～92年），「レ

インボープラン推進委員会」（92～96年）が

設置される。ここでの検討によって，「生ご

みと農産物が循環する地域づくり」，すなわ

ち生ごみ堆肥センターの設置ならびにその

堆肥によって育てられた農産物を市民に供

給するといった「地産地消」の理念が一層

明確化されていった。

　こうした動きをごみ処理行政サイドから

みると，同市においても全国の市町村と同

様，再生可能な資源ごみと可燃・不燃ごみ
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の分別収集による減量化の課題を抱えてい

たのである。そして，93年から分別収集に

着手する等，可燃ごみの減量化に注力して

きており，そうした意味においても生ごみ

の堆肥化は，ごみ処理行政上の要請からも

合致していたのである。

　このように，両地区における生ごみの堆

肥化は，地域の農業や食の在り方から要請

された有機系資源の確保と，行政のごみ処

理ならびに地域環境保持といった要請が合

致したところに位置づけられているといっ

てよい。

　

　ｂ．生ごみ堆肥化事業の展開過程

　生ごみ堆肥化事業にとって具体的かつ最

大の課題は，生ごみの分別収集がどこまで

徹底できるかである。その成否は，堆肥の

質そのものを決定するとともに，事業その

ものを左右するものである。こうしたこと

から，堆肥化事業に対する広範な地域住民

の理解・協力と参加意識が不可欠であり，

それらを引き出すための明確な目的と理念

が求められる。

　臼田町において，分別収集指導の先頭に

立ったのは，ごみ行政を担当する町民課で

あった。78年の堆肥化事業開始に先立っ

て，町保健婦，栄養士，職員労組とともに

町内各自治会ごとの指導を重ね，また堆肥

センター見学会の実施，さらには収集所ご

とでの分別点検指導が行われた。こうした

活動は，町農政課，旧JA臼田町等，町農政

指導協議会を構成する農業関係団体にも支

えられ，町民各層の事業への理解を深めて

いくうえで大きく貢献していく。同時に，

堆肥化事業が単なる生ごみ処理ではなく，

有機系資源の地域内循環を基礎とした，地

域農業の発展をめざすという事業の根底に

ある理念の浸透にもつながっていった。

　一方，長井市においては前述のとおり，

最初から市民各層によって，草の根的に組

織化された「まちづくりデザイン会議」に

はじまり，「レインボープラン」にかかる「調

査委員会」ならびに「推進委員会」によっ

て，生ごみ堆肥化を環とする地域循環シス

テムづくりが行われた。とりわけ，「レイン

ボープラン」の具体化のため推進機関であ

る「推進委員会」に設けられた四つの専門

部会（「生ごみ収集システム部会」「堆肥流通部

会」「施設管理部会」「流通部会」）では，それ

ぞれの機能を分担しながらも相互に連携を

保ちつつ，一体的な取り組みが行われた。

　すなわち，生ごみの分別収集，堆肥化，

堆肥の地域内農家への供給，そこで生産さ

れた農産物の地域内供給といった一連のシ

ステムづくりが，「地産地消」の理念にもと

づく地域内循環型農業の確立という共通の

目標に向かって行われていく。またそれら

は，「推進委員会」内部だけの取り組みにと

どまらず，同時並行的に全市民に向けた啓

蒙活動として，市民各層の学習会や各種講

演会等を通じて精力的に行われていく。

　このように，臼田町，長井市とも生ごみ

堆肥化事業を展開していくあたり，この事

業が単なるごみ処理ではなく，地域農業や

食の在り方，さらには使い捨て・廃棄型社

会ではない，もう一つの別な暮らしの在り

の分別収集による減量化の課題を抱えてい

たのである。そして，93年から分別収集に

着手する等，可燃ごみの減量化に注力して

きており，そうした意味においても生ごみ

の堆肥化は，ごみ処理行政上の要請からも

合致していたのである。

　このように，両地区における生ごみの堆

肥化は，地域の農業や食の在り方から要請

された有機系資源の確保と，行政のごみ処

理ならびに地域環境保持といった要請が合

致したところに位置づけられているといっ

てよい。

　

　ｂ．生ごみ堆肥化事業の展開過程

　生ごみ堆肥化事業にとって具体的かつ最

大の課題は，生ごみの分別収集がどこまで

徹底できるかである。その成否は，堆肥の

質そのものを決定するとともに，事業その

ものを左右するものである。こうしたこと

から，堆肥化事業に対する広範な地域住民

の理解・協力と参加意識が不可欠であり，

それらを引き出すための明確な目的と理念

が求められる。

　臼田町において，分別収集指導の先頭に

立ったのは，ごみ行政を担当する町民課で

あった。78年の堆肥化事業開始に先立っ

て，町保健婦，栄養士，職員労組とともに

町内各自治会ごとの指導を重ね，また堆肥

センター見学会の実施，さらには収集所ご

とでの分別点検指導が行われた。こうした

活動は，町農政課，旧JA臼田町等，町農政

指導協議会を構成する農業関係団体にも支

えられ，町民各層の事業への理解を深めて

いくうえで大きく貢献していく。同時に，

堆肥化事業が単なる生ごみ処理ではなく，

有機系資源の地域内循環を基礎とした，地

域農業の発展をめざすという事業の根底に

ある理念の浸透にもつながっていった。

　一方，長井市においては前述のとおり，

最初から市民各層によって，草の根的に組

織化された「まちづくりデザイン会議」に

はじまり，「レインボープラン」にかかる「調

査委員会」ならびに「推進委員会」によっ

て，生ごみ堆肥化を環とする地域循環シス

テムづくりが行われた。とりわけ，「レイン

ボープラン」の具体化のため推進機関であ

る「推進委員会」に設けられた四つの専門

部会（「生ごみ収集システム部会」「堆肥流通部

会」「施設管理部会」「流通部会」）では，それ

ぞれの機能を分担しながらも相互に連携を

保ちつつ，一体的な取り組みが行われた。

　すなわち，生ごみの分別収集，堆肥化，

堆肥の地域内農家への供給，そこで生産さ

れた農産物の地域内供給といった一連のシ

ステムづくりが，「地産地消」の理念にもと

づく地域内循環型農業の確立という共通の

目標に向かって行われていく。またそれら

は，「推進委員会」内部だけの取り組みにと

どまらず，同時並行的に全市民に向けた啓

蒙活動として，市民各層の学習会や各種講

演会等を通じて精力的に行われていく。

　このように，臼田町，長井市とも生ごみ

堆肥化事業を展開していくあたり，この事

業が単なるごみ処理ではなく，地域農業や

食の在り方，さらには使い捨て・廃棄型社

会ではない，もう一つの別な暮らしの在り
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方，すなわち資源循環型社会をめざす運動

であるという理念の深化に，当初から力が

注がれてきたのである。

　

　（3）　リーダー層の果たした役割と広範

　　　　な住民の参加

　ａ．リーダー層の果たした役割

　次に，事業展開の過程で重要な役割を果

たしたリーダー層について触れてみたい。

　臼田町では，事業の推進および運動の理

念を支えた組織として，82年3月に臼田町，

旧JA臼田町，佐久総合病院の三者によって

設立された「臼田町有機農業研究協議会」

があげられる。

　同協議会は，78年の生ごみ堆肥化事業開

始の２年後に設立された「臼田町の実践的

有機農業を考える会」（80年３月）が，発展

的に改組されたものである。協議会発足の

目的は，「現在の『農薬と化学肥料づけの農

業』を見直し，高度に発展しつつある農業

技術を駆使しながらも，従来の堆肥など地

力増強の有機質肥料を活用する『有機農

業』について研究調査に取り組む」という

ものである。

　実施事項は，①佐久総合病院付属農村保

健センターに実践農場200ａを併設，②有機

農業の普及・栽培技術にかかる実験，堆肥

施用量の実験，③生ごみ堆肥化事業の推

進，完熟堆肥づくり，④有機農産物の販売，

⑤生産農家と生協，食生活改善グループ，

給食関係者等，消費者を含めた「安全で健

康な食生活文化の確立」と，幅広い。

　また，実践農場の脇に「しゅんの野菜風

土庵」を開設（92年），実践農場でとれた有

機農産物を市民に供給している。加えて，

95年からは町内の有機農業に関心ある　JA　

女性部員12名による「ゆうきクラブ」（事務

局　JA　南佐久）を組織化し，年間10数回の農

作業を行いながら有機農業に直接触れる機

会を設ける等，有機農業の啓蒙活動にも力

を入れている。

　さらに，佐久総合病院そのものが果たし

た役割も極めて大きい。同病院は，戦後一

貫して農薬中毒や農機具事故等による労働

災害問題に取り組んできた，いわば農村医

療のメッカである。こうした，農村の医療

面で直接的に果たしてきた役割に加えて，

地域住民に向けての啓蒙活動（98年度で第

52回目となる「病院祭」，訪問看護制度を設け

町内関係団体とともに実施している町在宅介

護支援活動，生産者，消費者，販売業者，各種

地域住民組織を地域横断的に組織化した「食

と農をおこすネットワーク」の結成等）におい

ても，中心的な役割を果たしている。

　このように，臼田町においては「臼田町

有機農業研究協議会」ならびに佐久総合病

院が，生ごみ堆肥化事業はもとより，有機

農業の具体的推進や理念部分にあたる食の

安全性や地域農業の健全な発展，さらには

地域環境問題に至るまで，住民の意識を深め

るうえで極めて重要な役割を果たしてきた。

　一方，長井市においては，生ごみ堆肥化

を軸とし，農業を媒介とする地域循環シス

テムづくりを進めるうえでリーダー的な役

割を果たしたのは，前述の「まちづくりデ

ザイン会議」とその後創設されたレイン

方，すなわち資源循環型社会をめざす運動

であるという理念の深化に，当初から力が

注がれてきたのである。

　

　（3）　リーダー層の果たした役割と広範

　　　　な住民の参加

　ａ．リーダー層の果たした役割

　次に，事業展開の過程で重要な役割を果

たしたリーダー層について触れてみたい。

　臼田町では，事業の推進および運動の理

念を支えた組織として，82年3月に臼田町，

旧JA臼田町，佐久総合病院の三者によって

設立された「臼田町有機農業研究協議会」

があげられる。

　同協議会は，78年の生ごみ堆肥化事業開

始の２年後に設立された「臼田町の実践的

有機農業を考える会」（80年３月）が，発展

的に改組されたものである。協議会発足の

目的は，「現在の『農薬と化学肥料づけの農

業』を見直し，高度に発展しつつある農業

技術を駆使しながらも，従来の堆肥など地

力増強の有機質肥料を活用する『有機農

業』について研究調査に取り組む」という

ものである。

　実施事項は，①佐久総合病院付属農村保

健センターに実践農場200ａを併設，②有機

農業の普及・栽培技術にかかる実験，堆肥

施用量の実験，③生ごみ堆肥化事業の推

進，完熟堆肥づくり，④有機農産物の販売，

⑤生産農家と生協，食生活改善グループ，

給食関係者等，消費者を含めた「安全で健

康な食生活文化の確立」と，幅広い。

　また，実践農場の脇に「しゅんの野菜風

土庵」を開設（92年），実践農場でとれた有

機農産物を市民に供給している。加えて，

95年からは町内の有機農業に関心ある　JA　

女性部員12名による「ゆうきクラブ」（事務

局　JA　南佐久）を組織化し，年間10数回の農

作業を行いながら有機農業に直接触れる機

会を設ける等，有機農業の啓蒙活動にも力

を入れている。

　さらに，佐久総合病院そのものが果たし

た役割も極めて大きい。同病院は，戦後一

貫して農薬中毒や農機具事故等による労働

災害問題に取り組んできた，いわば農村医

療のメッカである。こうした，農村の医療

面で直接的に果たしてきた役割に加えて，

地域住民に向けての啓蒙活動（98年度で第

52回目となる「病院祭」，訪問看護制度を設け

町内関係団体とともに実施している町在宅介

護支援活動，生産者，消費者，販売業者，各種

地域住民組織を地域横断的に組織化した「食

と農をおこすネットワーク」の結成等）におい

ても，中心的な役割を果たしている。

　このように，臼田町においては「臼田町

有機農業研究協議会」ならびに佐久総合病

院が，生ごみ堆肥化事業はもとより，有機

農業の具体的推進や理念部分にあたる食の

安全性や地域農業の健全な発展，さらには

地域環境問題に至るまで，住民の意識を深め

るうえで極めて重要な役割を果たしてきた。

　一方，長井市においては，生ごみ堆肥化

を軸とし，農業を媒介とする地域循環シス

テムづくりを進めるうえでリーダー的な役

割を果たしたのは，前述の「まちづくりデ

ザイン会議」とその後創設されたレイン
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ボープラン（「台所と農業をつなぐながい計

画」）にかかる「調査委員会」「推進委員会」

であった。「地産地消」を理念に掲げたもの

の，農産物の地域内自給率は，５％程度ま

で低下している。農薬や化学肥料に依存

し，高齢化と労働力不足に悩む地域農業の

現状，大量消費に慣れ親しんだ生活様式の

なかで，農家，市民に「地域の食生活は地

域の農業が支え，その農業はまた市民に

よって支えられる」という運動の理念は，

にわかには理解されるものではない。

　この困難な課題に取り組んだのが，農家

出身の「推進委員会」メンバーである。彼

等を中心に，有機農業や地域農業のあり方

をテーマに幾度かの学習会，講演会が開催

された。

　こうした活動を，側面から支えてきたの

が長井市商工会議所であった。同市は古く

から後背地としての周辺農村と経済的結び

つきが強く，農業が潤うことで市内の商工

業も活発化するという地域経済構造を形成

していた。このため，農業への理解も深く，

同商工会議所は70年代初めから，「三園（学

園・田園・庭園）都市構想」を打ち出し，独

自のまちづくりを実践してきた。田園都市

構想とは，豊かな生態系と景観を持つ水

田・田園空間の保全をしながら情報・通信

機能といった都市機能も併せ持たせようと

いうものであり，人間性への回帰に主眼が

置かれている。

　こうした構想は，スタート当初のまちづ

くりからレインボープラン構想に反映され

ており，会議所はレインボープラン推進に

当たっての人的支援をはじめ，同プランを

地域のアイデンティティとして位置づけ，

運動理念を市内商工業者全体に浸透させる

うえで大きく貢献した。

　

　ｂ．広範な地域住民の運動参加

　リーダー層の果たした役割とあわせて，

生ごみ堆肥化事業の推進を住民レベルで支

えた数多くの地域組織がある。自治会を基

礎にした各種サークル組織等がそれである

が，両地域とも共通して特徴的なのが，女

性組織およびその連合組織が果たした役割

である。

　臼田町では，地域に「JA　南佐久女性部」

「老人クラブ婦人部」「商工会婦人部」等の

女性組織があるが，これらが相互の活動交

流と連携を目的に「婦人集団連絡協議会」

を結成し，学習活動の拠点となっている。

　ちなみに，JA　南佐久女性部の活動をみる

と，80年代初頭から食品添加物問題をきっ

かけに，「安全な食を求める自給運動」を展

開してきた。自給用の安全な有機農産物を

確保するために，種子，苗，コンポスター

等の共同購入をすすめるかたわら，自給分

を超える有機農産物を学校給食に供給する

までに至る。こうした活動のなかで，JA　女

性部による朝市等が創設され，佐久総合病

院の玄関脇に開設された「まごころ市」（88

年，当初無人市としてスタートしたが現在は

部員が常駐，売上は年間約600万円）は，一般

町民，病院の患者・見舞客・職員等に好評

である（第３図）。その他，有機農業生産グ

ループ「いぶき」や前述の「ゆうきクラブ」

ボープラン（「台所と農業をつなぐながい計

画」）にかかる「調査委員会」「推進委員会」

であった。「地産地消」を理念に掲げたもの

の，農産物の地域内自給率は，５％程度ま

で低下している。農薬や化学肥料に依存

し，高齢化と労働力不足に悩む地域農業の

現状，大量消費に慣れ親しんだ生活様式の

なかで，農家，市民に「地域の食生活は地

域の農業が支え，その農業はまた市民に

よって支えられる」という運動の理念は，

にわかには理解されるものではない。

　この困難な課題に取り組んだのが，農家

出身の「推進委員会」メンバーである。彼

等を中心に，有機農業や地域農業のあり方

をテーマに幾度かの学習会，講演会が開催

された。

　こうした活動を，側面から支えてきたの

が長井市商工会議所であった。同市は古く

から後背地としての周辺農村と経済的結び

つきが強く，農業が潤うことで市内の商工

業も活発化するという地域経済構造を形成

していた。このため，農業への理解も深く，

同商工会議所は70年代初めから，「三園（学

園・田園・庭園）都市構想」を打ち出し，独

自のまちづくりを実践してきた。田園都市

構想とは，豊かな生態系と景観を持つ水

田・田園空間の保全をしながら情報・通信

機能といった都市機能も併せ持たせようと

いうものであり，人間性への回帰に主眼が

置かれている。

　こうした構想は，スタート当初のまちづ

くりからレインボープラン構想に反映され

ており，会議所はレインボープラン推進に

当たっての人的支援をはじめ，同プランを

地域のアイデンティティとして位置づけ，

運動理念を市内商工業者全体に浸透させる

うえで大きく貢献した。

　

　ｂ．広範な地域住民の運動参加

　リーダー層の果たした役割とあわせて，

生ごみ堆肥化事業の推進を住民レベルで支

えた数多くの地域組織がある。自治会を基

礎にした各種サークル組織等がそれである

が，両地域とも共通して特徴的なのが，女

性組織およびその連合組織が果たした役割

である。

　臼田町では，地域に「JA　南佐久女性部」

「老人クラブ婦人部」「商工会婦人部」等の

女性組織があるが，これらが相互の活動交

流と連携を目的に「婦人集団連絡協議会」

を結成し，学習活動の拠点となっている。

　ちなみに，JA　南佐久女性部の活動をみる

と，80年代初頭から食品添加物問題をきっ

かけに，「安全な食を求める自給運動」を展

開してきた。自給用の安全な有機農産物を

確保するために，種子，苗，コンポスター

等の共同購入をすすめるかたわら，自給分

を超える有機農産物を学校給食に供給する

までに至る。こうした活動のなかで，JA　女

性部による朝市等が創設され，佐久総合病

院の玄関脇に開設された「まごころ市」（88

年，当初無人市としてスタートしたが現在は

部員が常駐，売上は年間約600万円）は，一般

町民，病院の患者・見舞客・職員等に好評

である（第３図）。その他，有機農業生産グ

ループ「いぶき」や前述の「ゆうきクラブ」
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も女性組織による有機農業に取り組むグ

ループである。また特記すべきことは，「自

給運動」がやがて，高齢者福祉や介護を担

う地域のネットワーク組織の形成（例えば

JA　女性部を母体としてできた助け合い組織

「JA　ささえ会」）等に影響を与えてきたこと

であり，暮らしにおける地域社会が抱える

課題全般にまで活動視野が広がってきてい

る点であろう。

　一方，長井市においてはレインボープラ

ンの策定，推進の過程で，横断的な市民ネッ

トワークが形成されていく。それは，行政

組織をはじめ，商工会議所，旧JA長井（現　

JA　山形おきたま），長井市立病院，長井清掃

事務所，若手農民グループ「長井農研」，地

域女性組織等で構成され，全市民的な運動

に広がっていった。

　同市においても，女性組織の果たした役

割は大きい。地域女性組織には，主として

公民館活動をベースにした「地区女性会」

と「長井連合婦人会」「JA　長井地区女性部」

「商工会議所婦人会」等，10の女性組織があ

る。そして，これらの組織で構成されてい

る「消費者の会」は，レインボープラン策

定の当初から代表を送り，また自ら学習

会，講演会を開催して組織員の啓蒙に努

め，運動を進めるうえで大きな原動力と

なった。

　このように両地域において，女性の事

業・運動への参加は，極めて重要であっ

た。すなわち，生ごみ分別にとどまらず，

女性は生命に敏感であり，暮らしの視点に

優れていることが，運動の主体を担うまで

成長したといってよい。さらにいえば，女

性によるグループ活動とそのネットワーク

化が，安全な農産物の生産供給・消費と

いった農業を軸とした地域循環システム形

成の過程において，それらを根底から支え

てきたといってもよい。また，こうした蓄

積は高齢者介護等の地域が抱える諸課題に

も，十分応えていく可能性を秘めていると

いえよう。

　

　

　

　

　（1）　生ごみ堆肥化事業のあらまし

　前述の経緯を経て，臼田町では78年に，

長井市では97年にそれぞれ堆肥プラントが

稼働した。両地区における生ごみ堆肥化の

プロセスおよび堆肥の流通経路は，第４図

のとおりである。

　

　ａ．生ごみ堆肥化のプロセス

　臼田町では，市街地の約1,000世帯を対象

も女性組織による有機農業に取り組むグ

ループである。また特記すべきことは，「自

給運動」がやがて，高齢者福祉や介護を担

う地域のネットワーク組織の形成（例えば

JA　女性部を母体としてできた助け合い組織

「JA　ささえ会」）等に影響を与えてきたこと

であり，暮らしにおける地域社会が抱える

課題全般にまで活動視野が広がってきてい

る点であろう。

　一方，長井市においてはレインボープラ

ンの策定，推進の過程で，横断的な市民ネッ

トワークが形成されていく。それは，行政

組織をはじめ，商工会議所，旧JA長井（現　

JA　山形おきたま），長井市立病院，長井清掃

事務所，若手農民グループ「長井農研」，地

域女性組織等で構成され，全市民的な運動

に広がっていった。

　同市においても，女性組織の果たした役

割は大きい。地域女性組織には，主として

公民館活動をベースにした「地区女性会」

と「長井連合婦人会」「JA　長井地区女性部」

「商工会議所婦人会」等，10の女性組織があ

る。そして，これらの組織で構成されてい

る「消費者の会」は，レインボープラン策

定の当初から代表を送り，また自ら学習

会，講演会を開催して組織員の啓蒙に努

め，運動を進めるうえで大きな原動力と

なった。

　このように両地域において，女性の事

業・運動への参加は，極めて重要であっ

た。すなわち，生ごみ分別にとどまらず，

女性は生命に敏感であり，暮らしの視点に

優れていることが，運動の主体を担うまで

成長したといってよい。さらにいえば，女

性によるグループ活動とそのネットワーク

化が，安全な農産物の生産供給・消費と

いった農業を軸とした地域循環システム形

成の過程において，それらを根底から支え

てきたといってもよい。また，こうした蓄

積は高齢者介護等の地域が抱える諸課題に

も，十分応えていく可能性を秘めていると

いえよう。

　

　

　

　

　（1）　生ごみ堆肥化事業のあらまし

　前述の経緯を経て，臼田町では78年に，

長井市では97年にそれぞれ堆肥プラントが

稼働した。両地区における生ごみ堆肥化の

プロセスおよび堆肥の流通経路は，第４図

のとおりである。

　

　ａ．生ごみ堆肥化のプロセス

　臼田町では，市街地の約1,000世帯を対象
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に週２回生ごみが収集されるが，家庭で水

切り後，新聞紙にくるみ，町指定の紙袋に

入れて収集所に搬出される。委託収集業者

によって，堆肥センターの貯留ピットに搬

入され（家庭生ごみ約630トン／年，事業所生ご

み約330トン／年は，直接搬入，合計生ごみ約960

トン／年），カッターで粉砕された後，牛堆肥

（約150トン／年，90年以前はし尿・下水汚泥が

混入されたが，重金属等の問題で中止），オガ

クズ（約170トン／年）が混入され，攪拌・一

次発酵させる。これに，家畜尿が加えられ，

熟成・二次発酵させるプロセスである。つ

まり，投入原材料合計約1,300トン／年か

ら，熟成堆肥約325トン／年が出来上がる。

これらは，農協に委託され農家にはバラ（販

売価格4,000円／トン，別途搬送料2,000円／トン）

で販売されているが，少量の家庭菜園用は

無料で提供されている。

　一方，長井市では市街地約

4,900世帯を対象に週２回収

集されるが，家庭用生ごみ

（1,200トン／年）は，収集所の

水切りバケツ・コンテナに

集められ，委託収集業者に

よって堆肥センターに搬入

される。この生ごみは，粉砕

機にかけられたもみ殻（300トン

／年）と畜ふん（700トン／年）

と混入され，攪拌・一次発

酵，脱臭・二次発酵を経て，

篩分機にかけられる。その

後，汚水槽に蓄えられた畜尿

および生ごみ汚水を散布し

て堆肥貯留場で完熟するま

で留置される。完熟堆肥は，

まず製品置き場に移され，販

売は農協（旧　JA　長井市）に委

託されて，農家にはバラ

（3,720円／トン）で，家庭菜園

等には袋詰（320円／15㎏）で

販売されている。

　堆肥化プロセスの原理お

に週２回生ごみが収集されるが，家庭で水

切り後，新聞紙にくるみ，町指定の紙袋に

入れて収集所に搬出される。委託収集業者

によって，堆肥センターの貯留ピットに搬

入され（家庭生ごみ約630トン／年，事業所生ご

み約330トン／年は，直接搬入，合計生ごみ約960

トン／年），カッターで粉砕された後，牛堆肥

（約150トン／年，90年以前はし尿・下水汚泥が

混入されたが，重金属等の問題で中止），オガ

クズ（約170トン／年）が混入され，攪拌・一

次発酵させる。これに，家畜尿が加えられ，

熟成・二次発酵させるプロセスである。つ

まり，投入原材料合計約1,300トン／年か

ら，熟成堆肥約325トン／年が出来上がる。

これらは，農協に委託され農家にはバラ（販

売価格4,000円／トン，別途搬送料2,000円／トン）

で販売されているが，少量の家庭菜園用は

無料で提供されている。

　一方，長井市では市街地約

4,900世帯を対象に週２回収

集されるが，家庭用生ごみ

（1,200トン／年）は，収集所の

水切りバケツ・コンテナに

集められ，委託収集業者に

よって堆肥センターに搬入

される。この生ごみは，粉砕

機にかけられたもみ殻（300トン

／年）と畜ふん（700トン／年）

と混入され，攪拌・一次発

酵，脱臭・二次発酵を経て，

篩分機にかけられる。その

後，汚水槽に蓄えられた畜尿

および生ごみ汚水を散布し

て堆肥貯留場で完熟するま

で留置される。完熟堆肥は，

まず製品置き場に移され，販

売は農協（旧　JA　長井市）に委

託されて，農家にはバラ

（3,720円／トン）で，家庭菜園

等には袋詰（320円／15㎏）で

販売されている。

　堆肥化プロセスの原理お
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よび原材料とも，両地区の相違はほとんど

ない。しいてあげれば，臼田町では分別収

集が徹底したことや篩分機が老朽化したこ

とにより，篩分けが行われていない。この

ため，完成堆肥にビニールの小片が混入し

たり，新聞紙等が残渣として残る等の課題

が残されている。堆肥の質からいえば，長

井市の場合は完熟堆肥として仕上がってい

るのに対して，臼田町の場合は，完熟度や

異物混入等の問題も指摘されている。

　農家サイドの需要をみると，臼田町では

スタート当初需要が旺盛で，利用農家は100

戸を超え，400～500トン／年の出荷量を維持

していた。しかし90年代に入って前述の堆

肥の質の問題もあり，利用農家数は近年60

～70戸，出荷量も300トン／年程度で推移し

ている。ただし，家庭菜園等無料分は徐々

に増加傾向にある。

　一方，長井市の場合では，堆肥の質の良

さもあり，農家の需要に追いつかない程で

ある。98年度の堆肥生産量は，481トン（「研

究事業」用の73トンを含む）であり，そのうち

農家向けバラ出荷が約157トン，家庭菜園向

け袋詰め出荷が約251トンであり，後者の方

が多く，農家への振り分け分をどう確保し

ていくかの課題を抱えている。また，投入

原材料が2,200トン／年（畜尿を除く）を超え

ており，すでにプラントの処理能力2,400トン

／年に近づいているといった課題も抱えて

いる。

　

　ｂ．生ごみ堆肥化のコスト

　さて，生ごみ堆肥化に伴うコストは，両

地区とも埋立，リサイクル，焼却等のごみ

処理と明確に区分されておらず，正確なコ

スト計算はできない。一部推計を含むが，

そのコストは，トン当たり臼田町が３万

円，長井市が２万９千円と，ほとんど変わ

りがない。なお，主要コストは収集委託料，

堆肥センターの人件費および燃料費，修繕

費等である。

　ちなみに，臼田町における埋立処理，焼

却処理コストがそれぞれ約２万１千円，２

万５千円であり，単純比較では堆肥化コス

トは割高になっている。とはいえ，堆肥販

売収入（98年度臼田町約100万円超，98年度長

井市約420万円）もさることながら，将来的

に予想される埋め立て地確保の困難性や，

焼却する場合のエネルギーの非効率性等を

勘案すると，経済合理性ならびに環境合理

性を併せた環境効率性は，従来の処理方法

と比べ将来にわたり一層の優位性を発揮す

ることになろう。

　加えて，長井市においては堆肥化事業開

始に伴って，可燃生活系のごみ総排出量そ

のものが減少しており，堆肥化コストのみ

を取り上げるのではなく，総体としての評

価が必要であろう。

　

　（2）　地域循環システムの概要とそれを

　　　　支える組織

　地域循環システムの概要とそれを推進し

支える仕組みは，第５図のとおりである。

　両地区で共通している特徴の一つは，穏

やかな「協議会」が設置され，これがシス

テム全体の運営にかかわっており，かつ，

よび原材料とも，両地区の相違はほとんど

ない。しいてあげれば，臼田町では分別収

集が徹底したことや篩分機が老朽化したこ

とにより，篩分けが行われていない。この

ため，完成堆肥にビニールの小片が混入し

たり，新聞紙等が残渣として残る等の課題

が残されている。堆肥の質からいえば，長

井市の場合は完熟堆肥として仕上がってい

るのに対して，臼田町の場合は，完熟度や

異物混入等の問題も指摘されている。

　農家サイドの需要をみると，臼田町では

スタート当初需要が旺盛で，利用農家は100

戸を超え，400～500トン／年の出荷量を維持

していた。しかし90年代に入って前述の堆

肥の質の問題もあり，利用農家数は近年60

～70戸，出荷量も300トン／年程度で推移し

ている。ただし，家庭菜園等無料分は徐々

に増加傾向にある。

　一方，長井市の場合では，堆肥の質の良

さもあり，農家の需要に追いつかない程で

ある。98年度の堆肥生産量は，481トン（「研

究事業」用の73トンを含む）であり，そのうち

農家向けバラ出荷が約157トン，家庭菜園向

け袋詰め出荷が約251トンであり，後者の方

が多く，農家への振り分け分をどう確保し

ていくかの課題を抱えている。また，投入

原材料が2,200トン／年（畜尿を除く）を超え

ており，すでにプラントの処理能力2,400トン

／年に近づいているといった課題も抱えて

いる。

　

　ｂ．生ごみ堆肥化のコスト

　さて，生ごみ堆肥化に伴うコストは，両

地区とも埋立，リサイクル，焼却等のごみ

処理と明確に区分されておらず，正確なコ

スト計算はできない。一部推計を含むが，

そのコストは，トン当たり臼田町が３万

円，長井市が２万９千円と，ほとんど変わ

りがない。なお，主要コストは収集委託料，

堆肥センターの人件費および燃料費，修繕

費等である。

　ちなみに，臼田町における埋立処理，焼

却処理コストがそれぞれ約２万１千円，２

万５千円であり，単純比較では堆肥化コス

トは割高になっている。とはいえ，堆肥販

売収入（98年度臼田町約100万円超，98年度長

井市約420万円）もさることながら，将来的

に予想される埋め立て地確保の困難性や，

焼却する場合のエネルギーの非効率性等を

勘案すると，経済合理性ならびに環境合理

性を併せた環境効率性は，従来の処理方法

と比べ将来にわたり一層の優位性を発揮す

ることになろう。

　加えて，長井市においては堆肥化事業開

始に伴って，可燃生活系のごみ総排出量そ

のものが減少しており，堆肥化コストのみ

を取り上げるのではなく，総体としての評

価が必要であろう。

　

　（2）　地域循環システムの概要とそれを

　　　　支える組織

　地域循環システムの概要とそれを推進し

支える仕組みは，第５図のとおりである。

　両地区で共通している特徴の一つは，穏

やかな「協議会」が設置され，これがシス

テム全体の運営にかかわっており，かつ，
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関係組織のネットワークの要となっている

点である。この協議会を構成する組織は，

自治体，農協が共通であり，その他の組織

では臼田町で佐久総合病院（付設機関を含

む），長井市で商工会議所，各種市民組織が

加わっている。両者の違いは，取り組みの

関係組織のネットワークの要となっている

点である。この協議会を構成する組織は，

自治体，農協が共通であり，その他の組織

では臼田町で佐久総合病院（付設機関を含

む），長井市で商工会議所，各種市民組織が

加わっている。両者の違いは，取り組みの
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一 般 家 庭�
分別・水切り�

（対象世帯数：4900世帯）�

消　　費　　者�

畜  産  農  家�
（畜ふん，畜尿）�

カントリーエレベーター�
（もみ殻）�

稲  作  農  家�
（もみ殻）�

事  業  所�
（有機資源廃棄物）�

バケツ・コンテナ� ゴミ収集所�
コンテナ�

収集委託業者�

長井市堆肥センター�
（96.12）�

レインボープラン推進協議会（97.3）�
（構成）�
長井市，ＪＡ，商工会議所�
女性組織，市民�
（専門委員会）�
「企画開発」「生産」「流通」「堆肥センター」�
（事務局）�
長井市レインボープラン推進室�
認証制度委員会（99.2）�

（運営内容の協議）�
有機農産物栽培研究事業�

（農家，ＪＡ，改良普及センター）（94.4）�
（委託販売）�

（袋詰）�（バラ）�

ＪＡ山形おきたま�
　（長井支店・西根支店）�

ＪＡグリーンセンター（袋詰）�
ＪＡ営農ふれあいセンター（バラ）�

�

地域内（「市」・地元スーパー）�

地域外（市場等経由）�
農　家　　　　有機農業生産者グループ� 家庭菜園�

ＪＡなす部会�朝市グループ� 長井農研�みのり会�
（有機米）�

（2）長井市�

資料  『長井市環境基本計画』（長井市，97年3月）に加筆したもの�
(注)  →は原材料，堆肥，農産物等の流れ。�

（バラ）� （無料）�

･�

･�



      

きっかけ，事業・運動の理念と展開過程，

ならびに社会的・歴史的な地域の蓄積，風

土等の差違に由来するといってよい。

　二つめは，協議会を構成する各組織が，

それぞれ具体的な機能を分担しあい，かつ

発揮していることである。

　例えば自治体は，分別収集から堆肥化の

過程で，事業費（財政）と推進力としてのマ

ンパワーを担っている。協議会に付設され

ている「有機農業実験農場」（臼田町），「有

機農産物栽培研究事業」（長井市）は，関係

機関の支援も受けつつ，有機農業技術の開

発・普及ならびに有機農業生産者（グルー

プ）の研修・育成を担っており，これらの実

践的な研究組織は極めて重要な役割を果た

しているといってよい。さらに農協は，技

術面でのサポートに加えて，堆肥の供給（委

託）や有機農産物の販売機能の一部も担っ

ている。

　このように，「協議会」を構成する各組織

がそれぞれの役割を十全に果たしながら相

互に有機的に連関しているのである。

　第三の共通する特徴は，事業・運動にか

かる理念，動機づけが重視されてきたこと

である。

　つまり，生ごみの堆肥化が単なるごみ処

理の一方策ではなく，堆肥化して農地に返

すことによって地域農業の振興に貢献し，

関心が高まりつつある環境問題や食の安全

性にも十分応えていけるという点が強調さ

れているのである。大量生産――大量消費―

―大量廃棄といった現代の生活スタイルが

様々な環境問題を引き起こしており，やが

て自らの生命を脅かす存在として再び降り

かかろうとしていることは，すでに多くの

人たちが肯定することである。そうした状

況のなかで，日常生活レベルで何らかの取

り組みを行いたいという潜在的意識は強

い。

　両地区では，こうした意識に訴え，運動

の社会的優位性に裏打ちされた共鳴性，納

得性を無理なく肌で感じさせる取り組みが

重視されたのである。

　つまり，生ごみ堆肥化をはじめ農業を軸

とする資源循環型システムづくりは，事業

の性格からすれば，地域のあらゆる層の参

加と協力がなければそもそも成り立ち得な

い。その成否は，住民および各種地域組織

の自主的参加度合いにかかわっている。そ

うした意味では，事業参加への動機づけや

理念の浸透のための取り組みは，自主的参

加を促進させ，システム形成とその維持発

展に欠くことのできないものであったとい

える。

　

　（3）　生ごみ堆肥化事業の地域農業への

　　　　インパクト

　　　　――有機農業への取り組み――

　両地区の基本的な農業構造とその変化に

ついてはすでに述べてきたが，共通してい

ることは農家の兼業化，農業労働力の減少

と高齢化，耕作放棄地の増加等，総体とし

て地域農業の脆弱化である。

　そこで，生ごみ堆肥化事業が地域の農業

構造にいかなるインパクトを与えているの

か，あるいはどのような可能性があるのか

きっかけ，事業・運動の理念と展開過程，

ならびに社会的・歴史的な地域の蓄積，風

土等の差違に由来するといってよい。

　二つめは，協議会を構成する各組織が，

それぞれ具体的な機能を分担しあい，かつ

発揮していることである。

　例えば自治体は，分別収集から堆肥化の

過程で，事業費（財政）と推進力としてのマ

ンパワーを担っている。協議会に付設され

ている「有機農業実験農場」（臼田町），「有

機農産物栽培研究事業」（長井市）は，関係

機関の支援も受けつつ，有機農業技術の開

発・普及ならびに有機農業生産者（グルー

プ）の研修・育成を担っており，これらの実

践的な研究組織は極めて重要な役割を果た

しているといってよい。さらに農協は，技

術面でのサポートに加えて，堆肥の供給（委

託）や有機農産物の販売機能の一部も担っ

ている。

　このように，「協議会」を構成する各組織

がそれぞれの役割を十全に果たしながら相

互に有機的に連関しているのである。

　第三の共通する特徴は，事業・運動にか

かる理念，動機づけが重視されてきたこと

である。

　つまり，生ごみの堆肥化が単なるごみ処

理の一方策ではなく，堆肥化して農地に返

すことによって地域農業の振興に貢献し，

関心が高まりつつある環境問題や食の安全

性にも十分応えていけるという点が強調さ

れているのである。大量生産――大量消費―

―大量廃棄といった現代の生活スタイルが

様々な環境問題を引き起こしており，やが

て自らの生命を脅かす存在として再び降り

かかろうとしていることは，すでに多くの

人たちが肯定することである。そうした状

況のなかで，日常生活レベルで何らかの取

り組みを行いたいという潜在的意識は強

い。

　両地区では，こうした意識に訴え，運動

の社会的優位性に裏打ちされた共鳴性，納

得性を無理なく肌で感じさせる取り組みが

重視されたのである。

　つまり，生ごみ堆肥化をはじめ農業を軸

とする資源循環型システムづくりは，事業

の性格からすれば，地域のあらゆる層の参

加と協力がなければそもそも成り立ち得な

い。その成否は，住民および各種地域組織

の自主的参加度合いにかかわっている。そ

うした意味では，事業参加への動機づけや

理念の浸透のための取り組みは，自主的参

加を促進させ，システム形成とその維持発

展に欠くことのできないものであったとい

える。

　

　（3）　生ごみ堆肥化事業の地域農業への

　　　　インパクト

　　　　――有機農業への取り組み――

　両地区の基本的な農業構造とその変化に

ついてはすでに述べてきたが，共通してい

ることは農家の兼業化，農業労働力の減少

と高齢化，耕作放棄地の増加等，総体とし

て地域農業の脆弱化である。

　そこで，生ごみ堆肥化事業が地域の農業

構造にいかなるインパクトを与えているの

か，あるいはどのような可能性があるのか
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をみてみたい。

　

　ａ．臼田町

　まず臼田町においては，堆肥化事業のス

タートに前後して，女性や高齢者を中心に

有機農業への取り組みが始められた。その

背景には，佐久総合病院を中心とする50年

代半ばごろからの「農村の暮らしと健康を

守る」取り組みがある。こうした取り組み

のなかで，臼田町による「健康で安全な食

べ物を生産する町」づくりや旧　JA　臼田女性

部の「安全な食を求める自給運動」が進め

られてきた。そして，そうした経緯のなか

で有機農業への取り組みが着手されてきた

ことはすでに述べてきた。

　しかし，地域全体として取り組まれるよ

うになったのは，78年の堆肥センターの稼

働や前述の「臼田町有機農業研究協議会」

の設立等，有機農業推進体制が整えられた

以降である。

　こうした体制のもと，80年からは農家84

戸，栽培面積562ａで，春レタス，バレイ

ショを中心に有機無農薬栽培が実施される

に至る。なお，81年から生産物は旧　JA　臼田

が仲介し市場との契約栽培のかたちで生

産・販売されるようになり，市場でも好評

を博した。また，82年からは無農薬バレイ

ショ（82年から東京品川区学校給食センター

へ出荷，87年以降中止）の出荷契約の締結，

有機無農薬米の自主流通米取り扱い（86年

以降生協へ販売），「無農薬米栽培グループ」

の結成（18戸，88年）等，順調な歩みをみせ

た。しかし，近年に至って春レタスの出荷

量を除いて，無農薬バレイショ，無農薬米

とも栽培農家，面積，出荷量とも減少傾向

にある。この背景には，農業労働力の減少

と高齢化があり，地域有機農業の展開を考

えるうえでは，地域農業の構造的要因が大

きくのしかかった格好となっている。

　こうしたことから，臼田町では98年６月

（財）「臼田町振興公社」内に「活性化セン

ターうすだ」（町と農協の共同出資）を設立

し，地域農業振興の取り組みを強めてい

る。事業内容は，後継者不足，高齢化の進

行に対応した農地保有合理化事業や農作受

委託事業に加えて，農産物加工事業を中心

とする地域づくり事業からなっている。地

域づくり事業には，「特産品開発」「直売所」

等のほかに「ユーキの里づくり」の各事業

があげられており，有機農業の推進も明確

に位置づけられている。

　また，地域農業の構造的要因があるとは

いえ，「臼田町有機農業研究協議会」を中心

とする有機農業推進の取り組みは，前述の

JA女性部の「まごころ市」をはじめとする

「朝市・直売所」グループや「ゆうきクラ

ブ」といったいくつかの有機農業生産者グ

ループを育ててきている。そうした意味で

は，臼田町の有機農業は女性や高齢者に

よって支えられながら，徐々に裾野を広げ

つつあるといってもよい。

　

　ｂ．長井市

　長井市では，堆肥センターの稼働が97年

２月ということもあり，有機農業への取り

組みは緒についたばかりである。とはいう

をみてみたい。

　

　ａ．臼田町

　まず臼田町においては，堆肥化事業のス

タートに前後して，女性や高齢者を中心に

有機農業への取り組みが始められた。その

背景には，佐久総合病院を中心とする50年

代半ばごろからの「農村の暮らしと健康を

守る」取り組みがある。こうした取り組み

のなかで，臼田町による「健康で安全な食

べ物を生産する町」づくりや旧　JA　臼田女性

部の「安全な食を求める自給運動」が進め

られてきた。そして，そうした経緯のなか

で有機農業への取り組みが着手されてきた

ことはすでに述べてきた。

　しかし，地域全体として取り組まれるよ

うになったのは，78年の堆肥センターの稼

働や前述の「臼田町有機農業研究協議会」

の設立等，有機農業推進体制が整えられた

以降である。

　こうした体制のもと，80年からは農家84

戸，栽培面積562ａで，春レタス，バレイ

ショを中心に有機無農薬栽培が実施される

に至る。なお，81年から生産物は旧　JA　臼田

が仲介し市場との契約栽培のかたちで生

産・販売されるようになり，市場でも好評

を博した。また，82年からは無農薬バレイ

ショ（82年から東京品川区学校給食センター

へ出荷，87年以降中止）の出荷契約の締結，

有機無農薬米の自主流通米取り扱い（86年

以降生協へ販売），「無農薬米栽培グループ」

の結成（18戸，88年）等，順調な歩みをみせ

た。しかし，近年に至って春レタスの出荷

量を除いて，無農薬バレイショ，無農薬米

とも栽培農家，面積，出荷量とも減少傾向

にある。この背景には，農業労働力の減少

と高齢化があり，地域有機農業の展開を考

えるうえでは，地域農業の構造的要因が大

きくのしかかった格好となっている。

　こうしたことから，臼田町では98年６月

（財）「臼田町振興公社」内に「活性化セン

ターうすだ」（町と農協の共同出資）を設立

し，地域農業振興の取り組みを強めてい

る。事業内容は，後継者不足，高齢化の進

行に対応した農地保有合理化事業や農作受

委託事業に加えて，農産物加工事業を中心

とする地域づくり事業からなっている。地

域づくり事業には，「特産品開発」「直売所」

等のほかに「ユーキの里づくり」の各事業

があげられており，有機農業の推進も明確

に位置づけられている。

　また，地域農業の構造的要因があるとは

いえ，「臼田町有機農業研究協議会」を中心

とする有機農業推進の取り組みは，前述の

JA女性部の「まごころ市」をはじめとする

「朝市・直売所」グループや「ゆうきクラ

ブ」といったいくつかの有機農業生産者グ

ループを育ててきている。そうした意味で

は，臼田町の有機農業は女性や高齢者に

よって支えられながら，徐々に裾野を広げ

つつあるといってもよい。

　

　ｂ．長井市

　長井市では，堆肥センターの稼働が97年

２月ということもあり，有機農業への取り

組みは緒についたばかりである。とはいう
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ものの，レインボープラン推進下の94年

に，「有機農産物栽培研究事業」の一環とし

て，参加農家10戸，栽培面積42ａで，有機

野菜試験栽培がスタートしている。堆肥

は，山形県立川町から購入した生ごみ堆肥

が使用され，有機農産物は市内二つのスー

パーを通じて試験的に販売され，好評を博

した。栽培技術面では，改良普及センター

等がサポートをしており，徐々に目途がつ

くようになっている。

　堆肥センター稼働後の，97年の有機農産

物栽培研究事業への参加農家は，32戸（水稲

７戸，野菜25戸）であったが，翌98年には，

個人参加31戸（水稲5戸，野菜等26戸）のほ

か，「JA　なす部会」（４戸），「みのり会」（11

名），「長井農研」（24名のうち長井市在住13

名）等のグループ参加があり，参加戸数，栽

培面積も順調な増加をみせている。また研

究事業参加農家によって朝市組合が結成さ

れ，98年7月には初めて「レインボーカボ

チャ」が市民に向けて初出荷された。地元

でとれた安全な農産物を地元消費者の食卓

に提供するというレインボープランが実現

しつつあるといってよい。

　とはいうものの，同地区においても，地

域農業全体が脆弱化しつつあるという構造

要因がある。生ごみ堆肥化事業と有機農業

推進を軸とした地域農業振興策が，こうし

た要因をどのように変革させていくことが

できるか，今後の展開に期待したい。

　

　

　

　

　

　

　

　最後に，臼田町，長井市の生ごみ堆肥化

事業を通じて浮かび上がってきたいくつか

の課題と今後の展望について触れてみた

い。

　

　（1）　地域資源循環システム形成に

　　　　向けて

　ａ．農業を資源循環の軸に

　地域資源循環システムを展望するにあた

り，その第一ステップは，最も身近な食生

活から排出される生ごみや，地域の畜産農

家から排出される家畜ふん尿等の有機系廃

棄物の資源化（堆肥化）から始めることが大

切であるということである。堆肥が土に環

元されること，すなわち農業（耕種）を媒介

とすることが基本となる。しかし，今日の

農業は，農薬や化学肥料の投入と輸入飼料

によって成立しており，循環システムは断

ち切られているのが現状である。

　とはいうものの，工業製品は再利用が中

心であるのに対して，農業は地域の自然資

源の循環的利用によって持続的な生産活動

が可能である。そうした意味で，農業は資

源循環システムの基礎であり，循環の主軸

をなすものといえる。

　こうした点をふまえ，システム形成の展

開を展望すると，

　① 農村における資源循環システムは，農

業（耕種，畜産）を基礎にすえること。

ものの，レインボープラン推進下の94年

に，「有機農産物栽培研究事業」の一環とし

て，参加農家10戸，栽培面積42ａで，有機

野菜試験栽培がスタートしている。堆肥

は，山形県立川町から購入した生ごみ堆肥

が使用され，有機農産物は市内二つのスー

パーを通じて試験的に販売され，好評を博

した。栽培技術面では，改良普及センター

等がサポートをしており，徐々に目途がつ

くようになっている。

　堆肥センター稼働後の，97年の有機農産

物栽培研究事業への参加農家は，32戸（水稲

７戸，野菜25戸）であったが，翌98年には，

個人参加31戸（水稲5戸，野菜等26戸）のほ

か，「JA　なす部会」（４戸），「みのり会」（11

名），「長井農研」（24名のうち長井市在住13

名）等のグループ参加があり，参加戸数，栽

培面積も順調な増加をみせている。また研

究事業参加農家によって朝市組合が結成さ

れ，98年7月には初めて「レインボーカボ

チャ」が市民に向けて初出荷された。地元

でとれた安全な農産物を地元消費者の食卓

に提供するというレインボープランが実現

しつつあるといってよい。

　とはいうものの，同地区においても，地

域農業全体が脆弱化しつつあるという構造

要因がある。生ごみ堆肥化事業と有機農業

推進を軸とした地域農業振興策が，こうし

た要因をどのように変革させていくことが

できるか，今後の展開に期待したい。

　

　

　

　

　

　

　

　最後に，臼田町，長井市の生ごみ堆肥化

事業を通じて浮かび上がってきたいくつか

の課題と今後の展望について触れてみた

い。

　

　（1）　地域資源循環システム形成に

　　　　向けて

　ａ．農業を資源循環の軸に

　地域資源循環システムを展望するにあた

り，その第一ステップは，最も身近な食生

活から排出される生ごみや，地域の畜産農

家から排出される家畜ふん尿等の有機系廃

棄物の資源化（堆肥化）から始めることが大

切であるということである。堆肥が土に環

元されること，すなわち農業（耕種）を媒介

とすることが基本となる。しかし，今日の

農業は，農薬や化学肥料の投入と輸入飼料

によって成立しており，循環システムは断

ち切られているのが現状である。

　とはいうものの，工業製品は再利用が中

心であるのに対して，農業は地域の自然資

源の循環的利用によって持続的な生産活動

が可能である。そうした意味で，農業は資

源循環システムの基礎であり，循環の主軸

をなすものといえる。

　こうした点をふまえ，システム形成の展

開を展望すると，

　① 農村における資源循環システムは，農

業（耕種，畜産）を基礎にすえること。
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　② 地域で生産された農畜産物を，一定以

上地域に供給するシステムを構築すること

（「地産地消」をベースとした地域内生産・流

通システムの確立）。

　③ 地域内消費者が，積極的に地場産の農

畜産物を消費できるよう，農業と食の安全

性，健康性を保持すること。

　④ システムの発展，高度化に伴って，農

業と食の分野以外，すなわち地域の経済・

産業をはじめ社会，生活，文化面での多様

な地域資源の循環を視野に入れた，いわば

総体としての暮らしのあり方をふまえたも

のに深化させていくこと。

　以上のとおりに整理されよう。

　

　ｂ．広範な住民参加と地域ネットワークの

　　　形成

　すでに述べてきたように，両地域おける

生ごみ堆肥化事業は，広範な地域住民の合

意形成と自主的参加によって支えられてき

た。

　とりわけ，運動を広げ深化させていくう

えで，地域横断的なネットワークが大きな

役割を果たしてきた。

　例えば長井市においては，まちづくり事

業・運動の当初から広範な市民メンバー，

組織によって総合的な組織体，運動体に

よって取り組みが担われ，いわば草の根的

ネットワークが形成されてきた。

　また臼田町においては，当初堆肥化事業

に先立って，JA　南佐久女性部による「安全

な食を求める自給運動」が広範に組織化さ

れた。そして，これを母体に有機農業生産

者（グループ）や「市」開催グループが誕生

する等，堆肥化事業との結びつきを強める

なかで，事業そのものをサポートするネッ

トワークとなっていった。

　加えて，佐久総合病院による食と健康を

重視した地域づくりネットワークは，直接

的に堆肥化事業を下支えしてきたといえる

が，現在では地域保険セミナーや高齢者セ

ミナー等による地域の健康管理活動のリー

ダー育成にも力を入れている。そこから毎

年30～40名のセミナー卒業生が誕生し，彼

女等による地域を超えた「卒業生ネット

ワーク」が結成され，相互の取り組み支援

や連携を取りあっている。

　こうした地域を超えたネットワークの形

成は，生ごみ堆肥化事業を地域間の提携を

ベースとした資源循環システム形成の可能

性にとどまらない。さらに一歩進め，農業

を軸とした安心して暮らせる地域づくりに

つなげうる原動力となっていく可能性をも

秘めている。そうした意味において，地域

横断的な各種ネットワークの形成が極めて

重要であることを示唆しているといってよ

い。

　

　ｃ．資源循環システムの規模

　両地区の生ごみ堆肥化事業の規模をみる

と，人口規模，生ごみ収集対象世帯は，臼

田町で1万6千人，2千世帯，長井市で3万3千

人，4,900世帯となっており，いわば中小規

模のシステムとして形成されている。この

事業は，その性格からして，相互に顔と顔

が見え，信頼関係をベースにして成り立つ

　② 地域で生産された農畜産物を，一定以

上地域に供給するシステムを構築すること

（「地産地消」をベースとした地域内生産・流

通システムの確立）。

　③ 地域内消費者が，積極的に地場産の農

畜産物を消費できるよう，農業と食の安全

性，健康性を保持すること。

　④ システムの発展，高度化に伴って，農

業と食の分野以外，すなわち地域の経済・

産業をはじめ社会，生活，文化面での多様

な地域資源の循環を視野に入れた，いわば

総体としての暮らしのあり方をふまえたも

のに深化させていくこと。

　以上のとおりに整理されよう。

　

　ｂ．広範な住民参加と地域ネットワークの

　　　形成

　すでに述べてきたように，両地域おける

生ごみ堆肥化事業は，広範な地域住民の合

意形成と自主的参加によって支えられてき

た。

　とりわけ，運動を広げ深化させていくう

えで，地域横断的なネットワークが大きな

役割を果たしてきた。

　例えば長井市においては，まちづくり事

業・運動の当初から広範な市民メンバー，

組織によって総合的な組織体，運動体に

よって取り組みが担われ，いわば草の根的

ネットワークが形成されてきた。

　また臼田町においては，当初堆肥化事業

に先立って，JA　南佐久女性部による「安全

な食を求める自給運動」が広範に組織化さ

れた。そして，これを母体に有機農業生産

者（グループ）や「市」開催グループが誕生

する等，堆肥化事業との結びつきを強める

なかで，事業そのものをサポートするネッ

トワークとなっていった。

　加えて，佐久総合病院による食と健康を

重視した地域づくりネットワークは，直接

的に堆肥化事業を下支えしてきたといえる

が，現在では地域保険セミナーや高齢者セ

ミナー等による地域の健康管理活動のリー

ダー育成にも力を入れている。そこから毎

年30～40名のセミナー卒業生が誕生し，彼

女等による地域を超えた「卒業生ネット

ワーク」が結成され，相互の取り組み支援

や連携を取りあっている。

　こうした地域を超えたネットワークの形

成は，生ごみ堆肥化事業を地域間の提携を

ベースとした資源循環システム形成の可能

性にとどまらない。さらに一歩進め，農業

を軸とした安心して暮らせる地域づくりに

つなげうる原動力となっていく可能性をも

秘めている。そうした意味において，地域

横断的な各種ネットワークの形成が極めて

重要であることを示唆しているといってよ

い。

　

　ｃ．資源循環システムの規模

　両地区の生ごみ堆肥化事業の規模をみる

と，人口規模，生ごみ収集対象世帯は，臼

田町で1万6千人，2千世帯，長井市で3万3千

人，4,900世帯となっており，いわば中小規

模のシステムとして形成されている。この

事業は，その性格からして，相互に顔と顔

が見え，信頼関係をベースにして成り立つ
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ものであり，また事業の成果も身近に実感

できる規模・範囲，すなわち堆肥化事業を

安定的，継続的に行う適正規模を示してい

るといえる。つまり，「生ごみ（分別収集

等）――堆肥化――農業（農地）への投入（還

元）――安全な食料の生産――地元供給――消

費――生ごみ」の循環が確実に行われるため

には，おのずから身の丈にあったものにな

らざるを得ない。そうした意味でこの事業

は，少なくともスタート時点では，一定の

地域内での自己完結的なシステム，言い換

えれば閉鎖的システムとしての性格を帯び

たものになる。

　とはいえ，農業面に限定したとしても，

当該地域ですべての農産物が自給され消費

されるわけではない。したがって，いずれ

は地域循環システムの対象を徐々に拡大し

地域総体としての循環システムの高度化を

図るとともに，地域相互間の提携ネット

ワークも視野に入れた開放的システムに変

えていく必要に迫られよう。

　しかし，両地域の経験をふまえて指摘し

ておきたいことは，農村地帯にあっては，

地域農業を軸とした資源循環システムがあ

くまで基本にあり，それもスタート時は中

小規模である方が適合的だという点であ

る。

　

　（2）　地域農業の持続的発展へ

　生ごみ堆肥化事業によって供給される堆

肥量は，両地域とも管内のうちの数パーセ

ント程度しかカバー（10ａ当たり水田１トン，

畑２トンで換算）されておらず，事業所からの

生ごみの収集増加や畜産の振興による地域

内の堆肥自給体制の確立が課題となってい

る。また堆肥の質の面でも，熟成度，均質

性等，質の面でも農家が喜んで使えるよう

に改善する必要があろう。

　最大の課題は，両地域とも生ごみ堆肥化

を軸とした，農業を媒介とする地域資源循

環システムへの参加農家が少ないことであ

る。とりわけ，農業で生計を立てている農

家層の参加が少ない。その背景には，堆肥

の質，量もさることながら，いわば有機農

業そのものに経営リスクを感じていること

がある。

　従来，専業的に農業経営を営んできた農

家は，農協の指導の下，大産地の形成と一

元集荷一元販売によって，市場における産

地ブランドの確立と価格優位性の確立に努

めてきた。こうした生産，販売方式のもと

では，減農薬・化学肥料の有機農業志向

や，地場への農産物の供給といった視点は

育ちにくかったといえる。

　こうしたこともあり，臼田町，長井市の

両地域においても，生ごみ堆肥を利用し，

地域の「朝市」等への有機農産物の供給を

担っているのは，高齢者や女性グループが

中心となっている。

　これからの課題は，地域全体で有機農業

による農産物の生産と地場への供給を行う

農家をどう拡大していくかにある。

　前述のとおり，臼田町および長井市にお

いて，有機農業生産者（グループ）がすでに

生まれており，これからの地域有機農業の

確立に向けてのリーダー的農家や組織，機

ものであり，また事業の成果も身近に実感

できる規模・範囲，すなわち堆肥化事業を

安定的，継続的に行う適正規模を示してい

るといえる。つまり，「生ごみ（分別収集

等）――堆肥化――農業（農地）への投入（還

元）――安全な食料の生産――地元供給――消

費――生ごみ」の循環が確実に行われるため

には，おのずから身の丈にあったものにな

らざるを得ない。そうした意味でこの事業

は，少なくともスタート時点では，一定の

地域内での自己完結的なシステム，言い換

えれば閉鎖的システムとしての性格を帯び

たものになる。

　とはいえ，農業面に限定したとしても，

当該地域ですべての農産物が自給され消費

されるわけではない。したがって，いずれ

は地域循環システムの対象を徐々に拡大し

地域総体としての循環システムの高度化を

図るとともに，地域相互間の提携ネット

ワークも視野に入れた開放的システムに変

えていく必要に迫られよう。

　しかし，両地域の経験をふまえて指摘し

ておきたいことは，農村地帯にあっては，

地域農業を軸とした資源循環システムがあ

くまで基本にあり，それもスタート時は中

小規模である方が適合的だという点であ

る。

　

　（2）　地域農業の持続的発展へ

　生ごみ堆肥化事業によって供給される堆

肥量は，両地域とも管内のうちの数パーセ

ント程度しかカバー（10ａ当たり水田１トン，

畑２トンで換算）されておらず，事業所からの

生ごみの収集増加や畜産の振興による地域

内の堆肥自給体制の確立が課題となってい

る。また堆肥の質の面でも，熟成度，均質

性等，質の面でも農家が喜んで使えるよう

に改善する必要があろう。

　最大の課題は，両地域とも生ごみ堆肥化

を軸とした，農業を媒介とする地域資源循

環システムへの参加農家が少ないことであ

る。とりわけ，農業で生計を立てている農

家層の参加が少ない。その背景には，堆肥

の質，量もさることながら，いわば有機農

業そのものに経営リスクを感じていること

がある。

　従来，専業的に農業経営を営んできた農

家は，農協の指導の下，大産地の形成と一

元集荷一元販売によって，市場における産

地ブランドの確立と価格優位性の確立に努

めてきた。こうした生産，販売方式のもと

では，減農薬・化学肥料の有機農業志向

や，地場への農産物の供給といった視点は

育ちにくかったといえる。

　こうしたこともあり，臼田町，長井市の

両地域においても，生ごみ堆肥を利用し，

地域の「朝市」等への有機農産物の供給を

担っているのは，高齢者や女性グループが

中心となっている。

　これからの課題は，地域全体で有機農業

による農産物の生産と地場への供給を行う

農家をどう拡大していくかにある。

　前述のとおり，臼田町および長井市にお

いて，有機農業生産者（グループ）がすでに

生まれており，これからの地域有機農業の

確立に向けてのリーダー的農家や組織，機
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関も育ちつつある。こうした，地域的盛り

上がりを確実に前進させるためには，有機

農業の栽培技術の確立，販売ルートの開拓

（地区内外）をはじめ，災害時等の保険・補

償制度等を設け，農家が安心して有機農業

に取り組める体制づくりが急がれる。

　なお長井市においては，99年度から有機

農産物（「レインボー野菜」）生産基準等にか

かる独自の認証・検査制度を発足させてお

り，地域有機農業推進体制の拡充がなされ

ている。

　

　（3）　期待される農協の役割・機能

　地域農業の持続的発展における農協の役

割は極めて大きい。すでに述べてきたよう

に，両地域の農協は生ごみ堆肥化にかかる

推進機関の主要な構成メンバーであり，他

の機関とも連携しながら有機農業栽培技術

の指導をはじめ，その販売ルートの開拓や

「朝市」を軌道にのせていくうえで様々なサ

ポートを行ってきた。

　とはいえ，農業を軸とする資源循環シス

テムを展望する場合，地域内に点として存

在する有機農業生産者・グループを面的存

在にまで広げ，足腰が弱りつつある現在の

農業構造そのものを変革していく力に育て

上げていくことが重要である。

　そのためには，地域資源を有効に活用す

る，持続可能な地域農業構造への転換と

いった明確なビジョンを持つことが不可欠

となろう。農協は，農家組合員と最も身近

な存在であり，かつ地域総体としての地域

営農マネージメントの任を担っている。

　具体的には，大産地化・ブランド化・一

元集荷一元販売といった従来の戦略だけに

固執するのではなく，有機農業による多品

目少量生産や，地場流通を視野に入れた小

規模多元流通販売をも，農協全体の運営方

針のなかに併存しうるよう位置づけていく

ことが重要である。このことがまた，兼業

農家をはじめ女性・高齢者，さらには地域

住民を農協に引きつけることに連なってい

こう。

　さらにいえば，こうした具体的な取り組

みが，生ごみ堆肥化事業を単なるごみ処理

にとどめず，事業の安定性・継続性，発展

性を保証し，農業を軸とする循環システム

の形成と地域づくり，さらには地域資源を

有効に活用し，環境に負荷を与えない暮ら

しに一歩でも近づけていく大きな推進力と

なろう。

（木原  久・きはらひさし）

関も育ちつつある。こうした，地域的盛り

上がりを確実に前進させるためには，有機

農業の栽培技術の確立，販売ルートの開拓

（地区内外）をはじめ，災害時等の保険・補

償制度等を設け，農家が安心して有機農業

に取り組める体制づくりが急がれる。

　なお長井市においては，99年度から有機

農産物（「レインボー野菜」）生産基準等にか

かる独自の認証・検査制度を発足させてお

り，地域有機農業推進体制の拡充がなされ

ている。

　

　（3）　期待される農協の役割・機能

　地域農業の持続的発展における農協の役

割は極めて大きい。すでに述べてきたよう

に，両地域の農協は生ごみ堆肥化にかかる

推進機関の主要な構成メンバーであり，他

の機関とも連携しながら有機農業栽培技術

の指導をはじめ，その販売ルートの開拓や

「朝市」を軌道にのせていくうえで様々なサ

ポートを行ってきた。

　とはいえ，農業を軸とする資源循環シス

テムを展望する場合，地域内に点として存

在する有機農業生産者・グループを面的存

在にまで広げ，足腰が弱りつつある現在の

農業構造そのものを変革していく力に育て

上げていくことが重要である。

　そのためには，地域資源を有効に活用す

る，持続可能な地域農業構造への転換と

いった明確なビジョンを持つことが不可欠

となろう。農協は，農家組合員と最も身近

な存在であり，かつ地域総体としての地域

営農マネージメントの任を担っている。

　具体的には，大産地化・ブランド化・一

元集荷一元販売といった従来の戦略だけに

固執するのではなく，有機農業による多品

目少量生産や，地場流通を視野に入れた小

規模多元流通販売をも，農協全体の運営方

針のなかに併存しうるよう位置づけていく

ことが重要である。このことがまた，兼業

農家をはじめ女性・高齢者，さらには地域

住民を農協に引きつけることに連なってい

こう。

　さらにいえば，こうした具体的な取り組

みが，生ごみ堆肥化事業を単なるごみ処理

にとどめず，事業の安定性・継続性，発展

性を保証し，農業を軸とする循環システム

の形成と地域づくり，さらには地域資源を

有効に活用し，環境に負荷を与えない暮ら

しに一歩でも近づけていく大きな推進力と

なろう。

（木原  久・きはらひさし）
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年 月 日

（注）　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。

団　　　体　　　別

3.　農林中央金庫・団体別・科目別・貸出金残高
1999　年　６　月　末　現　在　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

団　　　体　　　別 証 書 貸 付 手 形 貸 付 当 座 貸 越 割 引 手 形 計

系

統

団

体

等

　関 連 産 業　

　そ の 他　

合 計

　農 業 団 体

　開 拓 団 体

　水 産 団 体

　森 林 団 体

　そ の 他 出 資 団 体

出 資 団 体 小 計

その他系統団体等小計

計

104,684

2,861

94,395

23,813

576

226,329

345,839

572,168

3,316,958

3,019,308

6,908,434

430,349

1,120

68,805

19,642

10,038

529,954

51,208

581,162

468,156

5,852,488

6,901,806

25,626

‐

48,146

423

170

74,365

188,126

262,491

3,796,178

87,161

4,145,830

12

‐

624

281

‐

917

1,260

2,177

131,007

-

133,183

560,671

3,981

211,971

44,158

10,784

831,565

586,431

1,417,996

7,712,299

8,958,958

18,089,253

2.　農林中央金庫・団体別・科目別・預金残高
1999　年　６　月　末　現　在　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

1.　農　林　中　央　金　庫　資　金　概　況
（単位　百万円）

預 金 発行債券 そ の 他 現 金
預 け 金 有価証券 貸 出 金 そ の 他 貸借共通

合 計

1994. 6
1995. 6
1996. 6
1997. 6
1998. 6

28,858,989
31,367,830
29,819,175
29,857,803
26,789,930

8,699,815
9,198,292
9,188,440
8,668,767
7,651,215

5,158,946
4,912,150
4,489,402
5,578,057
13,993,745

5,512,717
6,021,745
5,411,272
5,443,514
5,003,994

16,419,714
16,849,238
14,545,498
12,993,677
10,803,092

14,124,910
14,305,240
14,960,827
14,921,338
13,582,736

6,660,409
8,302,049
8,579,420
10,746,098
19,045,068

42,717,750
45,478,272
43,497,017
44,104,627
48,434,890

定期預金 通知預金 普通預金 当座預金 別段預金 公金預金 計

　農 業 団 体

　水 産 団 体

　森 林 団 体

　そ の 他 出 資 団 体

出 資 団 体 計

非 出 資 団 体 計

　合　　　　　計　

26,878,583

1,089,821

2,823

1,909

27,973,136

377,725

28,350,861

84,959

400

‐

6

85,365

200,792

286,157

516,463

33,115

2,767

5,681

558,027

313,284

871,310

18

75

25

‐

117

102,078

102,195

263,195

12,132

357

1,121

276,804

434,986

711,790

-

-

-

-

-

17,411

17,411

27,743,218

1,135,544

5,971

8,716

28,893,448

1,446,277

30,339,725

1999. 1
2
3
4
5
6

81　‐　691

16,368,462
16,065,120
14,386,443
14,835,705
13,810,565
12,575,038

14,414,634
14,684,910
17,257,422
16,912,755
17,033,861
18,089,252

12,715,113
13,114,406
12,978,133
13,258,147
13,703,461
14,572,095

3,980,308
4,404,317
2,550,967
2,140,851
3,001,519
3,735,513

13,534,376
14,022,616
12,251,267
11,121,449
10,534,371
11,462,961

7,331,312
7,282,665
7,227,589
7,267,159
7,167,832
7,169,212

26,612,829
26,963,472
27,694,109
28,758,850
29,847,203
30,339,725

47,478,517
48,268,753
47,172,965
47,147,458
47,549,406
48,971,898



   

4．　農 林 中 央 金

年 月 末

（注）　１．単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。　　２．預金のうち当座性は当座・普通・通知・別段預金。
　　　３．預金のうち定期性は定期預金。　４．62年11月以降は科目変更のため預金のうち公金の表示は廃止。
　　　５．借用金は借入金・再割引手形。　６．1985年５月からコールマネーは借用金から，コールローンは貸出金から分離，商品有価証券を新設。

5．　信 用 農 業 協 同 組

6．　農 業 協 同 組

（注）　１．貯金のうち「定期性」は定期貯金・定期積金の計。　　　　２．出資金には回転出資金を含む。
　　　３．1994年４月以降,コールローンを金融機関貸付金から分離。

（注）　１．貯金のうち当座性は当座・普通・購買・貯蓄・通知・出資予約・別段。　２．貯金のうち定期性は定期貯金・譲渡性貯金・定期積金。　３．借入金計
は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

預 金
譲 渡 性 預 金 発 行 債 券

1998.　　　　　6

年 月 末

1998.　　　　　6

1,283,865

現 金

90,167

25,506,065 26,789,930 4,190 7,651,215

定 期 性 計当 座 性

預 け 金
有　　価　　証　　券

商品有価証券 買 入 手 形 手 形 貸 付計 う ち 国 債

年 月 末

貸 方

借 入 金 出 資 金

1999.　　　　　1
　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　3
　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6

1998.　　　　　6

46,654,714
46,890,438
46,936,251
47,474,708
48,034,577
48,997,934

47,299,560

45,055,948
45,111,015
44,967,206
45,463,343
45,846,866
46,694,972

45,610,516

146,040
125,170
172,530
204,690
211,770
190,050

179,100

22,039
22,036
18,082
20,282
20,281
20,272

69,679

911,446
911,450
913,713
912,694
912,988
914,924

899,688

う ち 定 期 性 譲 渡 性 貯 金計

貯　　　　　　金

年 月 末

貸 方

計 うち信用借入金

1998.　　　　12
1999.　　　　　1
　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　3
　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　5

1998.　　　　　5

15,217,145
14,311,491
14,757,638
14,934,799
15,104,003
14,845,236

13,941,642

54,732,949
54,599,535
54,420,263
54,061,545
54,031,218
54,269,807

54,408,718

69,950,094
68,911,026
69,177,901
68,996,344
69,135,221
69,115,043

68,350,360

962,011
973,885
968,281

1,003,802
993,631

1,017,512

1,142,084

736,347
748,749
742,662
778,654
768,483
793,587

906,345

定 期 性 計当 座 性

貯 金 借 入 金

4,913,825 10,803,092 3,940,457 190,588 ‐ 1,477,507

農林金融1999・9

（貸 方）

（借 方）

82　‐　692

1999.　　　　　1
　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　3
　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6

1999.　　　　　1
　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　3
　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6

1,548,650
1,674,461
1,937,767
2,056,754
2,170,230
1,980,525

205,896
209,549
140,316
121,531
141,937
80,741

25,064,179
25,289,011
25,756,342
26,702,096
27,676,973
28,359,200

26,612,829
26,963,472
27,694,109
28,758,850
29,847,203
30,339,725

46,010
56,960
45,430
13,400
63,460
111,000

7,331,312
7,282,665
7,227,589
7,267,159
7,167,832
7,169,212

3,774,412
4,194,768
2,410,651
2,019,319
2,859,581
3,654,771

12,715,113
13,114,406
12,978,133
13,258,147
13,703,461
14,572,095

4,944,043
5,325,604
4,971,884
5,332,187
5,683,253
5,536,963

240,658
360,929
280,510
196,033
103,944
60,724

580,500
382,800
8,300

1,050,500
92,400
133,300

2,590,105
2,955,027
5,814,625
5,647,532
5,785,564
6,901,806
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庫 主 要 勘 定

コ ー ル マ ネ ー

合 連 合 会 主 要 勘 定

合 主 要 勘 定

2,459,427

証 書 貸 付

7,238,427

貸 出 金

現 金

借 方

62,042
55,922
70,098
49,324
50,803
55,977

55,363

預　け　金

4,709,136 157,665 13,582,736 5,995,138 115 12,859,229 48,434,890

当 座 貸 越 割 引 手 形 計
コ ー ル
ロ ー ン

食 糧 代 金
概 算 払 金 そ の 他 借 方 合 計

食糧代金受託金・
受 託 金 資 本 金 そ の 他 貸 方 合 計

4,822,973 1,124,999 5,582,156 48,434,890

28,694,348
28,763,502
28,776,843
30,091,358
30,728,397
31,790,181

27,615,059
27,695,520
27,784,350
29,099,719
29,830,548
30,968,757

43,000
57,000
44,000
19,000
105,000
14,000

534,954
535,864
508,908
516,906
525,314
519,511

11,779,049
11,862,516
11,927,592
11,290,028
11,244,641
11,358,473

6,576,278
6,575,227
6,555,167
6,397,660
6,386,235
6,312,472

707,555
681,886
671,872
652,871
643,071
643,071

29,683,638 28,699,771 110,000 534,486 11,263,083 6,585,324 716,332

計 う ち 系 統 コールローン 金銭の信託 有 価 証 券 計 うち金融機
関 貸 付 金

貸　出　金

現 金

借 方

346,792
298,999
293,772
312,157
321,706
327,983

296,141

預 け 金

45,319,139
44,374,725
44,429,018
44,407,429
44,520,256
44,617,433

44,372,633
43,573,438
43,644,857
43,563,436
43,803,067
43,909,998

4,556,503
4,612,784
4,650,242
4,475,562
4,339,586
4,270,273

1,307,110
1,363,420
1,404,620
1,337,049
1,211,919
1,185,607

21,754,675
21,643,085
21,754,175
22,026,040
21,961,956
21,842,173

533,156
527,224
517,777
520,616
522,240
529,616

1,780
1,775
1,756
1,724
1,601
1,595

44,272,705 43,549,210 4,307,803 1,163,701 21,428,732 564,510 1,841

計 う ち 系 統 計 う ち 国 債 計 うち農林公
庫 貸 付 金

報 告
組 合 数

貸 出 金有価証券・金銭の信託

（単位　百万円）

（単位　百万円）

（単位　百万円）

521,141
1,312,838
1,019,573
482,910
517,262

1,175,203

7,245,323
7,200,882
7,030,740
6,944,414
6,931,569
6,908,433

4,420,452
4,376,269
4,266,313
4,182,371
4,182,539
4,145,829

158,752
152,732
145,742
138,436
134,188
133,183

14,414,634
14,684,910
17,257,422
16,912,755
17,033,861
18,089,252

5,209,466
5,495,343
4,552,312
4,059,354
3,677,671
3,422,115

883
169
‐
‐
‐

192

10,336,955
9,825,879
9,545,321
9,529,819
9,936,551
8,958,708

47,478,517
48,268,753
47,172,965
47,147,458
47,549,406
48,971,898

4,292,942
4,144,141
3,481,056
3,859,173
3,527,170
3,953,323

1,124,999
1,124,999
1,124,999
1,124,999
1,124,999
1,124,999

7,549,284
7,383,678
6,580,209
5,640,967
5,301,480
5,098,436

47,478,517
48,268,753
47,172,965
47,147,458
47,549,406
48,971,898
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7．信用漁業協同組合連合会主要勘定
（単位　百万円）

年　月　末

1999.　　　3
　　　　　　　　4
　　　　　　　　5
　　　　　　　　6

1998.　　　6

（注）　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。

8．漁　業　協　同　組　合　主　要　勘　定
（単位　百万円）

年　月　末

1999.　　　1
　　　　　　　　2
　　　　　　　　3
　　　　　　　　4

1998.　　　4

（注）　1.　水加工協を含む。　2.　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。　
　　　3.　借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

貸 方

貯　金

2,332,745
2,248,711
2,280,096
2,303,379

2,236,469

貸 方

貯 金

1,506,728
1,492,543
1,574,333
1,467,682

1,623,643

1,833,015
1,849,577
1,881,703
1,899,917

1,882,780

借　用　金

44,421
52,256
51,960
53,820

51,348

出　資　金

49,012
49,013
49,013
48,323

41,823

借 方

現　　金

9,872
5,598
6,741
7,385

5,732

借 方

現　金

7,810
7,422
9,715
7,108

8,409

預　け　金

1,313,336
1,271,345
1,298,236
1,318,056

1,269,911

1,248,637
1,239,843
1,264,244
1,278,255

1,240,173

有　　価
証　　券

216,809
211,906
214,579
217,185

211,566

貸　出　金

879,011
855,054
854,294
854,381

825,842

計 うち系統計 うち定期性

1,101,970
1,087,680
1,084,487
1,063,832

借　入　金

515,070
506,242
521,245
494,038

1,187,675 551,192

払込済
出資金

393,384
390,695
402,411
377,842

169,663
167,933
167,598
166,877

420,201 178,773

うち信用
借 入 金計うち定期性計

1,004
986
972
953

1,114

報　告

組合数
預　け　金

1,318,829
1,307,811
1,389,950
1,286,017

1,417,833 1,320,186

1,231,579
1,222,385
1,293,142
1,200,922

計 うち系統

有　価
証　券

24,501
24,852
25,180
25,459

25,286

624,065
615,503
618,802
603,498

計

貸　出　金

663,545 35,977

31,076
30,513
29,758
29,659

うち農林
公庫資金
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農林金融1999・9

9．金　融　機　関　別　預　貯　金　残　高
（単位　億円，％）

農 協

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

発　表　機　関

（注）　１．農協，信農連以外は日銀「経済統計月報」による。
　　　２．全銀および信金には，オフショア勘定を含む。
　　　３．都銀及び地銀残高の速報値（Ｐ）は，オフショア勘定を含まない。そのため、前年比増減率（Ｐ）は、オフショア勘定を含むもの（前年）と

含まないもの（速報値）の比較となっている。
　　　４．都市銀行及び第２地方銀行の1998年11月分計数以降は，北海道拓殖銀行が中央信託銀行と北洋銀行に営業譲渡したことから数字は不連続と

なる。

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

675,725

676,963

684,388

691,180

687,545

687,232

683,450

687,068

686,103

699,501

689,110

691,779

689,963

691,352

691,150

P 701,249

△0.1

0.2

1.1

1.3

1.1

1.0

0.9

0.8

0.5

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.1

P 1.5

農 林 中 金 推 進 部

472,996

469,629

471,355

468,524

469,290

467,496

474,496

466,547

468,904

469,363

474,747

480,346

489,979

2,147,035　

2,127,704　

2,145,647　

2,135,596　

2,144,138　

2,119,207　

2,122,732　

2,093,843　

2,106,972　

2,082,600　

2,145,762　

（P2,088,489）

（P2,080,510）

1,721,636　

1,691,926　

1,691,600　

1,692,369　

1,678,048　

1,696,329　

1,719,473　

1,687,865　

1,699,982　

1,715,548　

1,727,364　

（P1,732,311）

（P1,754,994）

603,856

599,801

597,062

603,556

596,156

625,700

639,854

627,639

633,155

631,398

632,297

P 628,105

P 623,790

996,245

992,429

993,545

992,637

997,417

1,000,410

1,023,629

1,008,752

1,011,601

1,005,730

P 1,014,542

P 1,016,294

P 1,025,628

211,336

209,351

208,661

207,762

206,463

205,259

207,387

204,889

204,311

P 202,062

P 202,412

P 200,538

P 200,431

2,454,934

2,464,488

2,476,914

2,477,328

2,487,631

2,485,860

2,519,312

2,522,254

P 2,530,599

P 2,525,489

P 2,538,710

P 2,540,023

P 2,559,879

483,934

472,553

468,215

2,198,667　

2,144,063　

2,140,824　

1,677,646　

1,687,316　

1,690,728　

613,725

612,651

606,607

962,234

977,319

984,364

227,309

221,668

213,530

2,134,375

2,248,872

2,405,460

信 農 連 都 市 銀 行 地 方 銀 行 第二地方銀行 信 用 金 庫 信 用 組 合 郵 便 局

△2.6

△2.4

△0.9

1.0　

△2.5　

△0.2　

△0.5　

0.6　

0.2　

△0.2

△0.2

△1.0

2.2

1.6

0.7

△6.6

△2.5

△3.7

8.0

5.4

7.0

0.2

△0.5

△0.7

△0.8

△1.0

△1.2

△1.2

△1.0

△0.4

0.2

1.5

2.9

3.6

△3.1　

△3.0　

△1.1　

△0.3　

2.6　

△1.1　

△2.8　

△4.4　

△3.4　

△2.7　

0.5　

（P △1.3）

（P △3.1）

0.5　

0.3　

0.0　

△0.2　

0.8　

0.4　

0.4　

1.1　

1.5　

1.5　

2.4　

（P 1.9）

（P 1.9）

△0.9

△1.0

△1.5

△1.6

△0.6

3.8

4.7

5.6

6.3

4.1

P 5.7

P 4.4

P 3.3

1.0

0.8

0.3

0.5

1.5

1.1

1.7

2.3

2.3

2.2

P 2.7

P 2.5

P 2.9

△3.3

△3.8

△4.3

△4.8

△4.5

△5.1

△4.9

△4.7

△4.9

P △5.4

P △4.8

P △5.5

P △5.2

6.9

6.9

6.8

6.9

6.9

6.5

6.0

5.6

P 5.4

P 5.0

P 4.7

P 4.5

P 4.3

全 銀 協
調 査 部

地 銀 協
企画調査部

第二地銀協
統 計 課

全 信 連
総合研究所

全 信 組
中 央 協 会

郵 政 省
貯 金 局
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農林金融1999・9

10．金　融　機　関　別　貸　出　金　残　高
（単位　億円，％）

発　表　機　関

（注）　１．表９（注）１，２，３に同じ。郵便局は、「郵政行政統計年報」による。
　　　２．貸出金には金融機関貸付金，コールローンを含まない。ただし，信農連の貸出は住専会社貸付金を含む。また，都市銀行の速報値は金融機

関貸付金を含む。
　　　３．都市銀行及び第２地方銀行の1998年11月分計数以降は，北海道拓殖銀行が中央信託銀行と北洋銀行に営業譲渡したことから数字は不連続と

なる。

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

1995.　　3

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

189,829

199,493

208,280

208,366

209,651

210,583

211,219

210,831

211,467

211,742

210,690

211,895

214,613

213,961

212,687

P 212,439

2.8

4.9

5.1

4.1

4.1

4.0

3.8

3.8

3.5

3.4

3.3

3.2

3.0

2.7

2.2

P 2.0

農 林 中 金 推 進 部

60,583

60,933

61,590

63,503

61,426

60,893

60,887

60,512

60,501

60,420

59,016

58,908

58,164

2,187,205

2,199,532

2,209,304

2,157,378

2,202,532

2,164,631

2,201,454

2,203,116

2,198,877

2,093,507

2,108,783

P 2,117,621

P 2,122,519

1,344,431

1,349,231

1,349,768

1,363,186

1,368,802

1,365,494

1,401,909

1,390,576

1,390,490

1,382,200

1,364,612

P 1,337,262

P 1,333,148

513,852

515,139

514,396

518,240

514,041

530,354

542,588

537,647

536,854

527,146

520,399

P 515,028

P 513,850

694,329

696,552

695,972

700,069

706,006

710,431

728,456

722,203

721,003

712,060

P 707,053

P 701,472

P 700,720

160,597

160,408

160,155

160,461

160,277

160,431

161,465

159,283

157,998

P 155,122

P 153,131

P 149,632

P 148,302

P 9,827

P 9,560

P 9,673

P 9,993

P 10,120

P 10,425

P 9,232

P 9,248

P 9,280

P 9,786

P 9,770

P 10,050

P 9,606

92,114

59,545

61,897

2,166,716

2,140,890

2,123,038

1,353,825

1,359,955

1,380,268

531,461

532,803

525,217

698,982

702,014

704,080

186,643

172,721

168,221

11,213

10,756

10,010

△2.4

△2.9

△35.4

△1.7

△0.8

△1.2

1.6

3.4

0.5

2.6

0.9

0.3

2.7

2.9

0.4

2.4

△2.1

△7.5

△6.4

3.6

△4.1

4.2

5.9

7.4

6.2

5.6

6.2

6.1

3.1

0.3

△2.4

△3.0

△3.5

△4.0

2.7

3.2

3.2

2.0

4.2

0.3

△0.1

△0.1

△0.2

△1.4

△2.3

P △2.5

P △3.0

0.6

0.5

△0.3

0.5

1.0

0.0

0.3

0.3

0.2

0.1

△0.1

P △1.0

P △0.8

△1.7

△2.0

△2.6

△2.4

△2.4

0.0

1.1

1.9

2.0

0.4

0.6

P 0.3

P △0.0

0.2

0.0

△0.8

△0.2

0.9

0.9

2.0

2.1

2.1

1.1

P 1.3

P 0.5

P 0.9

△5.6

△5.7

△6.0

△6.0

△5.7

△5.6

△5.4

△6.0

△6.6

P △7.8

P △7.2

P △7.3

P △7.7

P △6.6

P △5.1

P △4.7

P △6.3

P △5.9

P △5.6

P △3.5

P △3.4

P △4.0

P △2.2

P △2.4

P △2.1

P △2.2

全 銀 協
調 査 部

地 銀 協
企画調査部

第二地銀協
統 計 課

全 信 連
総合研究所

全 信 組
中 央 協 会

郵 政 省
貯 金 局

農 協

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

信 農 連 都 市 銀 行 地 方 銀 行 第二地方銀行 信 用 金 庫 信 用 組 合 郵 便 局
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